
























































































































































































































































































析においては,対象 とする構造物系に対 して定められる耐震設計理念 との関連において,構
造物系の動力学特性を具体的に表現出来る動力学モデルを設定 し,また,これに対応する適
当な地震外乱を一群 として想定 し,さらに,構造物の耐震安全性の評価を行なうための妥当




















震応答特性 を把握 し得 な くなる。
このよ うな構造物 に対 して,地 震時における構造物 の周 辺地盤 は,そ の動力学特 性に応 じ
た特性 を伝播 して来 る地震動 に賦与 しなが ら,構 造物系へ の地震外乱入力 として伝達す る作
用 を有する とともに,逆 に,地 震外乱による構造物系 の振動 によって新たな動的挙動 を強 制
される。その結果 として生 じ,3次 元的に伝播 して行 く波動の効果は,構 造物 系に対 しては
振動 エネルギ 一ーの吸収作用 となって示される。地震時 における地盤の このよ うな2つ の作用
は複合 して現われ,そ の挙動は地盤 自体 の動力学特性 とともに,支 持 している構造物 系の動
力学特性 によって決定づけられ る。 したが って,地 震時 の地盤 と構造物 とのcoupleした動
的挙動に示 されるフィー ドバ ック効果,あ るいは,こ れ を通 して構造物系 に地震外乱 入力 を
伝達 する地盤 のフ ィルター作用 を,妥 当な動力学モデルで表現 して,地 震応答解析 における
地盤 一 構 造物連成系 モデル として考慮 することによって,は じめて構造物 系の応答特性 を
適確 に把握 することが可能 となる。
また,周 辺地盤 中において も,構 造物 に極 めて近接する部分の地盤 は,通 常の弾性応力解
析 か らも明 らかな ように応力集 中を生 じることが当然予想 され,さ らに,地 盤 および構造物
を構成するmaterialの,microな観点か らの力学的挙動 が本質的に相違 してい るこ とから,
地震時 の周辺地盤 の挙動において,こ の部分に強 い非線形性 を想定す ることな しに検討 を行
な うことは出来 ないと考 えられ る。 しか るにこのよ うな現象 に関 しては,野 外 の実験 ・計測
にお いては勿論,実 験 室の段階において も未 だ解 明 された とは言 えず,し たが って,構 造物
系 の地震応答性状へのその影響 については,早 急 に明確 にされ なければな らない。地盤 の本
来的 に有す るrheologicalな特性に加 えて,こ れ らの構造物 周辺 地盤 の多様 な動力学的特
性 を考慮す る時,地 震動 に対す るその伝達特 性は極 めて多 くの要素 が複雑 に関係 し合 った も
の となって来る。 したがって,そ の解明 には理論的 な研究 とともに,現 象の解析 か ら本質的
な要素 を抽出する実験 ・計測的 な研究 のapproachが重要 となって来 る。
一方,構 造物 の支持地盤 と して若干範囲 を拡大 して考慮す る時,震 源か ら伝播 して来 る地
震動 に対 して,基 礎地盤 の局所 的な動力学特性は周辺地盤 を含 む構造物系へ の地震外乱特性
に影響 を及 ぼす こ とが知 られている。すなわち,地 盤や構造物 に設置 された強震計 による地
震動記録 の解析か ら・地震動その ものは・発震機構 ・震源位置・地震規 模等 の震源 にお ける条
件 や,対 象 とされ る基礎地盤 までの伝播 距離及びその経路の媒質等が多岐 に至る ものの,特
に観測点付近 の地盤 の十数米 か ら数十米程度 の表層地盤 の地下構 造形態や媒質 の影響 は顕著
であ り,同一 の観測点 あるいは同種 の表層地盤特性 を有する異 なった観測点 における地震動


























構造物系の応答特性の表現,お よび地盤 一 構造物系の非線形特性を含む連成作用による構
造物の地震応答特性を内容として,自然地震に対する地盤お よび構造物 の応答計測結果の解




第2章 においては,地 盤 および構造物 か らなる連成動力学系 の地震応答解析において・想
定すべき地震外乱特性 を把握す るとともに,地 盤 一 構 造物連成系における各部応答 の伝達
特性 を得 ることを目的 として,群 発地震 の発 生 を機 に,そ の震源域 内に建つ実構造物 とその
周辺地盤 にお ける地震応答 の多点同時計測 を行ない,得 られ た多数の応答波形 に対 して・地
震動の本来的 な特性 である不規則性,不 確定性および非予測性 の考慮の もとに,各 観測点 に
おいて比較的多数 の応答記録 を対象 として採 り出 し,確 率統計 的手法 による解析結果 を示 し
てい る。そ して,構 造物周辺地盤 の地表 および地中における測線 に沿 った各観測点 の地震応
答 の平均 スペク トル特性から,構 造物 との連成振動領域 を検出 して,非 連成地盤 の震動特性
お よび連成振 動系 の伝達特性 を明 らかに している。 また,構 造物 にお ける各観測点の応答波
形に対 して も同様 な解析 を行 ない,や や詳細 な震動特 性および伝達特 性 について述べて いる。
具体的 には,非 連成地盤 の地表水平動で は,表 面波 に基づ くと観察 され る2～5cpsが 卓越
す るが,地 中ではこの低振動成分 がcuetされ,peakが8cps前後 となること,地盤 にお け
る構造物 との非連成振動領域は水 平距離30m以 遠,深 さ20m以 深 と考えられ ること,連 成
系挙動 は低次の ロッキング振 動が顕i菩であ り,そ の固有振動数は4cps近傍 であることなど
を示 し,こ のような手法による震動特 性検出の妥当性 を指摘 している。
第3章 にお いては,構 造物 の基礎地盤 の特性 によって構造物系 に作用する地震外乱 の特性
が影響 を受けることを考慮 して,構 造物 の建設予定地 にお けるseismicityと,理論的 およ
び実験的な手法に よって確 め られた地盤震動特性か ら地震外乱特性 を予 め規 定 した時 に,こ
れ を満足するよ うな確率統計的に等価 な模擬地震波 の作製過程 を示 し,設 計構造物 の耐 震解
析 において一群 と して想 定すべき地震外乱 を具体的に得 る方法 を明 らかに している。す なわ
ち,任 意に規定 され たスペク トル特性 を線形系 の伝達特性 として表示す る方法 を述べ,こ れ
を具体例 に対 して適用 して関数形 を定 め,whitenoisegeneratorを用 いた一群 の模擬地
震波 を得て,そ のパ ワースペ ク トル密度が充分な精度 を有す るこ とを示 して手法 の妥当性 を
確 めている。また,この模擬地震波を用いて,最 も単純な線形系の最大応答で ある と同時 に地
震外乱 のスペ ク トル特性 の一表現 であ り,か つ,一 般 の線形構造物 の最大地震応答 の推 定に
も用 い られ る応答 スペ ク トラを求 めて,地 盤特性 が応答特性 に如何に表 わされ るかについて
述 ぺている。つ ぎに,地 震外乱のスペク トル特 性 と応答 スペ ク トラとを解析的 に関連づ けて,
地盤特性に対応す る応答 スペ ク トラとその上下限の解析的表現 を導 き,未 定定数 を数値実験
的に定 めて得 られた応答 スペク トラの推 定式 の具体的表現 を示 し,数 値例 によって この推 定
式 が充分 な精度 を有 していることを確かめている。







て具体的な伝達関数表示を導き,これ と弾塑性質点系上部構造との接続 を行なって地盤 一
構造物連成系モデルを設定するとともに,構造物基礎の近傍における地盤の非線形性を,弾





























これを定式化.定量化して藤 髄 物の動的膿 設計法の中醐 み入れて行 くためには・未
だ多 くの段階を踏む必要がある。
このような重要なテーマを鰍 示,御指導下さった小堀鐸二先生の濡 えを生かしきれな
かったのは,鞘 の力不足のため馳 ならず,こ こに示 した成果は轍 の研究の発展の端緒
をなすものとして位置づけ,一層の努力を決意 している次第である。
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での挙動 を詳細 。把握 、なければな、ない。とは既}。指摘 、れて来た と・ろである[2.1]～[a21
ここにおいて,地 震動の性格 は,そ の発震機構,震 源位置,地 震規模,伝 播経路・観測点
における地盤構造等 によって種々異 な り,た とえ特定の1地 点にお ける地震動に限定 した と
して も,そ の地点 に関す るmaCrOなSeiSmiCityにか かわる もの及 び対 象 とす る地盤 に固
有 な動的特性な どmicroな震動特性による ものが含 まれ,一 概 に論 じ得 ないこ とは当然で
ある。 しかるに構造物 の耐震設計の立場か らは,設 計構造物 の弾塑性動力学特性 の考慮 の も
とに,建 設地盤 において蓋然性 のある地震動 の中か ら最 も破壊的であ るものを地 震外乱 とし
て想 定す る必要がある。 したがって,対 象 とす る地盤 にお ける自然地震の性格な いしは特性
を明 らかにすることはその地盤 の総合的 な震動特 性 を知 り,耐 震設計 における地 震外 乱 を想
定す る上で極 めて重要である[z3]。
また,地 震時 における中低層 の建築構造物 の動的挙動 にっいては,そ の基礎地盤 の動力学
特性 によって大きな影響 を受 けることは過去 の震害 の例[2.4]を挙げるまでもな く広 く認 め ら
れて いるところである。したが って,動 的耐 震設計 における構造物系 の応答解析 に当 っては,
地盤及 び構造物によって構成され る連成動力学系モデル を設定 して,両 者 のフ ィー ドバ ック
作用 を妥当に考慮 しなければな らない・地盤 及び構 造物か らなる連成系 の動力学 モデルの設
定にっ いては,第4章 において述べ るよ うに理論的 なapProachとして例えばDynamic
GroundComplianceによって連成系にお ける地盤 の動力学特 性 を表現す る方法 があるが・
一方,自 然地震 によって実際の地盤 一 構造物系が如何 なる応答性状 を示す か と言 う問題 を・
現象の計測 によって明 らかにす ることは・耐震工学の分野 において非常 に関心 の示 されてい
る問題である。すなわち,自 然地震の発 生時における連成系 の詳細 な動的挙動 を・地盤及 び
構造物 における多点同時計測 によって求め・ さらに・地震動の特性の不規則性 と非予測性 を
考慮 して,数 多 くの計測記録 の確率統計的な解析か ら・複雑な連成系 の挙動 に含 まれ る固有
の動力学特性 を解明することは,理 論的 な研究成果 との対比 の上か らも極めて重要 な課題 と
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なっている。 しか しなが ら,地 震の発生 を的確 に予知 することの出来な い現在 の時点におい
て,こ れ らの研究 を発展 させ るためには多 くの困難 を伴 ない,し たがって,今 までに定性的
に も定量的 に も満足 な結果が得 られていない状態 である。
この ような耐震工学上 の観点 から見て,昭 和40年8月 以来数年 間に亘 って長野市松代 町
を中心 に頻発 した 「松代群発地震」 は,そ の発震機構,震 源位置,地 震規模 等 に幾分 の特殊
性 はあるとして も,自 然地 震による地盤 一 構 造物系 の応答観測に絶好 の機会 を提供 したも
の と言 える。本章 は,震 源域内に建っ2階 建RC構 造 の学校校舎 およびそ の周辺地盤 におい
て同時観測 された 自然地震による地盤 と構造物 系の応答 の解析結果 にもとつ いて,地 盤お よ
び構造物 の地震応答性状 について扱 った ものであ る。
2.2既 往 の研究の概要
地震時における地盤 及び構造物 の挙動 を観測 し,地 震外乱 の特性及 び地盤 一 構造物系 の
震動特性 を把握す ることは,構 造物系 の合理的 な動的耐震設計 を行 なうために極めて重要で
あ り,近年 我が国において も多 くの高層建築物等 を中心 に強震観測が実施 され て来ている。
この種 の強震観測 は米国において逸早 く1930年代 に太 平洋沿岸 を中心 に実施 され始 め,我
が国で も1950年代 か ら強震計の設置がな されて来 た。 そ の結果,強 震時にお ける地盤及 び
構造物 の同時計測 による動的応答記録 も多数得 られて来 てお り,観 測報告,数 値 化記録 等
original資料 の公開 と同時 に,若 干 の解析 を付加 した報告 も多数 にのぼって来ている。
そ して,地 震外乱 の特性 として,地 震規模や震源距離 の影響,あ るいは,硬 質地盤や軟弱
地盤 と言 った概括的な地盤条件 との関連 につ いて,定 性的 な傾 向が明 らかに されて来 ている。
一方,地 盤 一 構造物 の震動特性 にっいては,地 盤 及び構造物相互間の地震応答特性 の比較
に基づ くものであ り,良 好 な条件 で数多 くの地震 に対 する多点同時観測 記録 を得 る機会 は少
くなって来 る。 したがって,一 般的 な解析手法 による研究成果は現在 の段階 では未 だ数少 く,
概略次 のような研究 を挙げ ることが出来 る。
1952年のKernCounty地震 によやHollywoodStrageBuildingのbaseとその周辺
の地震記録 を もとに,Housnerはresponsespectrumの手法 を用 いて構造物 と地盤 の相
互作用 が顕著に現 われている例 を示 し[2.5],Dukeらは同 じ記録にBuildlngのroofの記
録 も含 めて,Fourierスペク トル比か ら伝達特 性 を示 し,理 論 との対比を行なっている[a6]。
大沢 らはRC構 造物 と周辺地盤 における地震観測 を数年 に亘 って継続 し,得 られた幾つ かの
地震記録か ら動特性 の検 出 を試みている[27]。また,田 中 らは多 くの建物の地震記録 と微動
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記録 のパ ワースペク トル計算 を行ない.地 震時における建物 の基本 固有周期 と減衰性 を常時
にお ける値 と比較 している[28]。地盤 に関 しては,桜 井 らは松代群発地震に よる地盤 深度 の
異 なる数点 の記録 を解析 し,せ ん断波の多重反射理論の適用性 を調べている[29]。
2.3地 盤お よび構造物 の地震応答計測
2.3.1序
本章 においては,松 代群発地震による鉄筋 コンク リー ト構造物およびその周辺地盤 の応
答計測結果の解析 に基づいて,地 盤 一 構造物系 の地震応答性状の考察 を扱 って いるが,
2・3では,そ の計測の概算 を述 べ,解 析結果 として得 られる地盤及び構造物系 の地盤応答
特性の把握 のための条件 を明確 にす る。
2.3,2松代群発地震 の概略
松代群発地震は気象庁松代地震観測所 にお いて昭和40年8月 以 降頻 発性 の微 小地震群
として観測 されは じめ,徐 々にその頻度 を増 して同年11月 に1つ の盛期 を迎 え,そ の後
幾分減少 したが昭和41年4月 に再 び活発化 して発生頻度,地 震規模共 に最大に達 し,壁
面 の亀裂,地 割れ等の被害 が生 じた。 さらに同年8月 末に可成 り大 きい活動期 があ り,地
盤 の異常隆起や地た り等 も発生 したがや がて衰微 の一途 をたど り,同 年12月 には有感 地
震 が1日 に20回前後 となっている。 この期 問を通 じて震度5の 強震 が8回,震 度4の 中
震が47回発 生 した。理科年表[210]による と昭和44年 末 までに松代で有感地震が62,621
回,震 度5が9回,震 度4が50回 で,地 震発生回数 は昭和41年4月 と8月 に集中 してい
るこ と,ま た,被 害 を伴なった地 震は50回 であ り,全体 で負傷者15人,家 屋 の全壊10
戸,半 壊4戸,地 すべ り64件,地 震 の総エネル ギーはM=6.3に 相当する と記 されて い
る。
震源位置 は地震活動 の消長に伴 なって幾分移動 または拡大 したが,大 体 において松代 町
を中心 とす る直径10～15kmの円内に分布 し,そ の地表面か らの深 さは1～10㎞ と報告
されている。多 くの地震研究者 によって松代 町を中心 に多角的 な観測が行 なわれ,地 震学
の上で も多 くの貴重 な成果 を もた らした。
2.3.3計測の対象 とした地盤および構造物の概要
観測 の対象 とした構造物 と周辺地盤 は松代 町中心部近 くに位置 し,昭 和38年3月 に新
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築 され た2階 建鉄筋 コンク リー ト構造 の
学校校舎 とその北側 に面 した約40m×
70mのテニス コー トで,構 造物の断面
と平面はF孟gs.2.1,2,2に示 される と
お りで ある。各独 立基礎 の下には13m
の松杭 が14～16本配置 され ている。構
造物 内の観測点 はFig.2.2の×印で示 さ
れ る構造物 のほぼ中央部にあたる各階床
上 で,1階 床,2階 床,屋 上に対応 させ
てそれぞれ1F,2F,RFの 記号で略記
す る。地盤上 の観測点 はFig.2.3に示
され るとお りで,構 造物内 の観測点 を通
り構造物 の張 間方向に北側 のテニスコー
トに延 長 した直線上の点 で,構 造物の北
側壁面 か ら3m,10m,20m,30m,60
mの 地点 を選 び,そ れぞれG3,G10,
G20,G30,G60の 記号で略記す る。
また,構 造物 か ら約3m距 った地点で行
なわれ たボー リング試験 の孔 を利用 して
地 中約20mの 点,さ らにあ らた に10m
および1mの 孔 を堀 り,そ の孔底 に地中
地震計 を突 き差 して地中の観測点 とし,
それぞれGL-20,GL-10,GL-1と
略記す る。構造物 の張間方向は南北方向
にほぼ一致 してお り,構造物 の張間方 向 『
お よび地盤上の測線方向 をNS,構 造物
の桁行方向お よび地盤 上の測線 と直角方
向 をEWで 表わす 。
この地盤 のボー リング試験 の結果 は,
Fig.2.4に示 され るとお りで,可 成 り軟


























地 震応答 計測は 昭和40年10月～11月
昭和41年4月 ～5月
昭和41年8月
の3回 に亘 り,比較的雑音 の多い昼間 を避
けて主 として夜間の連続観測 を行 なった。





の3成 分用地中地震計3台 で,応 答出力 は
直流増幅 で適当に増幅 し,PWM方 式 のデータ・レコーダー2台(7ch用 お よび3ch用)に
記録 した。
地盤お よび構造物 の応答波形の解析 には,デ ー タ・レコーダーに収録 された観測点の多様
な組み合わせによる多点同時記録 の うちか ら典型的 な速度応答記録 の例 にっ いて,約160
c/sのサンプ リングを行 なって初 動よ り9秒 間の部分のAD変 換 を行 ない,最 大振 巾が1
となるよ うに正規化 したのち,デ ィジタル計算機 によって各波形 の自己相 関関数お よび複
素 フー リェ ・スペク トルならびにそれか ら直接 に絶対値の2乗 としてパ ワー ・スペク トル
を計算 し,さ らにデータ ・レコー ダーに収録 された速度応答波形 を適 当に時間変換 してア
ナ ログ計算機 による微分 を行 なって加速度波形 を求 め,1質 点系の速度 レスポ ンス ・スペ
ク トル,Sv[a5]を計算 した。
2.4自 然 地 震 に よ る地 盤 お よび 構造 物 の応 答特 性
2.4.1序
前 節 にそ の概 要 が述 べ られ た 自然 地 震 に よる構 造物 及 びそ の周 辺 地 盤 にお け る応 答 計 測
に基 づ い て,本 節 ではそ のス ペ ク トル解 析 を行 な う。 す な わ ち,各 応 答 波 形 のFourier
powerspectrum,autocorrelationfunctionあるい はresponsespectrumを求
め て,地 盤 一 構 造物 系 各部 の地 震応 答特 性 を考察 す る と と もに,spectrumの 比 を求 め
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て地盤 一 構造物 系各部間 の伝達特性 を明 らかにする。 自然地震の ように非定常性の強い
外乱 を受ける系 の応答 を,確 率統計的に処理 して評価 されるspectrumあるいは伝達特性
は,周 波数に関す る変動 が大き く,有 意 な動特性の把握が困難 な場合 が多い。 したが って,
ここではmovingaverageあるいはensembleaverageを行 なってい る。
2.4.2地盤 の地震応答特性
計測 の対象 とした構造物 の影響が少 ないと判断 される地点 として構造物 か ら30m距 っ
た地盤 上の点(G30)を 選 び,水 平2成 分の地震動応答 を観測 した結果 の1例 を絶対速
度波形でF孟g.2.5に示す。(図 中GL-20は 地中20mの 地点 における3成 分 の絶対速度
応答 であ り,地盤 上にお ける応答波形 に比 して約4倍 に拡大 して示 した ものである。)G30
の応答波形 につ いて無感地震お よび震度2以 下の有感地震 について調 べた結果では,一 般
に多種 の異なった波形 のパ ター ンが存在す るが地震規模 による明 らかな差異 は指摘出来 な
いよ うである。水平方向の2成 分 の波形 は異 なってはいるが,周 波数的には大体 同 じ傾向
を有 し,初 期微動部分 では30～50c/s,継続時間は1秒 前後であ り,主 要部分では9創
12c/sの波が卓越 した部分が1～2秒 継続 し,其 の後振 巾は減少 し周波数 も低 くなって
2～5c/s程度 で5～8秒 続 いてい る。上下成分 は初動 か ら10～30c/sのランダム性の波
形 が1～2秒 継続 し,其 の後振 巾は減少 し3～10c/sの波が4～6秒 続 いてい る。 初動 か
らの継続時間は水平成分 に比較 して上下成分波形 は3～5秒 短 くなっている。 また,振 巾
にっいて比較 すると,初 期微動部分における水 平成分波形 に対 する上下成分波形の比 は3
程度 であるが,初 期微動 ・主要動 を通 じて の最大振 巾につ いては水平成分波形 の方が大 き
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F・g、.・,6-(・)一(,)およびF、g,.2,一(、)一(・)は・つ の褥 地震}・よる雌 上の応答 の
3成分速度波形 について のパワ.ス ペク トルお よび位相 スペク トル を示 した ものである。
水平,成 分}、関 しては大体 同 じ傾向 を示 し,応澱 形か らもうかがわれ るよ うに2～5・/・
の範 囲が最 も高いパ ワーを有 して いる。 また,10c/s近傍が幾分高いパ ワー を示 し・13
c/s以上では小 さくなる傾向にある。上下成分 について も4,5c/sが最大で あるが3^げ15
c/sの範 囲で比較的一様 に近 い周波数分布 を示 し,ラ ンダム性 の強 い波形 である と言 える。
Fig.2,8には同 じ波形 の水 平成分について主要動 の初まわ りか ら約1・3秒間の波形 につ い
て同様の解析 を行 なったものである。12,3c/s附近 の高周波数域 を除 くと両成 分波形 と







































































Fig.2.9は6っの異 なった地震 について のNS方 向の速度波形 の パワー ・スペク トルの
平均 で各波形の振 巾の2乗 平均値が一定 となるよ うに捕 正 して平均 した ものである。図か
ら明 らか な よ うに2～5c/sが 一様 に高 いパ ワー を有 し,13c/t以 下 で は 小 とな っ て い る。
Fig.2.10にはFigs.2.6,7に示 した もの と同 じ地震 について各波形の 自己相関関数が
示 してある。縦軸 は2乗 平均値でnormalizeした値 をと り,見 やす くするために各 曲線
の縦軸 をず らして描いて ある。3成 分波形 の周波数分布 にっいて,こ の図から も水平2成
分の類似性,ま た,上 下成分 のラスダム性 の傾 向が明 らかに示 されてい る。
地 中における絶対速度応答はFig.2.5に地 中20mに おける3成 分 の波形,Fig.2.1ユ
に地表 か らの深 さの異 なったNS方 向の波形 が地盤 上あるいは構造物 における応答波形 に









波形 について考察す ると,主 要動
の始 まりから1～2秒 間は10c/s
を中心に8～15c/sが卓越 し,地
盤 上に比較 して幾分高い周波数 も
含 んでいる。この傾向は地表 か ら











一1,GL-10,GL-20の波形 に共通 に現れ ている。この部分 のあ とでは地表 に近 い点の
波形 では低周波数域 に移行 して5～8c/sの波 が卓越 し,振 巾は幾分減少 の傾 向にあるが・
地表 からの深 さが増すにっれて周波数の変動 はめだたな くな り,逆 に振巾が急激 に減少す
る傾向が顕著である。 したがって初動 からの継続 時間は地表か ら深 いほど短 くな っている。
主 要動の初相の伝達 には深 さ方向に約20mの 距離に対 して0.15～0.2秒程度要 して いる。
観測点における地表附近 の地震波の伝播向はほぼ鉛直方向 と考 えられ るので,こ の間の層
の平均的なS波 伝播速度は100m/sec程度 と言えよう。 次に上下成分 にっ いては,地 表に
お ける応答波形 に類似 した周波数域 を有するランダム性の波形が初動 か ら1～2秒 継続 し,
其 の後周波数は低 くなっている。深 さ方向についての振 巾の分布 は地表 に近 いほ ど大であ
り,初動附近の大振 巾の間では地中中1m,10m,20mに ついての振 巾比1:0.8:0.5程
度 である。其の後 の振 巾の減少 の割合 は地中1mに お ける応答波形 のみが比較的 小 となっ
ている。
Fig・2・12は・構造物 よ り北側3m距 った地点 の地下20m,Gl.-20において得 られた
地盤 の絶対速度地震応答 の、3成分同時記録 に対す 筍FourierPowerSpectraである。
比較 のために・それ と同時に地表G3の 地点 で得 られた3成 分 の記録 に対するものをFig.
2.13に示す・ 観測点 の表記法 は前報 と同様 であ る。ここでは,振 動数に対 して重 みを1
とす る5点 即 ち1c/s巾の移動平均 で示 している。Fig.2.12にお ける3c/s以下 の部分,































地表 と地中における地盤 の地震応答性状の主 たる相違点 は,地 表 では主要動後の2～5
c/sの表面波 の影響 を含 む と考 えられ るかな り定常的な部分 を有す るが,地 中ではそ うい
った低振動 数成分は著 し く減少 し,地 表 よ りも減衰が速 いこと,主 要部分 の最大速度振 巾
に対す る初動部分 の速度振巾比は地表の方 が著 しく大 であるこ と等 が挙 げ られ る。既 に指
摘 され た如 く,G3に おけるNS成 分には構造物 の振動の影響 が見 られ[a],Fig.2.13
に示 された ように3～6c/sでNS成 分がEW成 分 よ りも相 当大きなpowerを示 している
が,地 中において も,ま た地表にお いて も水平2成 分 の間に本質的な相違 はない と思われ
る。Fig.2.12から明 らかなようにGL-20に お ける水 平成分は,と もに7～8c/sに鋭 い
peakを有 し,そ れ以外 のpeakのpowerは1/10程度であるのに反 し,G3のpowerを
有す るpeakが多 く見 られ る。即 ち,地 盤 内部では7～8c/sの成分が最 も卓越 している。
また,地 中 において卓越す る振動数成分は,そ の増 巾効果は幾分異 にす るが,や は り,地
表で も卓越 している。
次に上下動成分 についてみる と,地 表において も水 平動 に見 られ た2～5c/sの低振 動
数成分 のpowerは低下 している。G3お よびGL-20と もに7～12c/sの部分 では比較
一21一
的平坦 であ り,高振 動数域では再びpowerは減少 してお り,bandnoise的な性格 を有す
る と見 られ る。G3とGL-20の 比較 では水 平動成分 の場合程明確 な相違 は見 られず・ こ
の地盤 で高々地下20mと 地表 の間での上下動成分の周波数特性 の変調 は顕著 でないこと
が指摘 され る。
Fig.2.14～2.16は地 中深 さ方向に測点 を取 り,地 下1m,10m,20mの地点・ 即 ち
GL-1,GL-10,Gl.-20において得 られた同一地震に対す る地盤応答NS成 分のFourier
PowqrSpectraである。先に述べた如 く,地 中の水平成分では7～8c/sに顕著 なpeak
を有するが,こ れは,こ れ ら3点 について も適合する。GL-1で はGL-10ま た はGL
-20に比 して低振動数成分 のpowerが大 となるのに反 して,高 振動数成分 のpowerは
低下 している。これは,地 盤構成に もよるが,地 表近 くでは低振動成分が多 く,地 申深 い
所 では高振動数成分が大 であることを示す。また,GL-1で は7c/s近傍 に鋭 い 加akを
有す るのに反 し,GL-10,GL-20ではその他 の振動数にpowerの大 きい部 分が あ り,
6c/s以上 では比較的平坦 になる傾 向が見 られるが,先 に示 したGL-20で は7c/sのpeak
が特に鋭 いことか ら,地 盤 の動 きは地震個 々によって性格 をかな り異にする と思 われ る。









































Fig.2.17はpowerの比の平方根 で近似的 な意味での地盤 内部の伝達特性 を表 わ した も
ので,GL-1とGL-10お よびGL-10とGL-20の 間には明 らかな相違 があることが示
されている。即 ち,GL-1とGL-10の 間には4.2(ゾsを中心 とす る低振 動数成分 の増巾
が著 しく,一 方,GL-10とGし 一20では多少 の変動 はあるが,大 略的 にみてほぼ同等 で
ある。前者 の増巾効果 には構造物 の振動 の影響 も含 まれるが,GL-10お よびGL-20で
は,そ の影響 は少い。地下18～20mに 存在す る薄 い砂礫層 の影響 はあま り見 られない。
構造物 の存在が周辺地盤 の応答 におよぼす影響 を考察す るために,構 造物 の壁面に直角
に測線 を設 け,構 造物 か ら3m,10m,20m,30m,60mの地点 の地盤 上の測線方向の応
答波形 を構造物1階 床 にお けるものと同時 にFig.2,18に示す。 定性的 な傾向 として,構
造物 に近 いほど初期微 動振 巾が大であることが明 らかであ り,ま た,周 波数的 には主要動
の始 ま りか ら1～2秒 間 は5つ の観測点 によって大 きレ)変化 はないが,其 の後 の2～5秒
間のG60,G30の波に含 まれている5,6c/sの渡が構造物 に近づ くにつれて次第 に少な
くなっている。
Fig・2。19は1つの有感地震 によるG60,G30,G3地 点 の速度応答波形のスペク トル
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つ重み を一様 とす る移動平均操作 を行 なっている。約30mづ っ距た った3地 点 にお ける
波形 の周波数分布 の状況は可成 り異 なっていて明瞭 な傾 向は見出 し難いが,2c/s以 下お
よび15c/s以上の周波数 がG3,G30,G60の順にパ ワーの高いこ と,10～12c/sでは
逆 にG60.G30,G3の順 に高 いこと,5,6c/sではG3の 波形 のみ相対 的に低 いこ とが
指摘 出来る。各波形 の自己相関関数はFig.2。20に示す とお りで,G60とG30に っ いて
は比較的類似 した傾向 を有 してい るが,G3に ついては地盤 一 構造物 系の連成振動応答
と推 定され る2c/s程度の低眉 波数成分が明瞭に現れている。 これ等 の考察 のみでは未 だ
断定出来ないが,一 応 ここで対象 として観測 した構造物 の場合 は30m程 度 距 た った地点













地盤 と構造物 の同時観測記録 から示 され る構造物 の応答特性につ いて,こ こでは構造物
の張間方向(NS方 向)に 限定 して考察する。 構 造物 の張間方 向 の絶対 速度波形 の例が
Figs・2・11,21に示 され ている。Fig.2.21の下段にはデー タ ・レコーダーに収録 した記
録 か ら差 を求 めた相対速度応答波形 を同図 の上段 の絶対速度応答波形 と同一 の倍率で示 し
て ある。
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構 造 物 内 部 にお け る波形 は初 期微 動 部 分 を除 いて,構 造物 か ら3m距 っ た 地 盤 上 の 点
(G3)の波 形 に含 まれ て い る15c/s以上 の周 波 数 が フ ィル ター され た形 を示 してい る。 こ
の傾 向 は2階,屋 上 と上層 に お よぶ に した が っ て明瞭 に認 め られ る。 ま た,主 要部 分 で は
一25一
構造物 各階間に可成 りの相対変形が生 じて いるこ とが認 められ るが,こ の変形 も3～4秒
経過する と減衰 し,大 略剛体的並進運動 を示 して地盤上の応答 波形 とはほぼ同様な波形 と
な っている。
波形 の最大振巾は構造物内では上部ほ ど大 きく,ま た,地 盤上対 構造物 で最大振巾比 を
示す と・有感地震 で ユ:0.7～1.2,無感地震で ユ:α5～0.9程度 である。地 震規模 が小
さ くなるに従 って応答波形 に高 い周波数成 分が比較的多 く含 まれてお り,地 盤 一 構造物
の連成系 の固有振 動数が地震規模 の大小に よって変化 して,微 小地震では連成系 の固有振
動 数が地盤上 の応答 に含 まれ る卓越 した周波数域 と距たった高 い領域 に移 るために,構 造
物 の応答 が幾分小さ くなるとも考 えられ る。
次に2F-1F,RF-1F,RF-2Fで 示 され る相対速度応答 は概ね同位相にあ って比較
的類似 した波形 を示 し,振 巾比は1:2:1程度 である。相対速度波形は周波 数的 には主要
動部分で8～12c/sの波 が1～2秒 継続 し,其 の後3～7c冷 の波が卓越 して3～4秒 で減
哀 している。Fig・2・22はFig・2.21に示 した応答波形 の主要動 の始 ま りか らo.8秒間にっ
いて・構造物 の応答 を絶対速度モー ドで0.04秒間隔で示 した ものであ る。 各 階床 の応答
は概ね同位相 にあ り,地盤 一 構造物 の連成系 の主 として ロッキ ングの優 勢な低 次のモー
ドが誘発 されていることが明 らかである。
Fig・2.23は3ない し4つ の地震 による速度応答 波形 のスペク トル密度 の平均 を1階 床
(lF)および2階 床(2F)について示 した ものである。両者 を比較す ると2c/s以下では

























































11・とな り13c/s以上 になると2Fが 小 と
なる傾 向が一層明瞭になっている。Fig.
2.9に示 され るG30の 場合 とFig.2.23
のlFと 比較す ると,3c/s以下 で1Fの方
が大 きい値 を示 し,5,6c/sではG30の方
が大き くなっている。 また,8c/s以上で
は幾分変動 はあるが,大 略一致 していると
見 ることが出来る。従 って これ らの傾向か
ら,1Fの 応答 は2Fの 応答 に比較す ると
構造物 の応答 の特性 を含 んではいるが,地
盤上の応答 の特性 も顕著 に現われて いると
言える。
Fig,2.24は各応答 波形 のパワーの比1/2
乗 を幾っかの地震につ いて平均 して得 た量
にっいて描 いた もので,こ の量 はある意味
で地盤 一 構造物 系の動特性 を表わす もの
と考え られ る。図か ら明 らかなよ うに,4
c/s以下 で構造物系の固有振動 の影響 が大
き く現 われて,2F/G30では3～6倍,ま
た,7c/s近傍 も幾分高 く2倍 程度 となっ
ている。
一方,構 造物 の相対速度応答 の周波数分
布 にっいて描 いたFig.2.25による と,10,
11c/s近傍 に大きいパワー を有す る部分が
あ り,地 盤 一 構造物系の上部構造 の相対
速度 の比較的優勢 な高次 モー ドによる もの
























形 において も高 いパ ワーを有す るが,誘 発 された相対速度応答の絶対速度応答 に対す る比
率 が小さいためにFig.2.24では構造物 の動特 性 として現われ難い と考 えられる。また,あ
ま り明確ではないが7c/s前後で比較的高いパ ワー を有す る部分があ り,Fig.2.24の結
果 と一致 している。
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Fig,.2.2◎27は、つの有感 膿 の主要動紛 の約1.3秒間につ ・・て求 めた雌 上 と構
造物の相対速度応答 のパ ワー.ス ペク トル と位相スペク トル を示 した ものである。パ ワー
で比較的高 い値 を示 している7c/s前後 では2FG30,1F-G30の 位相 はほぼ一致 して
お り,連成系の回転 と1方 向の相対変形 の卓越 した低次のモー ドが予想 され・又・11c/s
近傍 の ピークでは両位相 の差は πに近 く,符 号 の異なった相対変形 を含む高次振動 モー ド


















3m,10m,20m,30m距った地点 で,同 時に得 られたNS成 分の応答波形 に対す るフー
リェ ・スペク トル密度 を求 め,そ の移動 平均操作 を行 なった後,G30の 地点 の応答 を基準











は1階 床 で4cps以下の低振動数域,7～8cps,12cps,16cps,19cpsの増巾が大 であ
り,G3で は低振動数域 を除いて1階 床 とほぼ同様 とな っているのに対 して,Fig・2.29
に示 され たG10お よびG20に つ いての比較 では,両 者が非常 によ く類似 しているのに加
えて,G3に 比 して9～10cps,13～15cpsの成分 が増大 している。 また,G30に 対 す
るG10及 びG20の スペク トル比は若干 の変動 はあるが,概 略 平坦で ある と見 るこ とが出
来,一 方,1Fお よびG3の 場合はかな り明瞭な ピー クを有す ることから,G30,G20,
G10は概 ね同様の応答特性 を示 してい るもの と考え られ るが,G3の 応答特性には構造物
の振動 の影響 が多分 に含 まれてい るであろ うことを推 定 し得 る。
応答特性 の周期成分 の特性 をさらに他 の面か ら考察するために,速 度波形 か ら適当な時
間変換 ののち,ア ナグ ロ計算機 を用 いて近似微 分による加速度波形 を求 めて,速 度 レスポ







p:テ ー プ速度変換 による時定数 で,本 解析ではp=1/32
である。
Fig.2.30-(1)～(3)は3っの地震 による地盤 上,1階床お よび2階 床 にお ける応答波形 に
対す る速度 レスポ ンス ・スペ ク トラムの値 を,そ れぞれの波形 の最大加速度振 巾を980














G30については0.1秒近傍 が最 も大きい値を,つ いで0.2秒前後 が大 きい値 を示 し・ハ
ワ.ス ペク トルの計算結果 と比較的 良 く_致 して・・る。1F,2F}・なる と離 物 の固有振
動の影響 瀬 著}.現われて来て,1Fで は 。.1秒前後 の鋭 ・・ピー クを除 くと … ～0・5秒
題 って一様}.大き、、値 を示 して、、る.2Fで は ・.15～・.3秒が さら}・顕著}こ大 きい値 を
示 し,地盤_構 造物連成系 の周期特性の ピークがこの範囲にあるのではないか と考 えら
れ る。
Fig、.・.3・一(・),②には各応答波形}・よる蔽 レスポ ンス ・スペク トラムの値 の比 を求 め・
3っの地震 にっいて平均 して示 した もので,構 造物系のある種の伝達特 性 を示す ものであ
るが,こ れ らの図か ら構造物内にお ける応答波形 による レスポンス値 は0・25～0・3秒を中
心 に して高い値 を示 していることが明 らかである。また,系 の減衰 比がこれ らの図 に示 さ
れ る比の値に殆ん ど無関係 のよ うに示 されてお り,各 応答波形 によるレスポ ンス値 にお よ
ぼす減衰 の効果 はほぼ等 しい と言 える。さらにこれ らの図か ら・それぞれの応答波形 の間
には可成 り強い相関があ り,ま た,応 答波形 を時系列 として見た場合・定常 ランダム性 と

















Figs.2.32～34は構造物 の絶対速度波形 のフー リェ ・スペク トル密度 の比 の1/2乗 を・
3つの異なった有感地 震につ いて1階 床 の応答に対す る2階 床 お よび屋階床 の応答,さ ら
に2階 床 の応答に対す る屋階床の応答について描 いた ものである。解析 は初期か ら10秒
間に亘 る地震継続 時間の全域 を覆 っている。これ らの図か ら見 られ る如 く3つ の異な った


























他の解析結果か ら導かれ る地盤 一 構造物 の連成系の動特性 と比較的良い一致 を示 してい
る。すなわちFig.2.32に示 され る1階 床 の応答 に対す る2階 床 の比についてみ ると,4,
5cpsに明瞭 な ピー クが各地震につ いて現れている。2階 床 の応答 が大 であるこ とよ り低
次のロッキングを含む1方 向並進のモー ドの固有周波数がこの帯域 に含 まれ ることは確か
らしく思われる。7～17cpsでは各 地震 にっいてそれぞれ振 巾比は1以 下になっている も
のの,詳 細 に検討 する と,8,9cps近傍 と12.3cps近傍 にわずかなが らピー クを有 してお
り,高 次振動 モー ドによる振 巾比 の変動 を表わ している。17cps以上では振 巾比 は1よ り
大 とな り19cps前後 で ヒ。一 クとなっているが,既 に示 した如 く,パ ワー は可成 り小 となっ
てお り,比 の形 で表現する と大 きなバ ラツキ を生ず る可能性 もあ り,構 造物系の高次 の固
有周波数 による傾向 のみであるとは言 えないか も知 れない。Figボ2.33は同様 に して屋階
床 の応答 の1階 床 の応答 に対する振巾比 を示 している。 低次 の ロッキ ングモー ドとして
Fig.2.32に示 された と同 じく各地震 について4,5cpsに明確 な極大値 を有 している。 ま
た,6cps近傍 でやや高 く,7,8cpsで小 とな り,9～11cpsで相対的に大 とな り,12,3
cpsで可成 り高い ピー クを有 して いる。Fig.2.32において も7,8cpsは極小値 を示し,1
階床 の応答 の振 巾が この帯域 で比較 的大であることから上心 ロー リングを含 む固有振動 モ
ー ドが この帯域 に含 まれ ている可能性が予想 され る。さらに屋階床 の応答 の場合 は17,8
cpsで振巾比は2階 床 に比 して小であ り,符号 の異 った並進 の含 まれ る固有振動モー ドが
この帯域 に予想 され る。Fig・2.34は2階床 の応答 に対す る屋階床 の応答 の振 巾比 を示 し
た ものである。1～7cpsの帯域 は殆ん ど一様 に平坦 でロッキ ングの優勢 な低次モー ドの
可能性 を表わ しているが,11,2cps近傍 の明確 な極大値,14cps近傍 の極小,15,6cps
の極大な ど10cps以上 の帯域 に符 号の異 った並進 の含 まれ た固有振 動 モー ドの存在が各
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地震 について共通 に可成 り顕著 に表われている。
昭和41年8月 に得 られた震度1程 度 の地 震 に対 する構造物各 階の絶対速度応答 同時記
録 の中か ら記録 の良好 な ものを8例 選 び,そ れぞれの波形 を150c/sのsamplingで初動
から10sec間をAD変 換 し,最 大値1,平 均値0に 正規化 した波形 に対するFourier解析
を行 った。その傾 向については,既 に前報 において報告 した ものと大略等 しいので本報で
は割愛す る。得 られ たFourierPowerSpectraより,RFと2F,RFと1F・2Fと1F
のpowerの比の平方根 を求め,さ らに原波形 のそれぞれ の最大速度振 巾比 を乗 ず ること1
に よ り,8個 の地震 に対す るそれぞれの各階振 巾比 を求 めた。Figs・2・35～37はそれぞれ
RF対2F,RF対1Fお よび2F対1Fの 振巾比 を示す もので,図 に示 され るMINお よび
MAX・は8個 の地震に対 して求 めたそれぞれの比 の うちで,最 小および最大の数値 をplot
したものである。MINに 対す るMAXの 比は低振動数域では小 さく2以 下であ るが,高
振動数域 では大略10程度 であって,各 地震について相 当のバ ラツキがあることが認 め られ
る。 しか しながら,MIN.またはMAXが 特定の一個 の地震 に集 中す るとい うこ とは見 ら
れず,ま た,こ こに示 したMI凡 およびMAXが 非常 に偶発的 であると見 られ る場合が多
か った ので,こ のMINお よびMAXを 除いた6個 の各階振 巾比 について平均 した ものが
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ているが,こ の平均 値のみをFig.2.38
に普通 目盛で示す。実験 お よび点線 はそ
れ ぞれ1Fの 振巾 を1と す るときのRF
および2Fの 絶対振巾の平均値,即 ち振
巾特性 を示す ものである。凸凹の激 しい
このグラフの平滑化 をはか って振 巾特性
を把握 しやす くす るために,振 動数 に対
し5点(1c/s巾)の移 動 平均 を求 めた
ものをFig.2.39に示す。 但 し,こ こで
はFig.2.38の元 の傾向 を失わ しめない
た めに1:2:4:2:1の重みを加 えた移
動平均 を取 った。各階振 巾比の最大値は
4.8c/sにおいて平均的にはFig.2.38よ




































なお振 巾特性 の基準 とした1Fに おける構造物 の地震応答 の平均FourierPower
SpectrumはFig2.23に示 され ている。lFの 応答 は地盤 の影響 を強 く受けるが,地 盤
に含 まれ る高振動成分は濾波 されてお り,ま た,低 振 動数成分 は増 巾ざれている。即 ち1
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4c/sで最 もpowerが 高 く5～11c/sの部 分 が次 い で高 く・ そ れ 以 上 の振 動 数 域 のpowe「
は低 い 。
Fig、.23亀39は,こ の地盤 一 構造物 連成 系 の1Fの 応 答 と しての振 巾 を1と した と
き の各 階振 巾 比 を表 わ す もので,Fig.2.39に示 され る傾 向 に は幾 分 この1Fの 影 響 が 認
め られ る.即 ち,Fig.2。39に見 られ る6。/、,9。/・,・3・/・近 傍 のpeakの 部 分 はIFの
powerでは谷 に相 当 して い る。従 ってFigs.2.38,39に示 され る振 巾特 性 を考 察 す るに は
1Fに お け る地震 応答 のpowerま た は振 巾特 性 との関 連 に お いて そ の意 味 を考 え・る必 要 が
ある♂
ここに示 された グラフか ら次 の推定 が可能 である。
1.1c/s以下 の部分 では地震計個 々の感度 の相違 に対す る考慮 を要するが・2c/s以下
の低振動数域 で構造物は並進運動 を中心 とす る剛体的運動 を行 な う。
2.RF～2F間 の相対変形は5c/s以下では少 く,2F～1F間 の相対 変形 の方 が大 で あ
る。構造物 各階 は同一 の柱,梁 断面 を有す るが階高の相違に よって2Fは1Fの 約1・5
倍 の剛性 を有 し,2Fは 変形 が少 い。
3.各階振 巾比の大小関係 を巨視的 にみれば,7c/s以下ではRF>2F>1Fで あ り・7
～17c/sではRF≧1F>2F ,18^・20c/sでは2F>RF>1Fと 見 ることができる。
位相 に関する考慮 はなされていないが,こ のよ うに振 動数域 によって各 階振 巾の大小関
係 に相違 が見 られることによ り,7c/s以下では構造物 の回転 中心は低位置 にあ り,い
わゆる下心 ロー リングを示 し,7～17c/sでは1Fの 振 巾が大で,こ の振 動数域 に上心
ロー リングの可能性 がある。18～20c/sでは2Fの 振 巾が大であ ることか ら,高次の並
進モー ドの存在 が予想 され る。
4.自然地震に対す る構造物応答 から推定 される ロッキングを含 む低次固有振動数 は4c/s








一 構造物系 の動力学特性 にっいては,地 震 時の挙 動を具体的 に把握 する実験 ・計測的な研
究 のapproachが理論的 なapproachに平行 して,あ るいは先行 して重要 となって来 る。す
なわち,地 震動の本質的な不規則 性 を考慮 して,実 験 ・計測の実施 によ り数多 くの地震応答
を入手 し,そ の応答特性 の解析か ら共通 に示 され る固有 の性質[2.11]と,個々のsampleの有
する共通の特性 からの偏差 を明 らかにして,具 体的 な動的耐震設計法 の確立 をはか らなけれ
ばな らない。
近年,我 が国において も地盤 および構造物 における強震観測が広 く行 なわれるよ うにな り,
地震時 におけるこれ らの動的挙動 を解 明するための資料が徐 々に蓄積 されつ つある[a12]～
[2.14]。しか しなが ら,対 象 とし得 るよ うな地震 の稀少性,非 予測性,不 確 定性等か ら,得 ら
れた有意 な資料 も未だ数少 な く,確 率統計的 な処理[215]～[a17]を行 な うには程遠 い現状 に
ある。 したが って大地震の後 に継続 して発生す る余震[a18],あるいは頻発性の地震[a19]に
対す る応答計測 は,短 期 間に集中 して,か っ,意 図的に計測 し得 る貴重 な機 会 と言 うことが
出来 る。
このよ うな観 点か ら,昭 和40年8月 以 来,数 年 間に亘 って継続 した 「松代群発地震」は,
地震工学 の実験 ・計測的な研究 に得難 い機会 を提供 した[a20]'[a21]。本章 では,こ の機 を
促 えて実施 した地震応答計測 によって,震 源域 内に建っ2階 建鉄筋 コンク リー ト造構造物 と
その周辺地盤 において得 られ た多数の応答記録 の確率統計 的な解析 に基づいて,自 然地震 に
よる地盤お よび構造物 の応答特性の考察 を扱 った。
応答 の計測は,地 盤 においては構造物 か らの距離 の異な る地点 の地表面お よび構造物 に近
接す る地点 の地表面下の深度 の異なる地中で,構 造物 においては各階床中央付近お よび両端
の壁 面付近で,原 則 として各3成 分 の波形 の うちか ら種 々の組み合わせに対 して同時多点記
録 を行 なった。そ して,こ れ らの波形 の観察 および予備的 なスペク トル解析 を実施 した上 で,
ここでは
D地 盤 一 構造物系 への入力 波形 の特性
1D地盤 一 構造物系 の連成挙動
ilD構造物系 の応答特性
の解 明に主眼 を置 いた。す なわ ち,地 盤 における応答 につ いては,
① 構造物 か ら距た った自由地表面 における3成 分波形
② 構造物 に近接す る地点 の地表面下 の深度 の大きい地中にお ける3成 分波形
③ 構造物 に近接す る地点 の地表面及 び地表面下の深度の異 なる地 中にお ける水平成 分波
形
一35一
④ 構造物 か らの距離 の異 なる地点 の地表面における水 平成分波形
構造物 における応答 については,梁 間方向の各階床 中央付近における水 平成分波形 に限定 し
て,同 時多点計測の結果 か ら,各caseにっ いて幾つかの記録 を用いた解 析結 果 を示 した。
解 析方法 は,主 としてパ ワー スペ ク トル密度お よび応答 スペク トル を用いて,そ のスペク ト
ル特性 の評価 を行 な うと同時に,異 なった地点でのスペ ク トル の比か ら伝達特性 を検 出 した。
結果 の詳細は既述 の通 りであるが,要 約す ると,Dに っ いては水 平2成 分 は類似 した特
性 を示 し2～5c/sのパ ワーが卓越するこ と,および上下成分は ランダム性 の強い スペ ク トル
特性 を有す るこ と,iDに っいては対象 とした地盤 一 構造物系 で構造物 か ら水 平方 向に30
m,深 さ方 向に地表面下20m距 たった地点 での応答波形 には構 造物 固有 の動的特性 は現わ
れ ないこと,lii)につ いては,4c/s以下に低次 ロッキング振 動特性 を有 してい るこ となど
が指摘 され た。
ここで対象 とした地震外乱は,そ の規模お よび震源位置 に若干の特殊性 を有 して いる と想
定 される ものの,解 析結果 は概ね妥当な結論 を導 いてい ると考 えられ る。 なお,構 造物 の応
答解析 における地 震外乱お よび地盤 一 構造物系 の特性 を明確 に把握す るためには,こ こで
述べた自然地震に対す る応答 の計測か ら求 める方法に合 わせて,他 の実験方法,例 えば,微
動計測,強 制振動 試験等の方法 を用 いて,よ り適切な特性の検 出[a22]～[224]が必要 と思わ
れる。
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第3章 地盤特性 を考慮 した地震動による
線形系の応答スペク トラ
3.1ま えがき
建築構造物 の合理的 な耐震設計 とは,予 想 され る地震波外乱群 に対 して,構 造物 の各部の
地震応答が耐 震安全性 を規定す べき第1義 的に重要 な尺度 に関 して,出 来るだけ一様 に,応
答安全率 を考慮 して定めた許容値内 に収 まるよ うな動力学特性 を設計 しようとす る構造物に
与 えることである[3.1]。この ような 目的 をもって地震波外乱群 と構造物系の間 の相関パ ラメ
ータの広範 な領域における概括 的な応答解析の結 果か ら適正動力学特性 の分布 を見出す研究
がなされて来 た[3.1]～[33]。これ らの研究 において地震波外乱 と構造物系の間 のパ ラメータ
を広い領域 内で設定するのは,設 計対象 である構造物の選定 が任意 に行な える必要 と同時に,
将来その建設予定地 に生起す る地 震の非予測性 か ら地震波外乱 をそのパ ラメー タの変動領域
を考慮 した一っ の群 として考 えな ければな らないためであ る。
地震 はその発震機構,震 源位 置,地 震規模,伝 播経路等 の要因によって基盤 におけるスペ
ク トルについて見て も種 々異な った複雑 な様相 を呈す るものと予想 され るが,地 表 もしくは
地表付近の地 中において観測 され た地震波 には更に観測点付近の10ca1な地下構造 の影響 も
含 まれて一層複雑にな ると考 えられる[3.4]。したがって,あ る特定 の地盤 に限定 して もその
地点で将来観測 され得 る地震波 を唯一の確定パ ターンとして定め ることは困難な状態 にある
といえる。 しか しなが ら,構 造物 の耐震設計の立場か らは,耐 震安全性 の検討 を行 な うため
に地震波外乱 を想定す る必要があ り,過 去に種 々の異な った地盤 で観測 され た強震記録,あ
るいはその地 点で観 測 された小規模地震 の振 巾を拡大 したもの等 を地震波外乱 として採用 し,
不明確 な要素 に対す る安全性 の考慮 として周波数 お よび振 巾に関するパ ラメータの値 を変動
させて,比 較 的巾広い領域 における地震応答か ら耐震安全性 の検討 を行 な って来てい る[3.1]～
[a3]。
一方,地表 付近の地下構造に よる振動特性 は弾性波探査,加 振器等 による強制振動 試験等
の方法によって実験的に も確 かめるこ とが出来[a5]'[a6],基盤 か ら地表 までの表層地盤の
伝達特性 をあ る程度知 ることは可能 となって来ている。 この伝達特性 と自然地震の記録 のス
ペ ク トル解析 の結果 とを合 わせて,地 表付近 において予想すべき地 震波 のスペク トル的な特
性 をあ る程度 推定す ることは出来 よう・そこで,こ の結果に更にその地点 に建設 され る構 造
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物 の動力学 特性 との関係 を考慮 して,応 答解析 のために想定すべ き地震波外乱群 のスペ ク ト
ルの特性 を定 めることが出来 る。
本章では,こ の ようにして規定 されたスペク トルの特性 を有 するよ うな応答解析 のための
確 率統計的な意味での等価地震波 を作 り,単純 な擬定常確率過程に属す るもの としての評価
に よってその性 質を考察する とともに,こ のよ うに して作 られ た地震波外 乱によ る最 も簡単
な振動系である1質 点系の速度 応答 スペ ク トラを描いて,応 答 スペ ク トラの上か らもそ の性
質 を考察 しよ うとしたものであ る。すなわち,地 震波外乱の規定 され たスペ ク トル の特性 を,
取 り扱いが便利な ように近似伝 達関数で表現 し,analo9計算機上 の回路 に模 擬 して・電子
管式 のnOiSegeneratorの出力か ら電気的 に模擬地震波 を得,そ のスペク トル密度・振 巾
確率密度 を求 め,ま たanolo9計算機 によって1質 点系の弾性応答 を計算 し検 討 を加 える。
さらに,非 定常出力 に対 して ある等価的 な意味での定常化出力 を定義 し,定 常確率過程 の
ergode性を仮定 して空間領域での最大値 を等置 して平均応答 スペ ク トラの半解析的表現 を
行 ない,こ の解析 によって得 られ た数値 を適用 して入力 のスペ ク トル密 度 と応 答 スペ ク トラ
の関係 を論 ずる。
3.2既 住 の研究 の概要
3.1において述べ たように,こ こでは,ま ず,実 験 一計測 によって検出 され た地盤 の震動
特性に基づいて,応 答解析のための模擬地震波群 を具体的 に作製 する過程 を扱 ってい る。つ
いで,入 力 のスペク トル特性 に応 じて特徴づけ られ る線形構造物系 の応答特性 の うち,特 に
最大応答 に着 目し・不規則振動論 の立場か ら平均速度応答 スペ ク トルの解析 的な表現 を誘導
し・前段 で得 られ た模 擬地震波 を用いてこれ を検討 してい る。す なわち,地 盤 の震動特性 を
考慮 した構造物系 の設計スペ ク トルを解析的及 び数 値実験的に明 らかにす るこ とを目的 とし
ている・この ように地盤の震動特性 の規定か ら線形系の平均最大応答の推定 を一貫 して行 な
った研究は過去 には見 られないが・関連す る研究 としては,大 略 以下のよ うな研究 を挙 げる
ことが出来 る。
Housnerらは多 くの地点 にお ける強震記録 に対す る応答スペ ク トルの解析 を行 ない[3・7],
後にこれか らAverageSpectrumを示 した[a8]。Newmarkらは地 震動 をランダムパルス
列 として扱 い・ これに対す る線形系応答 を求 めた[3・9]。一方,金 井は地盤 の震動特性 に関
る半実瓢 を提案 し[alo]・田治見はこれ をスペ ク トル密度の形 で表現 して,線 形 系の不規
購 答 を示 した[3.11]・B・…f・ はwhi・。n。i,eを入力 として応響 析 を実施 し[・・2],
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つ ・・でB。1。ti。[3.13],B。gdan。ffら[a14]は膿 動 を 。。n,t。ti。na,y、t。ch。、・i p,。cess
として扱 った 。Roseubluethらはwhitenoise入力 に対 す る最大 応 答 の確 率分 布 を示 し[a15],
HousnerとJenningsは模擬 地 震波 に対 す る平 均応 答 スペ ク トル を導 い た[a16]。Shir
ozukaはnonstationaryでの 扱 い で応 答 の標 準 偏差 を求 める と とも に、 応答 の レベ ル超 過
確率 の上 下界 を示 した[a17]。AminとAng[3.18],Iyengarら[a19]は強 震 記録 の解 析 を行
な って,模 擬 地 震波 の パ ラメー タ を定 めて応答 ス ペ ク トル を求 め,Levyら は 同 様 の手 法 で












に把握 して,これ らに共通の特性に不確定要素に対する安全性 を考慮に含めた一群の地震
外乱を想定する必要がある。以上のような観点に立って規定された地盤特性を満足するよ
うな地震外乱の確率モデルを作製するために,こ こでは比較的滑らかな任意のスペク トル
特性 として与えられる地盤特性を有理関数形の伝達特性 として表現 し,これ を用いたアナ
ログ回路 を構成 して作製された模擬地震波の近似度の検討 を扱 う。
3.3.2スペ ク トル特性 の近似関数表示
ある構造物 の建設予定地にお ける地盤 の振動特性 とseismicityとか ら,そ の地点 に将
来起 るであろうと予想 され る地震 の確率統計的な意味でのスペ ク トルの特性 を規定 して,
構造物の耐震設計 を行 な うにあたって,そ のよ うな地震波外乱 に対 して構造物の応答性 状
をstochasticな手法で把握 する とともに,実 際 の設計法 と結びつ け易い応答量 を定 める
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ことが必要 となる。 したが って,規 定 されたスペ ク トルの特性 を有す るよ うな地震波外乱
を確率統計的パ ターンとして求 めるために,こ こで用いたのは・電子管式 のnoiegene「『
atorの出力 をwhitenoise入力 として,規 定 されたスペ ク トルの特性 か ら近似 され た伝
達特性 を有する系 を通 して得 られ る出力 を採用する方法 である。Fig・3・1に示 されてい る
折線 は ここで規定 され た速度振 巾のスペ ク トルの特性 で1～15cpsの領域 のみで定義 され
てい る。 これ を取 り扱 いが便 利なよ うに有理 関数形の伝達 関数 で近似 す るには次 の方法が
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Fi移3.1Prescribedvelocityamplitudesかectrumand
simulatedvelocityamplitudespectrum.
与 えられたスペク トルの特性 をA(ω)とし,
A2(ω)=1φ(jω)12,A2(0)=1 (3.1)



















であ り,λ は(3,3)式 の根 でそ の虚数 部,

















ここにs(ω)はstepfunctionを表わす。(3.8)式は規 定 されたスペ ク トルの特性 を示
す伝 達関数 の絶対値の 自乗 を常用対数で表 わ した関数 以 ω)/20と,同じく常用対数 で表
わ したωを選んで,整 数勾配 を有する折線 のみで近似すれ ば接合点 と勾配差 によって順次
ωiとβi一αiが定 まるこ とを示 している。 この方法では αi・βiが整数 に限 られ るため
に精度 の向上にはやや難点があるが,こ こで採用 した例 では(3.9)式の形で示 され,そ の













3.3.2において求め られた有理関数形の伝達特性 をanalog計算機上 に模擬す るために
は次 の手順に よる。
(3.10)式におい てjω=sと お くと
φ(s)=





恥ω=奪竈 ㌫ ㌢ 護業 薬
(Ei-Eo))}]]}幽




描 いた よ うになる。
なお,規 定 された地震





性 は速度振 巾に関す るものであ り,上 記の伝達関数 を通 して得 られ る速度波形 をanalog
計算機 の演算要素 を用いて微分操作 を行 ない,加 速度波形 を得 るほ うが応答解析 のために




で与 えられ る近似的 な伝達特性 を有する回路によって微分 を行 ない加速度波形 を得た。 こ
こにC1,C2は回路 の安定化 のために必要な定数 で,本 解析では
C1=C2=2.5×10『3sec(3ユ3)
に選んである。
このよ うに して作 られ た模擬地震波 の波形 の一例 を,後 述 されるcase5についてFig.
3.3に示す。図中の各波形 の振 巾は任意の倍率で描 いてあ る。
また,こ こでは速度振 巾のスペ ク トルの特性か ら近似伝達特性 を評価 したが,加 速度振
巾について も同様 の手法 を用 いることが出来 るが,こ の揚合は通常一層複雑な形 を示すの
で更 に次数 の高 い関数形 を用 いる必要 があ り,近 似度 がそれに よって低下す るおそれ があ








3.3.4模 擬 地 震波 の スペ ク トル密 度 の検 討
3.3.3に述 べ た方 法 を用 い て,noisegeneratorの出力 を近 似 伝 達特 性 に通 して得 ら
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れた等価な模擬地震波が・ どの程度 の精度で得 られているか を検討す るため に・そ のスペ
ク トル密度 を次の ように して求め る[3'22]。
analo9量として得 られてい る波形 を適当な微小時間間隔△τ毎 にsamplingして得 ら
れ る振 巾 のseriesを{Fj},j=0,1,2,…・Nと す る・ こ こにNは
△ ・-N魯 、(・ .・4)
で与 え られ,波 形 の継続 時 間 τdにお け る両 端 を含 む分割 点 の総 数 を示 す 。{Fj}に 絶対
値 の最 大値 が1,平 均 値 が0と な る よ うにnormalizingとbalancingを行 な って得 られ
るseriesを{Fj}と し,こ れ を 折線 で結 ん で得 られ る無 次元 波 形 関 数 を 五(ッ)とす る と









こ こにE()はyに 関 す る平 均操 作 を意 味 し,s(の はstepfunctionで次 の性 質 を
有 す る。
綱十ll　 )
無次元化 され た波 形関数 を得 るために次の変換 を行 なってい る。Tを 有次元 の時間 とし
て,
A(T)=A(・)・T一λ△ ・・(3 .20)
とす る・ここに λはtime変換の係数である。 さて時間領域,[0,Td]で定義 された波形


















































をつ け て表 わす もの とす る。す な わ ち
hRγ。(T)-hRγ。(ツ)




した が って,例 えば,
旦
R,・(・)⊃ 菖,・(w)一 ・42hR,。(の ・・Sw・d・
(3.38)式,(339)式 で 表 わ され る。






































case1 0.45cps～17.75cps H〔f} 7
case1ノ 〃 〃 14
case2 0.45～14.0 〃 7
case3 0.45～11.25 〃 〃
～
case4 0.45～14.0 H(f) 〃
case5 0ユ125～14.0 H(f} 14
こ こで用 い たnoisegeneratorの出力 は,振 巾 は正規 分 布,周 波 数 は0,02cps～24
cpsで一 様 なpowerを 有 す とされて お り,設 定 す べ き周波 数 巾 をbandpassfilterを
通す こ とに よって与 え た。 ものbandpassfilterはLC方式 よる もの で,そ の傾 度 は40
db/octとされ てい る。 した が ってband巾 の下 限 に比較 して 上 限 は周波 数 比 に対応 して
cutoffの特性 が低 い もの と考 え られ る。 ま た,case4と して用 い た速度振 巾 の周 波 特
性H(f)は2～5cpsの 部 分 のpowerを 相 対 的 に高 くす る た め にFig.3.4の実 線 で示 さ
れ るよ うにH(f)を 全領 域 に亘 って ほぼ一様 に引 き下 げた場合 で,(3.12)式に対 応 す る伝
達 関数 表 示 で は
φ(s)=φ(s)-0.2 (3.40)
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で表 わ され る。case1とcase1・とは 周波 数 特性 は 同一 であ る が,case1に 対 して更 に











この よ うに して 設定 され た五 つ のcaseに お け るbandlimitedwhitenoise,模擬地
震波 の速度 波 形 に対 応 す る各ensembleの平均 ス ペ ク トル密 度 がFigs.3.5～8に 示 され
て い る。 各caseに 含 まれ る7個 あ るい は14個 のsampleは それ ぞれ30秒 の継続 時 間
を有 し,case1～4に っ い て は殆 ん ど全継 続 時 間 を評価 して い るが,case5に つ いて
は約24秒 間 の評価 で ある。 す な わ ちcase1～4で は その 波形 か ら2.5msec毎にsamp
lingを行 な って相 関 関数 を求 め,そ の遅 延 時 間640msecま で を用 い てFourier変換 し
てス ペ ク トル密度 を評 価 した。case5に つ いて は約10.83msec毎のsamplingを行 な
って2200点(約24秒 間)に 関 してFourier変換 を行 ないそ の絶 対値 の 自乗 の時 間 平均
と して ス ペ ク トル密度 を評 価 した。Figs.3.5～8は各 々 の 自乗 平均 値 を1と して 各case
につ い てのensemble平均 を求
'




ての スペ ク トル密 度 で,case
1と して用 い た波 形 の評 価 で あ
る。1～14cpsで は大略 平坦













付 近 で はlowpassfilterの遮 断周 波数 に関 す るheavingの影響 でpowerが や や高 く
な って い る。 ま た・ こ こで用 い たfilterの特性 か ら下限 の0,5cps付 近 の傾 度 に比較 し
て上 限 の 傾度 は非 常 に緩 や か で,powerが1/2と な る点 は22.5cps付近 で,遮 断 周波
数 の約1.27倍 とな って い る。
Fig・3.6(a)～(d)は模 擬 地 震波 の速度 波 形 のス ペ ク トル密度 を示 した もので,case1～3
で は周波 数bandの 上 限 に対 応 して10cps以 上 の部 分 のpowerの減 少 の傾 向 が顕著 で あ
り,band巾 が狭 くな るに したが ってpeakを示 して い る4cps近 傍 のpowerが相対 的 に
高 くな ってい る 。 ま たcase4で はpeak近 傍 のpowerはcase3に ほぼ等 しい が,10
cps以上 で の減 少 の傾 向 がや や 弱 ま って い る。した が って それ ぞれ のcaseに つ い て意 図
した周波 数 特性 は概 ね 満 足 され た模 擬 地 震波 が得 られ た と考 え られ る。一 方Fig.3.7に示
され たcase1に つ い て の加 速度 波 形 の スペ ク トル密度 で は,最 大のpeakは5cps近 傍
にあ りさ らにbandの 上 限 よ りや や高 い18～20cps付 近 に もpowerで5cps近 傍 の1/2
程度 のpeakを 有 して い る。Fig.3.8はcase5の 加 速 度波形 のス ペ ク トル密 度 を波 形 の
Fourier変換 の結 果 か ら評 価 して描 い た もの で ある。 自己相 関 関数 を通 して評価 した 揚合
に比 較 す る と,smoothingがな され て い な いた め に14個 のsampleに よるenemble平
均 で は未 だ激 しい変 動 を示 してい る。 しか し概 略 の傾 向 と して は,4～5cpsが 最 大 の
peakであ る こ とは他 のcaseと同様 で,15～16cpsが 第2のpeakと 塗ってお り,band





































































さらに,case5に つ いて模擬地震波 の製作過程の各段 階にお ける出力 のスペ ク トル密
度の比か ら求 めたその間の伝達特性 をFigs.3.9,10に示す。Fig.3.9は模擬地震 波 の
速度波形 とbandlimitedwhitenoiseとのスペ ク トル比 の平方根 を示 した もので,tar
getfunctionである(3.9)式に よる曲線 を同時に示 して ある。数値的に得 られた伝達特
性 は充分満足 し得る精度 を有 している・Fig.3.10は加速度波形及 びnoisegenerator
の出力波形 のスペク トル密度比 の平方根 を示 した もので,こ こで扱 った模擬地震波 の作 製
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、。おける全過程 の総合伝達特性 猿 わす。4-5・p・ をpeakとし・低周灘 側で 膏ま繊
}。,高周波数側では緩やか}。減少 して・・る。そ して …p・}・dipが あ り・10～16cps
}・かけて漸増の後 、6。p,以上では再び滑 らか轍 少 を示 して・・る・ したが って・ ここで
作製 された簾 膿 波のスペク トル雛 は全体 樋 じて 目標 の伝 齢 性 をか な りの精 度 で






























ま た,模 擬 地震波 の振 巾確 率 密度 をcase5の 加 速 度波 形 につ い てFig.3」1に 示 す ・
14個 のsample全体 に対 してno㎜alizingとbalancingを行 な って あ る。 絶 体値 の最
大 値 が1で 有 界 で あ る こ と を除 くと正 規 分布 と非 常 に 良 い一 致 を示 して い る。す な わ ち,
模 擬 地震 波 を得 る た め に,線 形 伝達 特 性 を有 す る 系 の入 力 と して用 い たnOiSegeneratOr









3.4模擬地震波 に よる速度応答 スペク トラ
3.4.1序
外乱 による線形1自 由度 系の最 大応答か ら描かれ る応答 スペ ク トラは,比 較的sharpな
filterによる入力 の一種 のスペク トル解析 を示す とともに,構 造物の弾性域にお ける最大
応答 の推 定モーダルァナ リシスの方法 を通 して用 いられ ることが多い。したがって,こ こ
では前節 にお ける詳細な検討 に基 づいて得 られ た模擬地震波群 に対す る応答 スペ ク トラを
求 め,比 較的類似 した幾つか の地盤条件 に対応 する模擬地震波 の特性 を異 なった面か ら考
察す る。対象.としてはpseudo-velocityの最大応答 を採用 し,主 として平均速度 応答ス
ペ ク トラ及 びensembleにおける応答 値の分布性状 につ いて扱 い,1自 由度系の固有周波
数及び臨界減衰比,入 力波 の継続時間等 の及 ぼす影響 を調べる ものとす る。
3.4.2入力特性 と平均速度応答 スペ ク トラ
既に述べた よ うな方法で種々の周波数特性 を有する応答解析のための模擬地震波 を得て,
その確 率統計的な評価 としてスペ ク トル密度 の観 点か ら考察 を加 えたが,こ れ らの模擬地
震波 が構造物系の地震応答特性 か ら見 た揚合 にどのような性質 を有す るか を,最 も直載的
にみ るために,弾 性1質 点系 の速度応答 スペク トラ[a23コ'[鎗4]を評価す る。 この速度応
答 スペク トラは入力波の周波数特性 に密接 に関与す る量であると同時に,modalanalysis
に よって弾性多 自由度系の非定常解析 にお ける最大応答 の推 定,し たがって構造物の弾性
領域 における耐震安全性 の検討に重要 な意義 を有する量である。
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1自由度 の質点系において,質 量 をm,剛 性 をk,減 衰定数 をcと す る時 ・その運動方









ω濤4・(・)e-hω(τ 一t)・i・近 評(・ 一・)・・(a44)
したが って,最 大変位応答 は1∫♂[…]dtlが最大の時 に生 じることを考慮 して,Svを
次式 で定義 す る[a23]'[翫24]。
S。-1πf(・)e-hω(τ 一t)・i・ω 碍(・ 一 ・)d・1…(3・45)
通常の構造物の臨界減衰比は微小 であることか ら
0≦h《1(3.46)









Svは他 の諸応答評価の基準 とす るのに便利な量で あ り,以 下ではSvを扱
うものとす る。Svは 最大変位応答 の ω研 倍 したものであ り・速度 の次元 を有す る
ことか らpseudo-velocityの最大値 と呼ばれている〔a23ユ。
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こ こで は各caseに 含 まれ る7個 あ るい は14個 の模 擬 地震 波 の継続 時 間 を30秒,加
速度振 巾 の絶対 値 の最 大値 を100ga1と してanalog計算機 に よ って 最 大 変位 応 答 を求 め、
(3,46)式を仮 定 して無 減 衰 系 の 固有 角 周波 数 を乗 じた もの と して速 度 応答 スペ ク トラSv
を定義 し,そ の各ensembleにお け る平均 か ら平 均 速度 応 答 スペ ク トラを描 きFigs.3.12





















































































一般 的に傾 向 としては模擬地震波 の速度波形 あるいは加速度波形 のスペク トル密度か ら
推定 され るよ うに4～5cps近 傍が最大値であ り.h=0の 場合 はそのpeakが幾分周波
数の高い側 に寄 ってい る。また周波数 に関 して は,0.005≦h≦0.05の減衰 を含 む 系 で
は減衰比によって量的 には異な ってはい るが変動 の傾向 はほぼ一致 している。一方,h=0
の揚合 は周波数 に関す る変動の傾 向は激 しく,ま た,低 周波数域に比較 してpeakを示す
5cps以上で はh>0の 揚合か ら大 き く距たる傾向にあ り,地 震波入力の継続時間と系 の
固有周波数の関係か ら,想 定 した入力に対 しては減衰系の応答が この領域で直ちに定常化
することか ら説 明され る。case1～3に お ける地震波 入力 の周波数bandの上限の応答
スペ ク トラに及 ぼす影響 はFigs.3.12(a}～(d)から明 ら なよ う・に,こ の帯域にお ける応
答量の比較的顕著 な減 少 となって現われてい る。case4に関 してはcase2の4～5cps
近傍のweightを増 し12cps以上 については減少 させ るよ うな効果 を持たせたために,
case2とcase3の中間的な傾 向 となって来ている。case5はcase2の周波数bandの
下限 を低 い側に移動 させた揚合で,4～5cps以 上 の高周波数域では量的 に もほぼ一致 し
ているが,peakより左側では減少が緩やかになっている。量的 な比較 を4～5cpsのpeak
について行な った結果 をTable3.2に示 す。
各caseにつ いての比較で は,周 波数bandの上限の影響が顕著 で,case2,3でそれ
ぞれcase1'の27%,37%の 増加 とな ってい る。また,case4では周波数band巾を
case2に等 しくしてあ るが,高 周波数に対す るweightを小にしたためにcase2に比
較 してやや大である・ 一方case5はcase2の 下 限周 波数 を引き下げ たためにpeak
ではわずか に小 となる傾向 を有 している。peak付近 の周波数 に対す る応 答には,こ こで
一 昼9一
設定 した周波数bandの上下 限が及 ぼす直接 の効果は少ないと考 え られ るので・ これ らの
傾向は地震波入力の周波数bandの巾の最 大加速度振 巾に対 す る効果 ・も しくは加 速度 波
形の 自乗平均値 を一定 とした揚合に周波数bandの狭い方 が相対的 にpeak付近 のpower
が高 くなるため と考 えられ る。 ここに採用 した5種 のcaseにおけ る周波数特性 は・大局
的に見 た場合 は比較的類似 した周波数 帯域 を対象 としてお り,最 大値 と自乗平均値 の関係
について ほぼ等 しい と考え るこ とは妥 当であ ろう。 ここでh=0の 場合 を除外 して考 えた
のは,無 減衰系 の応答は比較的変動 が大であ り,特 にsample数が少 ない時 はその信頼性
が小であろ うと判断 したためである。
Table3.2Comparisonofmaximaofaverageresponsespectra.
h case1,case2 case3 case4 case5 av.
0 38.7 39.6 51.5 43.9 48.1
0,005 192 24.9 26.9 24.8 23.9
max(Sv)av0.01 14.9 18.9 20.4 19.0 18.8
0.02 11.4 14.3 15.4 14.7 13.8
0.05 7.3 9.2 10.0 9.6 9.3
0 1.0 1.02 1.33 1.13 1.24
0,005 1.0 1.30 1.40 1.29 1.25
Ratio
0.01 1.0 ・1.27 1.37 1.27 1.26
to
0.02 1.0 1.26 1.35 1.29 1.21
case1ノ
0.05 1.0 1.26 1.37 1.32 1.27
av.forh>0 一 1.27 1.37 1.29 1.25
0 2.02 1.59 1.91 1.77 2.01 1.90
Ratio 0,005 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 一
to 0.01 0.78 0.76 0.76 1.77 0.79 0.78
h=0.005 0.02 0.60 0.58 0.57 0.59 0.58 0.59
0.05 0.38 0.37 0.37 0.39 0.39 0.38
また,sample数の平均応答 スペ ク トラに及ぼす影響 はcase1とcase1ノあるいはcase
5に示 され るように・h=0の 周波数 に関す る応答量 の変動 の平滑化 がsample数が大の
ときに顕著 であるが,h≧0,005の減衰 を有す る場合 は,sample数が7個 として も既 に
平滑化 され た変動 とな ってお り,そ の効果 は小 さい といえる。
つ ぎに,こ こで採用 した継 続時 間30秒 が減衰比の値 に対す る応答量 に どの ような効果
を有 してい るかを調べ るた めに,case1'についてその最大応答 の生 じた時間の頻 度分布
をFig.3.13に示 す。系 の固有周波数 については,h《1で,且 つ周波数 の極 く低い領域
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を除いては殆 んど同一視 出来 るので,こ こでは固有周波数1～20cpsの 系について同一
集団に属す ると考 えている。図か ら明 らかな ようにh=0の 揚合 は継続時 闇の終 りの部分
に集 中 しているの に対 して,0.05≧h≧0.005の減衰量 を有す る揚合 には,本 解析 で模擬
地震波の作製にあた って定常入力 を考 え,そ のenvelopeを時間領城0～30秒 に関 して
一定 として あるので,hニ0,005の揚合 で3秒 程度,h=0,05の揚合 では1秒 程度経過す










さらに・応答 スペク トラに及ぼす外 乱継続時間の影響 を調べ るために τd=5sec及び
10secとして,そ の間の最大応答 か らSvを求めて描いた平均応答 スペク トラをFigs.3.14
(a)・(b)に示す。 これらの図 とFig・3・12(f)を比較すると・τdの増加 とともにh=0のSV曲
線がh>0のSV曲 線か ら分離 され て増加す ること,お よびh=0の 揚合 に系の固有周波
数 に関す る変動 が大となって来 るこ とが指摘 される。この傾向 は特 に低い周波数 を除いて
一般的 に認め られ,擬定 常過程にお ける応答 のenvelope関数 が,h=0の 揚合 はτに比
例 し,h>0の 揚合 は τの増加 とともに一定値に収束す るこ と[325]に対応 してい る。また,
0〈hのSv曲 線 は定性的に も定量的にも,τd=5～30secに 対 して類似 してお り,こ
こで採用 した微 小正値 の減 衰比0,005≦hに対 しては,極 めて低 い周波数域 を除いて少 く
とも τd=5sec程度 で大略 の傾向が判断出来 るこ とを示 している。
F磨3.12(f)及びFigs.3.14(a),(b)に示 され る外乱継続時 間 τdの異な る平均応答 スペク ト
ラに関 して,系 の固有周波数4cps近傍 の最大応答値についてTable3.3にそ の比較を示
す。最大応答値 に及 ぼす継続時間の影響 は第2段 に示 されてい るが,0〈hの 揚合は τd=
一61一
20secでτd=30secに対 する値 の95%以 上 となってお り,τd=5secでも64%以
上である。そ して,減 衰比の大 なる程 比率 は大 とな って いる。一方,h=0の 場合 は明 ら
かに低い比率 を示 し,外 乱継続時間の影響が大 きい。Table3.3の第3段 には継 続時 間の
異なる場合 に減衰比の値 の影響 が如何に現われ るか を示 したもので,h=0,005の揚合 を
基準に採 用 している。h=0.005～0.05の間 の差 は τd=5secの時 が最小で τdの増加 と
ともに拡大 されているが,こ れはh=0.005の場合 に非定常性 の影響 が僅かな がら多 く現
われてい るため と思 われ る。
Sv
以上のような非定常性の影 器魔




平 均 応答 スペ ク トラ を1と し
10
て系 の 固有周 波 数f=20～
0.5cpsについて表 わされ て
いるが,高 周波数の揚合に は
h>0に 対 して収束 の傾 向が
顕著 であ り,τdに 関す る 変
動 も滑 らか である。f≦1cps
ではh=0に 対す る平均 応答











































あ ま り変 らない が ・h=0に 関 して はfに つ い て変 化 して い る。f=20cpsで はh=0 .01




h τd=5sec 10sec 20sec 30sec
0 18.1 26.7 38.4 48.1
0,005 15.1 18.7 22.2 23.9
m・x(SV)av . 0.01 13.3 15.6 17.9 18.8
0.02 10.4 11.9 13.3 13.8
0.05 7.2 7.9 8.7 9.3
0 0.39 0.56 0.80 1.0
Ratio 0,005 0.64 0.79 0.95 1.0











0 1.25 1.42 1.73' 2.01
Ratio 0,005 1.0 1.0 1.0 1.0
to 0.01 0.88 0.83 0.81 0.79
h=0.005 0.02 0.69 0.63 0.60 0.58
































































































3・4.2では各caseのensemble平均 としての平均速度応答ス ペク トラの考察 を行 なっ
たが・ さらに各ensembleにお ける個 々のSVの 値の分布 をFigs.3.17(a)～(e)}こ示す。
図中・ESvは<Sv>a。.を 表わ し,P(Sv/ESヤ)はSv/ESvの確率密度 を意味 している。
Figs・3.17(a)～〔e においては,SV/ESvを1～20cpsの各固有周波数 について求め,
その分布 が固有周波数 について は明確 な傾 向 を有 さない ことを確 かめたのち全周波数領域
につ匹て同一集 団に属す る として平均操作 を行 なってい る。系 の固有周波数 がS† の分布
性 状にお よぼす影響 は小 さい としたことはcase1'～5の周波数 特性 の相異 に対 して も殆
ん ど分布性状が一定 となってい るこ とと対応 してい る。h=0の 揚合 は平均値の0.6倍か
ら1・2倍程度 までほぼ一様 に1～1.2程度 となる平坦な分布 を示す が,hが 増加 す るにっ
れて平均値付近 に急峻なpeakが生 じ,h=0.05の揚合は3程 度 とな ってい る。 この分
布性状の量的な評価のために標準偏 差につ いてplotした結果 をFig.3.18に示す 。












































































































図中の点線 は対象 としたsample数に対応す るweightを用 いた平均値 を結ぶ 曲線 である。
各caseについて の値 のバ ラツキは小 で,平
均値 を用いてそれぞれ の分布性状 を評価 して
も充分良好な結果 を与 えるもの と思われ る。
平均値 を結ぶ曲線 は減衰比hに 対 して急激に
減少 し,hの 増大 とともに一 定値 に収束す る
















とい う形 で表わ される。 ここに,C(h)は収束度 を示す量 で一般 に次の性 質 を有す る。





で表 わ せ る。 また ・ 同様 に して 求 めたSVのensembleに お け る分布 性状 に関 す る諸 量 を
Table3・4に示 す。(3.50)式・(3.52)式に よ ってESvに よって正 規 化 され たSvの 分
一66一
Table3.4Statisticalvaluesofnormalizedresponsespectra.
case1ノ case2 case3 case4 case5 average
Samplesize 14×18 7×18 7×18 7×18 14×24
h=0 2.28 2.16 2.31 2.09 2.24















0.05 1.52 1.46 1.37 1.36 1.46





















0.05 0.63 0.60 0.75 0.72 0.54

























0.05 0,141 α167 0,151 0,144 0,146 0,148
0 3.45 3.12 3.88 3.10 3.49 3.43
0,005 3.94 3.32 2.67 2.56
,
4.29 3.63
a 0.01 3.67 2.58 2.69 2.37 4.46 3.51
0.02 3.82 2.60 3.04 2.34 3.93 3.40
0.05 3.70 2.74 2.46 2.51 3.16 3.07
0 1.75 1.80 1.98 2.05 コ 1.86 1.86
0,005 230 2.29 2.11 2.56 2.12 2.25
b 0.01 2.09 2.07 2.25 2ユ0 2.20 2.15
0.02 2.47 1.95 2.34 2.17 2.58 2.38
0.05 2.62 2.39 1.66 1.95 3.15 2.56
0 3.56 3.23 3.64 3.03 3.45 342
0,005 3.90 3.44 2.65 2.46 4.32 3.64
aeq 0.01 3.70 2.65 2.59 2.33 4.50 3.52
0.02 3.78 2.68 2.93 2.44 3.90 3.39
0.05 3.51 3.11 2.50 2.43 3.11 3.05
0 1.81 1.86 1.86 2.00 1.84 1.86
0,005 2.28 2.37 2.09 2.46 2.14 2.24
beq 0.01 2.12 2.12 2.17 2.06 2.22 2.15
0.02 2.44 2.01 2.26 2.26 2.50 2.36
0.05 2.50 2.70 1.69 1.89 3.11 2.55
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布 の標 準偏差 を推定す ることが出来 る。両式 に含 まれ る定数 はsample数には影響 を受け
ない量 として具体例か ら定 めるこ とが出来 る。 ここではTable3・4の数値 とC(。)=0・13










(3.54)式に定義 され たランダム量a,bを 各caseについて固有周波数 の影響 を無視 して
評価 す るとTable3.4のとお りである。a,bはsample数に関す る弱い関数 とも考 えられ,
また減衰 比hに 関 して も平均的にはaは 減少の傾向を,bは 増加 の傾向 を有 してい るよ う
であるが,ま だ小数例か らのみの評価であ り一般的 には,こ れ らに無関係 な狭い変動領域
をもつ ランダム量 と考 えるべきであろ う[3・2コ。
また,(3.54)式に示すensembleにおける正規化最大値及び最小値 で あるa及 びbを
実験的 に定めた(3.53)式のC(h)を用いて表 わ したものをaeq及びbeqと し,Table3.
4に示 してある。a,bとaeq,beqは平均的にはほぼ一致 した値 を示 してお り,こ こで対
象 とした例につ いてはそ の標準偏差がほぼ一致 した値 をとることか ら当然 とい える。(3.
53)式,(3.54)式を用いるならば,ESV(f,h)が与え られ るもの とす るとそのensem-
bleにお けるSv(f・h)におけるSv(f・h)の変動 の上下界は
{1一 石C(h)}ESv(f.h)≦Sv(f,h)≦{1+互C(h)}ESv(f,h) (3.55)
で与 え られ る。 こ こでa,bはa,bま た はaeq,beqの平 均 値 で与 え て よい と考 え られ る。
一 方 ,(3.55)式の半解 析 的表 現 に よ るSV(f,h)の 変 動 の上 下界 の推 定 に対 応 して,
数 値 実験 的 に応 答 計 算 か ら求 め られ たSv(f,h)の 変動 の上 下界 をcase5に つ い てFigs.
3.19(a)～(c}に示 す 。 図中 のMAX及 びMINは,そ れ ぞれcase5に お け る14のsample
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からなるensembleの最大値及び最小値 を表 わ してい る。これ らの最大値及び最小値は当
然samplesizeの影響 を受け る量 と考 えられ.通 常,確 率分布の形 で示 され るが,こ こ
では図中の最大値及び最小値 の周波数 に関する変動 の平均 的な傾向 が,確 率1/14に対応










































Fig.3.19(a}に示 され るh=0の 場合は,最 大値,最 小値 とも系 の固有周波数 に対する
変動 が大 きいが,Figs.3.19㈲,(c}に示 され るよ うに,減 衰比 の増加 とともに平均応答
スペ ク トラと類似 した滑 らかな変動 とな ってい る。また,平 均応答 スペ ク トラ に対 す る最
大値及 び最小値 の比 も,h=0に 対 しては2倍 以上 あるいは1/2倍以下 とな る揚合 もある
ことを示 してお り,ensembleにお ける変動 の巾は可成 り大 きいが,h=0 .01あるいは0,
05に対 してはこれ らの比の値は小 さ く.ensembleにお ける最大値、最小値の 巾はF憾
3.17(e}からも判断 され るように平均値 まわ りに集 中 していることを示 している。
また,3.4.2にお ける と同様に,応 答 スペ ク トラSvの 分布性 状に及ぼ す外 乱継 続 時間
τdの影響 を調 べた結果 をFigs.3.20(a)～(c)に示 してい る。減衰比h=0の 揚合はF噛
3,20㈲に示 され るが、 τd=5～30secに亘 って特 に顕著 な相違は認め られ ない。 この
場合は非定 常性 と云 う観点か らは既述 のように継続時間 は関係 を有 さず,図 か らもこの こ
とが確 め られ ている。一方・Figs・3.20(b},(c}におけるh=0 ,01及びo.05に対 しては,
τd=5secと10secの揚合 に若干 の相違が認 められ,τd=10secの揚合が平均値 まわ
りに集 中 した比較的sharpな分布性 状 を示 している。 さらに,こ の両者 と τ
d=30secの
揚合 とを比較 する と,幾 分明瞭な相違が認 められ τd=30secの 場合は平均値近傍に高
い集中 を示 し、平均値 か ら遠 ざかるにつれてその拡が りも小 となってい ることが指摘出来
る。
したがって,平 均 応答スペ ク トラに関 して は,h>0の 揚 合 ,5sec≦ τd≦30secで は
τdは定 性 的 に影響 を及 ぼ さな い と考 え られ るが,分 布 性状 に関 して は,τd=5,10sec































































































3.5擬 定常入力 による速度応答 スペ ク トラの解析的 表現
3.5.1序
前節 において は,地 盤条件 のsimulateから得 られた幾つ かの模擬地震波群 に対す る平
均速度応答スペ ク トラを求 め,地 震外乱σスペク トル特性 と平均速度 応答 スペ ク トラの関
係 を考察す るとともに,模 擬地震波に対す る応答 のensembleにおける分布 性状における
パ ラメータの寄与 を,統 計的な指標 を用いて示 した。本節において は,地 震外 乱のスペク
トル特性 と速度応答 スペク トラとを解析的 に関連づ けて,地 盤条件 に対応す る速度応答ス
ペク トラ及 びそ の上下限の表現 の誘導 を示す。すなわち,ま ず充分に広帯域 を覆 う平坦 な
スペ ク トル特性 を有す る擬定常入力 の作用 を受 ける線形1自 由度 系 の非定常応答 に対 して,
そのエネルギースペ ク トル密度 の時間関数 を用いた等価 的な定常化応答 を定 義す る。 この
定常化された応答のergode性を仮定す ることに よって空間領 域 と時 問領域の最大値 を等
置 し,ま た,定 常確率過程のenvelopeの振 巾確 率密度がRayleigh分布 をなす ことを用
いて,平 均速度 応答 スペ ク トラ及 びそ の上下 限の解 析的表現 を導 く。
3.5.2平均速度応答スペク トラの定義 とその上下界
こ こでは比較的滑 らかな形で示 され るスペ ク トル密度 を有す る定常過程に属す る関数か
ら,時 間領域におけるcutoffoperatorによって有限 区間 を切 り出 して得 られる擬定常
入力 に対 する平均速度応答 スペ ク トラの性質 を取 り扱 う。 ここに対象 とす る系 の固有周波
数 に対 して,入 力 の周波数 の帯域 は一般に充分 に巾広いものとする。
1自由度系の線形振動方程式は
(d2+2hωd+ω ・dτ2dτ)・(・)一・(・)(・.56)
で表 わ され る。 こ こに 軌hは そ れ ぞれ系 の 固有 角周 波 数,臨 界減 衰 比 で あ る。 ま たf(τ),
η(τ)はそれ ぞ れ地 動加 速度 外 乱,相 対 変位 応答 を示 す 。 こ こ で
hノ=h/》T=平,ω'=ω ～/1-h2
0≦h≦1,一 〇〇〈 ω くOQ
とし て次式 に 示 され るA(τ;げ,hノ)を 定 義す る。
　





ここでD(μ;R焉 τ)は時 間 領域Rδ・=(0・τ)上 のcotoffoperatorで次式 で示 され る。
D(μ;Rも λ)=S(μ)-S(μ一 λ)(3 .59)
ここにS(μ)はstepfunctionを示 す 。初 期 条 件 を
dη =0(3 .60)ητ=0=dτ
τ冨o
として,τ=0か ら任 意 の外 乱f(τ)を 受 け る揚 合 の系 の相対 変位 応 答 は ω>0 ,し た が
って ω'>0の 領 域 で(3.61)式で表 わ され る。
1∵∴∵ 叢;竃{鵠一(一
ここにR(),1()は それぞれ実数部お よび虚 数部 を表わす。(3.61)式を用 いて相
対変位 の絶対値 の時間 に関す る最大値RD(ω,h)の上界 は次式 で与え られる。
m(…)一 鞠
。.1・(・)1≦渉 夢翫 乙..IA(…1丘)(・ ・62)
(3.61)式,(3.62)式よ りIA(τ;ωlh')1の 変動 がsinω'τ の変動 に比較 して緩 や か
な揚 合 は(3.62)式で示 され る上 界 は殆 ん ど最小 上界 と考 え られ る。
















が成 立 す る.上 式 の右 辺S。(・,h)は 速度 応答 スペ ク トラ と呼 ば れ る量 で あ る[3・23]・[3組
つ ぎに(3.58)式に従 う もの と して擬 定 常 過程 に属 す る関数f(μ)とcotoffoperatorを






を定 義 す る。 こ こにa(μ)は 任 意 の確 定関 数,ψ(μ)は 定 常 過 程 に属 す る関 数 で あ る。 変
形 振定 常 過程 のエ ネル ギー スペ ク トル密度SEξ(τ;ω,h,τd)は ξ(τ;ω・h・τd)のFouri-





一 兆mf(・)・xp(-hゆ1(・ 一μ))・・p(-j・ μ)d・




(3.71)式を初 期 条件SHξ(0;ω,h,τd)=0を 考 慮 して積 分 す る と
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S・・(・・ω ・h・・d)-4τS・,(,τ…h・ ・、)d・
さて,擬 定 常入 力
D(τ;R毒・d)f(τ)=D(・;Rき㌔)・(・)ψ(・)






と表 わせ る。lAξ(τ;ω,h,τd)1がsinωτに比較 して τの弱 い 関数 で あ る として,平 均 応
答ス ペ ク トラは次式 で近 似 的 に評 価 で きる。
S・(ω・h・τ・)=略 呑
..IJ・(τ・軌 ・・τd)「≒E踪 き..IA・(・・ω・・…)1(・ ・75)
い まlAξ(τ1ω,h,τd)1が有界であるとすれば次式 を満足する有界 で正の λが存在す
る。
響IA,1-EIA,1+7順 丁,λ ≧0(3.76)
一方(3 ,75)式のESvに は次 の上下 界 が存在 す る。
　の　ユ　 　　　　 　　ゆ
TEIAξ1=ETIAξi≧ESV≒ETIAξ1≧TEIAξi(3.77)
ここ でTはT≡R乙 。。とす る 。 したが って
翠 ・EiA,1+互㎜ ≧ES。-E翠iA,1≧ 珊EIA,i(・,78)
として上下界 が表わせ る・
3.5.3平 均 速度 応答 スペ ク トラの解 析 的 表 現 の誘 導
さて,変 形 擬 定常 過 程 のエ ネル ギー スペ ク トル 密度 を ωの み の関数 と(τ・ω・h,τd)の











を 定 義 す る と
JS(・;ω,h,・d)-1軸(・ ・ω,h,・d)ISin(ω・+・ ・gA・(・;ω ・h・・d))(3・82)
お よ び
ElAs(τ;ω,h,τd)12=Ss(ω)(3.83)
が成 立 し,(3.80)式,(3.81)式に定義 され た確 率過 程 はalmoststationaryprocess





こ こで さ らにIAS(τ;ω・h・τd)1がergodicである とす る。 す な わ ちIAS(τ;ω・h・τd)1
の空 間的 な確 率 統計 的 性 質 と時 間 方向 の確 率 統 計的 性 質 が 等 しい とす る。 空 間 領域,時 間
領 域 をそ れ ぞれE,Tと 表 わ し,そ れ ぞ れ の領域 にお け る平 均 のoperatorをEE,ETで表
















【AS(τ;ω,h,τd)1はergodicstationaryで あ る か ら
λav=EEλT=ETλE(3 .88)
と お い て(3.84)式 は
　　　 　E鞠(ω,h,τd):嬬;;;1;;;;lll
ll∴ 溜}(a89)
で表 わ され る 。
d一 方 定常確 率 過 程Jsに 関 して は,Jsと一～露Jsの 同時 刻 にお け る共分散 は零 で あ るの で,





舞 一亨 ・濡 一∫ 事(3.91)








を得 る 。一方Esv(ω,h,τd)の 下界 にっ い て は1As1のergode性と(3・77)式,(3・80)
式 よ り次 の よ うに書 け る。
　 )1幕鳶 「 (一)
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(3。92)式,(3,93)式 よ り
・鞠(礪 …d)一(亨+・ ∀ 「 勲1玉1
..S・・(τ;ω,h,τd)(ag4)
が成立 す る よ うなfλ が λav≧fλ≧0の 範 囲 に存 在 す る。 この よ うなfλ は一般 に ω・h,τd
の関 数 と考 え られ る。
次}こ 畿
..S・(τ;嫡 τd)の評 価 を行 な うにあ た って ・擬 定 常 入 力f(τ 卜a(τ)ψ(τ)
のenvelopea(τ)をa(τ)=1と し,ま た ψ(τ)がwhitenoiseの 場 合 と す る と 容 易 に
SEξ(τ;ω,h,τd)は 次 式 の よ う に 定 ま る 。
…(τ;ω,h,τd)-c2(1一 署1舞2hlω1τ))・ ・≦ ・d
SEξ(τ;ω,h,τd)=τc2,τ ≦ τd
ま た, ∂
S・・(τ・ω・h・・d)=万 ぞ 亀 ・(・・礪h・ ・d)≦0・ ・≧ ・d・h≧0
(3.95)
と表 わ され る。 あ る いは ψ(τ)が 充分 な広帯 域 の スペ ク トル密 度Sψ(ω)を 有 してい る場合
は,(3.95)にお いてc2=Sψ(ω)と置 きか えた 場合 と して近似 的 に次 式 が得 られ る。
1-exp←-2h1ω1τ)
S・・(τ;礪h・ τd)≒
,hl。rSψ(ω)・ ・ ≦ ・d
SEξ(・・ω・q・d)≒ ・Sψ(ω)・ ・ ≦ ・d
∂
S・・(τ・ω・h・・d)=翫SEξ(・ ・ω・h・ d)≦0・ ・ ≧ ・d・h≧ ・




が得 られ る ・ も し ψ(τ)がwh'teno'seでな ・'一般 の 場 合 ・・は 贈
Rδ..S・・ を解 析 的 ・厳
密 に求 め るの は容 易 で はな いが・ψ(・)のスペ ク トル密度sψ(・)が 広轍 スペ ク トルの場
合 で且 っSψ(ω)の有 勢 な帯 域 内 で,τ=τdでSEξ(τ;ω,h,τd)が 最 大 に な る と して も大
きな間 違 い はな い と判 断 され る。 したが って(3.97)式が成 立 す る もの とす れ ば(3 .94)
式 に代 入 して
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…(畝 ・d)一(亨+・ ・.碍)…(・d・ 礪 …d)(・ ・98)
を得 る。ここでfλ は
fλ≡fλ(ω,h,τd)(3。99)
で表 わ され るが ψ(τ)が対象 とす る ωの範 囲 を覆 う充分 な広 帯域 の スペ ク トル密度 を有 す
るとす れば,
fλ(ω・h・d)≒fλ(h)一〈fλ(ω・h・d)〉ω,・d(3・100)


















またfλrh),fq(h)はh=0の 近傍 で 急 激 に あ る値 に収 束 す る性 質 を有 す るので ・ 次 の表




こ こ でfα(h)はfλ(h),fq(h)の収束 量 を示 す量 で 大 き な正 値 で あ る が,一 般 に
,q(・)》 ・,告,・(・)〉 α 壽,・(・)〈 ・(3・ ・6)
で,か っhの 増 加 と と もに一 定値 に収束 す る傾 向 を有 す る。 した が っ て
fα(h)-fα(。・)-lfα(。)-fα(0)}・xp(一βh)・β>0(3・107)
で表 わ され る 。 した が って
・・(・)一一÷1・gi溜 ≡葺鴇 一一÷1・gii爲≡i需(3・ ・8)
が成 立する。
3.5.4連度応答 スペ ク トラの上下限 の表現










こ こ で次 の近 似 的表 現 を採 る。
一80一
饗plA,(・ ・ω,・,・d)1≒s解D(・ ・ω,・,・d)sギIA,(・,・,。d)!(・ .…)









一(・一÷)Vτ 解EIA・1・一(・一÷V7s雫S・ ・(・ …4)
　ロ　 ぬ　












で与 え られ,近 似的にRayleigh分布 に従 う有界 な確率 変数lASIの正 規化 確率変 数 の最
大値 を意味す る。7の 確率統計的な性質は擬定常入力f(τ)の性質とパ ラ メー タ ω,h,τd




の関係から石+ア に対応するの駕 ・・と7の 正規化確轍 は等 しく・その最大値
及び 最小置はそれぞれ μ及び μとな る。










した が ってSVの 上 下 限 は次 式 の よ うに表 わ せ る。
器SV-(・ ±・δ(畝…d))(亨+ノ 尋,・(畝 …d))馬
(3.123)
通 常fδ(ω,h,τd)は,ω,τdの 弱 い 関 数 と 考 え ら れ,近 似 的 にhの み 関 数 と し て
fδ(h)=fδ(○○)一 〔fδ(oO)-fδ(0)}exp(-fγ(h)h)(3.124)
の 形 で 表 わ さ れ る 。
一82一
3.5.5数値 例 と考 察
3・5・2～3・5・4で述 ぺ た 方法 を用 レ'て擬定髄 程 嘱 す る加速度 入力D(・ ・Rδ・
d)・(・)ψ
(τ)による平 均速 度 応 答 ス ペ ク トラESVを,実 際 の応 答解 析 の結 果 か ら求あ た数 値 を用
い て定 め,さ ら にensembleにお け る各samPleの変 動 の上下 限 を検討 す る。 こ こで用い





1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 1-7
0 1.34 3.00 1.78 2.38 2.07 1.47 1.26
2.86 0,005 1.43 2.64 2ユ0 2.20 2.63 L74 1.62
×2π 0.01 1.50 2.61 217 2.05 2.56 1.83 1.95
0.02 1.80 2.56 2.14 1.96 2.52 1.81 1.98




















×2π 0.01 1.96 2.28 2.86 3.59 2.29 2.22 2.13
0.02 2.16 2.56 3.21 3.46 2.53 2.61 2.58
0.05 2.32 3.06 3.24 2.88 2.60 2.50 2.80
0 0,2140,5800,2940,5920,3970,282 0,143
2.86 0,005 0,2090,5630,4150,579 0,567 0,348 0,328
×2π 0.01 0,2360,5350,4350,510 0,5700,363 0,482
0.02 0,3200,536 0,472 0,4910,5430,342 0,440
汐IA・1
0.05 0,4610,5260,4800,4520,471 0,4080,468
TEIAsl 0 0,295 0,1690,412 0,263 0,0850,248 0,507
5.0 0,005 0,4670,2810,5420,5400,3550,5020,406
×2π 0.01 0,462 0,382 0,6350,6030,4350,476 0,489
0.02 0,5050,480 0,666 0,6070,4700,491α580
0.05 0,5210,5630,6150,536 0,4980,502 0,520
0 0.65 3.82 1.49 2.64 2.04 0.90
亀
0.50
2.86 0,005 0.82 3.13 2.10 2.29 3.11 1.41 1.18
×2π 0.01 0.96 3.07 223 2.00 2.98 1.58 1.81
0.02 1.53 2.98 2.18 1.83 2.90 1.55 1.87
fλT
0.05 2.12 2.46 1.89 1.99 2.96 1.89 2.25
0 0.96 0.67 1.70 1.49 0.36 1.38 1.43
5.0 0,005 1.55 1.37 2.71 3.97 1.45 2.02 1.60
×2π 0.01 1.83 2.45 3.55 4.94 2.46 2.33 2.16
0.02 2.22 2.98 4.22 4.70 2.92 3.07 3.02
0.05 2.52 3.93 5.28 3.59 3.06 2.86 3.44
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時間方向の分布 を中介にしてergode性を仮 定 しfλ(h)を評価す るもの とす る。採 用し
たωは2.86×2πと5×2π の2点 で,1つの応答 波形 か らそれぞれ140個,200個の極値
振巾 を読みと り,整 理 した結果 をTable3。5に示 す 。ここにSσT,SλT,fλTはそれぞれ
次式で示 され,fλTはRayleigh分布 に対す る等価的 な量 である。
・・T一篇 一零票(a・25)
lAsl






またFigs.3.21(a)一(e)はsσT,sλTの評 価 の た め 【Asl/ElAslの確 率密 度 関数P(
lASI/ElASI)を7個のsa㎡pleに っ い てensemble平均 した もの を示 して い る。(3,125)















































































































(3.107)式に よ るfλ(h)を定 め るために次の よ
うに仮 定 を設 け る 。Table3.5に示 され るh=0
にお け るfλTの値 はバ ラツキ が大 で あ り.平 均
す る意 味 が薄 い こ と と同時 に,fλT(h)はh=0
近 傍 で急 激 に増 加す る関数 で あ り,analog計
算 機 の特性 か ら完 全 なh=0が 実 現 され 難 い こ
と,ま たfλ(0)は(3.105)式,(3.108)式を適
用す る のに 用い る点 で あ るこ と等 か ら,応 答 解
析 の 結果 に よる値 をそ の ま ま用い ず に,理 論的
に求 め られ た値 に[3」5]に基づ いてRayleigh分








































































定・ よ く用・・られ る値[3.11],[3.27]7価)一… を採 用す る.・ の よ う・ して決 め られ た,7
(h)を(3・108)式に 用い て得 たfα(h)をTable3・6に併 記 してあ る 。(3.107)式を異 な
ったhl,hm,hnに対 して連立 に解 き
α(h1)一 α(hn)1-exp〔 一 β(hn-hl)}
α(hl)一 α(hm)1-exp{一 β(hm-hl)}
(3.128)
を得 る が・〔h1・hm・hn}の組 み 合 わせ を考 えて平 均値 と して βを評 価 す る。 この結果 をさ
らに(3・107)式に代 入 して異 な る{hl・hm}の組 み合 わせ で連立 に解 いて,平 均操 作 か ら
fα(h)を得 て さ ら に(3.105)を異 な る 〔hl,hm}の組 み 合 わせ で連 立 に解 い て平 均操 作 を
行 な うとfλ(0),fλ(。。)を求 め るこ とが で き,(3.105)式か ら,fλ(h),つい で,(3.103)































さて,速 度 応答 スペ ク トラ のenemble平均 を推 定す る には この よ うに して求 め られ た









を用 い る と,















が得 られ る。 こ こ では解 析的 表 現 と して得 られ てい る模 擬 地 震波 入 力 の スペ ク トルの特性
をSψ(ω)と して 恥 ・る.す な わち(3・9)式}・お ける1φ(1ω)12より
Sψ(ω)一ω2iφ(jω)12(3・135)
と して与 える 。(3.134)式,(3.135)式を用 いて
岩 欝.2。Sψ(・)dω 一242(・1)2(3・ ・36)
と して推定 したEsv(ω,h,30)がFig.3.23に点線 で示 してあ る。fλ(o)は仮 定値o.621
を用いてある。図 中の応答解析 の結果にっ いて は,3.4に求 め られてい るESVを そのまま
比較 の対象 にす るこ とは,地 震波 入力 の最大加速度振巾を同一 にす るとい う規範で求めら
れたensemble平均 に対 応づけようとす るもので不 明確iな要素 を含 め ることにな るので,
ここでは,case5の 場合 につ いて継続時間30秒 の中から約24秒 間 を取 り出 して,そ
の部分 の自乗平均値 が一定 となるよ うな規範 のもとにensemble平均を求めなお している。
この操 作は充分に長 い評価時間 のもとで は,各sampleの確率統計的性質が同一 にな るこ
とに基 づいてい る。また,case5の 模擬地震波 の速度波形 に対す る設定 された周波数
band巾は(3.136)式において積 分を評価 した領域 であるが,filterの特性 に よりFig・
3.8に示 され たよ うに,特 に上限にお いては完全 な遮断 は行ない得 ていない.し たがって
Table3.2からも うかがえる如 く,比較の対象 とす る部分 におけるpowerをほぼ等 しくす
ることが必要 で,Fig.3.23の実 線 はこ の考慮 を行 って縦軸 を修正 して描 いたものである。















成 りの精 度 で示 され てい る こ とが判 る 。本解 析 で は,6=2.86×2π,5×2π の2点 のみ
で の評価 を0.45-14cpsに適 用 した訳 であ る が,今 後 さらに推 定 しよ う とす る周 波 数全
領 域 にお け るfλTを 評 価 して,、そ の値 が ωに 関 して 如何 に変 化 す るか を確 か め る必要 が あ
る。
また,別 の数値 例 と してcase5に 関 す る応 答解 析 結 果 を 用い て,そ の定性 的 な傾 向 を
考 慮 しな が ら(3.105)式及 び(3.107)式を次式 の形 に仮 定 す る。
fλ(ω,h,τd)=3・0-2.38exp(-fα(ω,h,τd)h)
fα(ω,h,τd)=〔1-exp(-0.005ωτd)}{15十60exp(-30h)}
この実 験式 を(3.133)式あ るいは(3.134)式 に用 いて 次式 を得 る 。
E・V(ω,h,τd)一(乎+・ψ 一矛)1-e監2hω τd)・ψ(・)
0〈h《1(3.138)
…(ω,h,τd)一(争 ・・ノ 際)・ 椰 ・・一・
(3.138)式のsψ(ω)に は理論 式(3.9)式 の φ(jω)を 用 い て
Sψ(ω)-1ωφ(jω)12(3・139)
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応答解析 の結果 から得 られた数値解 が図申の各点 である 。数値解 として示 され た応答値は
地震外乱の入力振巾の自乗平均値の平 方根 を30galとした場合 であ り,一方,推 定値は臨
界減衰比h=0の 場合以外 を対象 として,周 波数範 囲0.1125～14.OcPsで最 も良 く一致
するよ うに合 わせ た結果であ り,入 力振 巾の 自乗 平均値 の平方根 は29galに相 当 してい
る。また,Fig.3.25はRosenbluethらが入力 をwhitenoiseとして理論的 に応答値 を
求 めた[a15]式に,(3.139)式で示 され るスペク トル密度 を有す る入力 を適用 して推定 し
た平均速度応答 スペ ク トラを実線で示 したものである。この場合,推 定値 に対す る入力振
巾の 自乗平均値 の平方根は22.6galに相 当 している。なお,Fig・3.8にそのスペ ク トル密
度が示 されている。case5と して用い られ た実際 の模擬地 震波 に対 して,周 波 数領域
0.1145～14.Ogalとなる。このよ うに,推 定値 と応答値 との良い一致 を得 るためには,
基準 として採 るべき入力強度の値が種 々異な って来 るが,図 中 の曲線 と応答値 のplotと
の対応は何成 り良好 であ り,定 性的 にはここで用い られた推定式 の有効性 を示 してい るも
のと考え られ る。
つぎに,速 度応答 スペ ク トラの上下限について,応 答解析 の結果 か ら(3.50)式及び,















































にお け るSVの 上 下界 の推 定 を(3.55)式にTable3.4の値 及 び(3.140)式 を 用 い て,
case5に 関 して 行 な った もの であ る。Table3.4にお け るV(SV/ESV),aお よびbの
評価 に はEsvの 求 め方 がFi替3.23の場合 と異 な った規範 に よ って い る が,Fi93.12(f)
とFig.3.23の実線 で 区別 され る両者 が殆 ん ど傾 向 的 に一 致 してい る こと か ら,こ こで は
実 用上差 支 え の な い も の と してあ る 。図 か ら明 らか な よ うに この方法 に よるensembleに
お け るSVの 上 下界 の推 定 は妥 当 で あ る とい え る。
この よ うに して,与 え られ た入力 の スペ ク トル密 度 か ら,envelopeがstepfunction
で規定される擬定常入力の平均応答スペクトラおよび応答スペクトラの上下界 を半実験的
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に推定 し,応 答解析 の結果 との比較か ら両者は満足すぺき精度 で一 致すること を示 した。
さらに精度 の高 い推 定を行 な うた めには,ensembleにおけるsample数を増 してここで
用いたergode性やRayleigh分布等 の仮 定,あ るいはfλ,V(SV/ESV),a,b等の ω
に関す る変動 を厳密 に検討す る必要 があろ う。
3.6結 び
構造物 に真 の耐震性 を確保 させるためには,合 理的な動的耐震設計 法[328]に基 づいて,設
計時 における構 造物 の弾塑性 動力学特 性の詳細 な検討が前提 となることは既に述 べて来たと
ころである。この動的耐震設計 の過程 において は,構 造物 の適切な耐震設計基礎 資料 を もと
に して予め設計 され た構 造物に対 して,具 体的 な動力学 モデルを設定す るとともに,入 力と
な る地震外乱 を定 めて地震応答解析 を実施 し,そ の結果 を設計値 に反映 させ る閉 ルー プを通
して設計の適正化 を行ない,ま た妥 当性が検討 され る[ε29]。したがって,構 造物 の耐震設計
において,応 答解析 のための地震外 乱 の想 定は極 めて重要な条 件 であ り,明 確な指針 が期待
されているところであ る。
設計構造物 に対す る具体的な地震応答解析[a30・31]にお いて,地 震外乱 の想 定 に建設予定
地 にお けるseismicityや地盤の震動特性を考慮に加 えれば,よ り適切な地震応答特性を把
握することが出来 る。この 目的のた めに,建 設 予定地 の地盤 に地震計 を設置 して 自然地震 を
継続 して観測[332]し,また,地盤 の振動試験[3'33]を実施 してその動 力学特性 を検出す る研究
が行なわれて来 た。その結果の解析か ら,構 造物 の耐震設計 のための地震外 乱 の特性 をある
程度明 らかにすることが可能であ る。例えば,あ る特 定の地盤のseismicityや振動特性 を
考慮 して,地 震応答解析 を行な う際に予想 すべき地 震外乱 をスペ ク トル特性 として規定する
ことが出来る。この ように して定め られた地 震外乱のスペ ク トル特性 に基 づいて,地 震動の
本来的な不確 定性及 び不規則性 を前提 とした応答解析 のための地震外乱[334]を確 定的な波
形 として得 るには,確 率統計 的 には同一の集 団に属す る一群 の確 定波形 を定める必要がある。
この ような目的か ら本章にお いては,ま ず,規 定 され たスペ ク トル特性 を有する応答解析
のための地震外乱群 を,確 率統計的 に等価 な模擬地 震波 と して得 る方法を示 した 。すなわち,
noisegeneratorの出力波形 か らbandpassfilterを用 いて周波数bandを与えられた
bandlimitedwhitenoiseを得,こ れ を地震外乱の スペ ク トル特性 を与 える有理 関数形
の近似伝達関数 を有す る線形 系の入力 とし,得 られた出力波形 を適当な時間領域 で切 り出 し
て模擬地 震波 の集団 を作 り得 ることを示 した。そ して,こ の手法の検討 として,模 擬地震波
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のスペ ク トル特性 を・パ ワースペク トル密度及び応答 スペ ク トラの観点か ら考察 した。こ
れらの検討 は,幾 つかのcaseとして与 え られ る異 なった地盤条件 に対 して行 なわれてお
り,各caseにおけ る模擬地震波群の特性 は満足出来 る結果 を与 えた。
ここに用い られた応答 スペ ク トラは,入 力 となる地震外乱群のスペ ク トル特性 の評価 に
利用されるのみな らず,一 般に は,構 造物 系の弾性域 を対象 としmodalanalysisによ
って最大地震応答量 を椎 定する際に用い られ る ものであ り,逆 に,弾 陸域における設計条
件 として設計 応答スペ ク トラを規定す る場合 もある。このような意味か ら,応 答 スペ ク ト
ラについて幾分詳細 な検 討 を行な った 。入力 として与 えた地震外乱のスペ ク トル特性に対
応する平均応答 スペ ク トラの考察 とともに,こ の よ うな模擬地 震波群に対す る芯答 のen-
semb豆eにおける分布性状 をも対象 と して考察 した。この分布性 状は正規化最大応答値 の確
率密度関数・標準偏差及びensembleにおける最大値 ・最ノ1値等で表わ し,系 の固有周波
数,減 衰比,地 震外 乱の継続時 間等のパラ メー タの影響 にっいて論 じた。
一方,こ こで模擬地震波 に用いたよ うなstepfunctionをenvelopeとす る擬定常外
乱 に対 して,平 均応答 スペ ク トラお よび応答 スペ ク トラの上下限を解析的 に表現出来るこ
とを示 した。すなわち,擬 定常過程 に属す る入力が比較的平坦で広帯域 に亘 るスペク トル
特性を有す る ことを仮 定 し,こ れに対 する線形1自 由度系 の応答 のエネルギースペ ク トル
密度 の表現 を,周 波数 のみ の関数 と時 聞等そ の他の変数を含む関数に分離 し,後者 を用い
て非定常応答過程の等価的な定常化 を行な った。この定常化応答のergode性か ら空間領
と時間領域 の最 大応答 を等置 し,ま た,定 常過程 のenvelopeの振 巾確率密度 がRayleigh
分布で表わ され ることを用いて平均 応答 スペ ク トラの表現 を導いた。 さらに,応 答スペ ク
トラの標準偏差の表現 を同様な手法を用いて求 め,応 答 スペ ク トラの分布 が有界な ものと
仮定 してそ の上下限の表 現 を示 した。
これ らの解析的表現 に含 まれ る未定定数 を数値実験的 に求 めて,入 力 とする地震外乱 の
スペク トル特性 と最 大応答 の空 間平均 であ る空間応答 スペ ク トラ及びその上下 限の表現 を
具体的 に定 めた。そ して,既 に求めた平均 応答 スペ ク トラ及びその上下限 に対 して,こ れ
らの諸表現 を適用 し,こ の推 定式の精度 を検討 した。その結果,こ こで半解析的 に求 めた
平均応答 スペ ク トラ及 びそ の上下限の推定式 は,定 性的 に良好な一致 を示 し,定量的 には
若干 の差異 は認 められ るが通常の応答 に関す る限 り満足出来 ることが確め られた。さらに
精度の向上 をはか るために は,こ こで採 ったergode性やRayleigh分布,あ るいは諸定
数 のパラメータ依存度等の仮定 について詳細 な検討が必要であろう。
一93一
第3章 参 考 文 献
[3.1]小 堀 鐸 二,南 井 良 一 郎:多 層 弾 塑 性 構 造 物 の 地 震 レ ス ポ ン ス,京 大 防 災 研 究 所 年 報,
第7号,昭39.3,pp.141-163.
[3.2]小 堀 鐸 二,南 井 良 一 郎,井 上 豊,久 徳 敏 治:弾 塑 性 多 層 構 造 物 の 地 震 応 答 解 析 と 耐
震 設 計 資 料 の 誘 導,京 大 防 災 研 究 所 年 報,第9号,昭41.3,pp.137-164.
[3.3]小 堀 鐸 二,南 井 良 一 郎,井 上 豊,久 徳 敏 治:高 層 建 築 構 造 物 の 動 力 学 特 性 の 適 正 化
に つ い て,第4回 災 害 科 学 シ ン ポ ジ ウ ム 論 文 集,昭42.10,pp.170-173.
[3.4]吉 川 宗 治,島 通 保,入 倉 孝 次 郎:松 代 周 辺 地 域 に お け る 地 震 の 震 動 特 性 に っ い て,
第4回 災 害 科 学 シ ン ポ ジ ウ ム 論 文 集,昭42.10,pp.150-153.
[3.5]吉 川 宗 治,島 通 保,入 倉 孝 次 郎:自 然 地 震 と 人 為 加 振 に よ る 地 盤 の 振 動 特 性 に っ い

















[3.11]田治 見 宏:耐 震 理 論 に 関 す る 基 礎 的 研 究,東 大 生 産 技 術 研 究 所 報 告,第8巻,第4号,
昭34.3,pp.170-215.












































[3.28]棚橋 諒,小 堀鐸 二,南 井 良 一郎:構 造物 の動 的耐 震 設計 法 と地 震 レス ポ ンス,京 大
防 災研 究 所年 報,第5号B,昭37.3,pp.1-32.
[3.29]小堀鐸 二:動 的 耐 震 設計 の 現段 階,地 震工 学 国 内 シ ンポ ジ ウム(1962)講演 集,昭3τ
11,pp.305-310.
[3.30]小堀鐸 二,南 井 良一 郎,久 徳 敏 治,井 上 豊:あ る種 の弾 塑 性 構 造物 の地 震 応答 ,京
大 防 災研 究所 年 報,第8号,昭40.3,pp.219-233.
[3,31]小堀鐸 二,南 井 良一 郎,井 上 豊,久 徳 隆 大,藤 原 悌 三:地 震 応答 解 析 の一例 ,日 本
建 築学 会 近 畿支 部 講演 論文集,昭40.5,pp.129-132.
[3.32]後藤 尚男,土 岐 憲 三,横 山康 夫,亀 田 弘行,秋 吉 卓:強 震観 測 装 置 に よ る松代 群発
地 震記 録 の解 析,京 大 防 災研 究 所年 報,第11号A ,昭43.3,pp.275-290.
[3.33]吉川 宗 治,島 通 保,後 藤 典 俊,入 倉 孝 次 郎,赤 松純 平:人 為 加振 に よる地 盤 の震動
特 性 につ いて,京 大 防災 研 究所 年 報,第11号A ,昭43.3,pp.165-177.
[3.34]後藤 尚男,土 岐憲 三,秋 吉 卓:電 子 計算 機 に よ る耐 震 設 計 用 の人 工地 震 波 に関 す る
研 究,日 本地 震 工学 シ ンポ ジ ウム(1966)講演 集 ,昭41.10,pp.25-30.
一96一
第4章DynamicGroundComplianceを
考 慮 し た 構 造 物 の 地 震 応 答
4.1まえがき
宿命的に世界 で有数の地震国である我 が国 においては,極 く近年 に限 ったと しても,貴 重
な人命を損ない,構 造物 に多大な被 害 を生 じさせるような地震動災害 が数年に一度は生 じて
来ている。このよ うな災害 の軽減 ・防御 のために,地 震工学の研究の立場からは,建 築構造
物の真の耐震安全性 を把握 し,合 理的なその動的耐震設計法[4.1]・[42]を確立 す ることが急
務 とされて来ている。 このためには,構 造物系に作用 する地震外乱の特性,お よび構造物系
の終局状態 に至 るまでの弾塑性領域 における動力学的特性 をそれぞれ独 自に明 らかに して行
くとともに,両 者 の関連 にお いて示 され る地震時の構造物系の挙動 を詳細 に検討 して,構 造
物系の終局耐震安全性に係 わる重要 な要素 を抽出 して行 くことが必要で ある肱2]。したがっ
て,第2章 に述 べ られた如 く,地 震時 における構造物 系の動的挙動 を観測 して,そ の地震応
答特性 を実験 ・計測的な手法 によって解 明す るapproachが重要であるとともに,第3章 に
その一部が示 され たよ うな,地 震外乱特性 および構造物系の弾塑性動力学特性 を模擬 して,
実験計測的 には得 る機 会の少ないか,あ るいは得 ることの出来ないであろうと考 えられ る構
造物系の終局状態 に至 るまでの挙動 を,計 算機 上で解 明す る,い わゆる地震応答解析 に基づ
いたapproachも重要 となって来る。
このような観点か ら,強 震時におけ る構造物系 の応答計測に基づいた研究,あ るいは,地
震外乱特性 と構造物系の動力学特性 の設定による地震応答解析 に基づ いた研究が多数行なわ
れて来ているが,地 震による構造物系の挙動は,地 震外乱の特性および構造物系の弾塑性動
力学特性 とともに,基 礎地盤 の動力学特性 の影響[4.3]をも大き く受けることが明 らかに示 さ
れている。すなわ ち,地 震外乱 の特性は,地 震の発震機構,震 源位置,地 震規模等の震源 に
おける条件,震 源か らの伝播距離やその経路の媒質の力学的性質,さ らに,構 造物 の基礎地
盤の動力学特性,特 に,地 表面下十数米 から数十米程度 の表層地盤 の地下構造の構成や形態
お よび媒質の特性等,非 常転に多種多様 な要素が複雑に絡み合 った結果 として,極 めて不規則,
非定常な性質 を示す と同時に,個 々の地震 によるその特 性は大 きな差異 を生 じている[4.4]。
また,構 造物系の動力学特 性は,そ の構造材料,構 造形式 あるいは建物規模 によって多様性
を有するが,地 震時にお けるその動的挙動 と して卓越す る基本固有振動特性に注 目すると,
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一般 に,そ の周期 は建物 が高 い程 長 くな る傾向 にあ り,し たが って,動 力学 的 な観点 からは,
高層建築物 の場合 は長周期 を有 し,か つ,建 物規模 に応 じた 良好な支 持条 件 を得 るべ く堅
固な地盤 に建設 され るために,こ のよ うな構造物系の振動特性は,基 礎 固定 と仮 定 した場合
の動的挙動 に類似 してお り.基 礎地盤 の影響 は少 ないが,一 方,比 較的低層 の建築物 の揚合
は,種 々の地盤条件 を有す るとともに,構 造物系 と しては剛に近づ くために,地 盤 の動力学
的な性質に応 じて連成動的挙動 が現われ,地 盤特性が構造物 と地盤iとの連成系 の復 元力特性
ならびに減衰特性 に及 ぼす影響 が大 き くなる。特に軟弱 な地盤 や ロッキング振 動 を生 じやす
い基礎地業 をもっ構造物系では,こ の連成効果が顕著 であ り連成系 の基本固有周期 が基礎 を
固定 とした構造物系の基本固有周期 の数倍 も長 くな り得 る[4噸5]。このよ うに,一 般に基礎地
盤 と構造物 系の動力学特性 に応 じて,地 盤 一 構造物連成系 として設定 した上 で,想 定され
る地震外乱特性 に対する構造物系 の地震応答 を評価す る必要がある。
以上述 べて来たよ うな観点 に立って,本 章 においては,理 論的に評価 された構造物 周辺の
基礎 地盤 の動力学特性 を用 いて,上 部構造 と接続 して連成振 動系 を設定 して,ラ ンダム性地
震外乱特性の想定の もとに弾塑性地震応答解析 を扱 ってい る。すなわち,DynamicGround
Complianceの形 で求 め られた半無限弾性地盤 上 の長方形基礎 の,harmonicな加振による
基礎下の地盤の変位 に関 して,基 礎周辺地盤 のswayに関す るカ ー 変位 伝達特性 を,非 定
常地震応答解析が可能な ように有理 関数形の伝達関数 としてsimulateする。 このよ うに抽
象化 された弾性基礎地盤 を質点系で表わ した弾性ない し弾塑性上部構造 と接続 して,地盤 一
構造物の連成系動力学モデルと して設定する。この時,激 震時に当然予想 され る弾性基礎地
盤 と構造物基礎 の接触面 における地盤 の強 い非線形性 を表わす ために,弾 塑性復元力特性を
有す る境界層地盤 を想定 して,弾 性 基礎 地盤 の境界条件 として構 造物系 との接続 を行 なって
いる。一方,地 震外乱群 には,主 としてbandlimitedwhitenoiceから作製 した12個 の
波形 関数 を用い,弾 性地盤 一 境界層地盤 一 質点系上部構造 か らなる連成動 力学系 の弾塑
性地震応答解析 を行 ない,そ の応答性状 について,弾 性地盤 一 境界層地盤 一 構造物基礎
からなる下部構造系 と上部構造系 とが,そ れ ぞれ独 立に存在す る場合 の基本固有周期比で定
義され る連成度パ ラメータを中心に考察 を行 なってい る。連成系各部 の応答特 性は,確 率統
計的に規定 された地震外乱 のmemberfunct量onからなるensembleにおける平均応答の変
動 とともに,ensembleにおける応答 の分布性状に関す る考察 も行 ない,応 答 の収束性によ
る平均応答 の信頼度 を考慮 している。 さらに,弾 塑性 応答 の一般的解法 として,非 線形特性
の等 価線形化解法 と数値例 も示 してい る。得 られた連成 系の弾塑性地 震応答特性 は,建 築構
造物 の動的耐震設計 における基礎地盤の影響 として要約 している。
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4.2既往 の研究の概 要
構造物系の振 動特性 あるいは地震に よる応答特性 が,基 礎地盤 の動力学特性 の影響 を受 け,
両者の動的な相互作用 の究明が構造物 系の耐震性を把握 する上で重要であることは,古 くか
ら多 くの研究者 の指摘 して来た ところであ り,ま た,現 在 も地震工学の分野において世界的
に関心の高 まっている研究 テーマである。 したがって,多 くの研究成果 が国内外で報告 され
て来ているが,そ の中か ら直接本 章の内容 に関連 を有す る主要な研究に限定 してその概要 を
述べる。
構造物の振動に及 ぼす地盤 の振 動の連成効果 にっいて,1949年に小堀 は弾性支持論に基
づいた解析 を示 し,こ の効果 が構造物 系の耐震安全性に重要な関連 を有することを指摘 して
いる[46]。その後,こ の連成作用 を動力学 モデルに置換 して応答解析 を行 なった研究 が発表
されているが,ま ず,54年 にMerrittとHousnerは地盤 のyieldingに伴 な うrocking
振動に着 目し,基 礎 に回転バ ネを有す る線形多質点系 の地震応答解析 を行 なっている[4.7]。
棚橋,小 堀,南 井 らは58年 に線形連続 体 で表 わ した上部構造 と非線形特 性を有す る下部構
造からなる系の非定常振動解 を解 析的 に表現 し,数 値解析結果 を示 して下部構造の降伏 を伴
なう連成効果 を論 じている[48]。LycanとNewmarkは61年に構造物基礎部質量 に周辺地
盤 を含 めた線形 のfreebasemode1を用 いて連成効果 を解析 し[4。9],また,下 部構造 を1
質点系 とし,質 点系上部構造 との連成系 の弾塑 性解析 を62年に筆者 らは発表 した〔43]。
Penzienらは64年に弾塑性復元力 を有す る多質点系で表わ した表層地盤 の非連成時変位を,
杭 一 構造物系 に連成 バネを介 して作用 させ る応答解析法 を示 し[410],Scavuzzoは67年
に質点系上部構造 と水 平弾性捧 で表 わした地盤か らなる系 を用 いて,地 盤 を伝播す る波 によ
。て生 じる構造物応答 をV。1、erra型積分方程式の鰍 して導・・た[411]。
以上の研究では,地 盤 一 構造物連成系を動力学 モデル として具体的に表現 し,応 答解析
の手法 とそ の結果 を扱 っているが,特 に,連 成作用 として構造物 の振動エネルギーが地盤に
伝達されるこ とによって表 わ される減衰効果 については,1935年に妹沢 と金井 は波動によ
る地下逸散減衰 として理論的 に示 し[4・12],Jacobsenは地盤 お よび構造物 内におけるせん
断pulseの伝播 を用いて,地 盤への波動伝達 による振 巾のattenuationにっ いて定量 的に
評価 した[4.13]。
これ らの研究は さらに発展 され,地 盤 一 構造物 連成系 を表わす動力学特性を定義 して,
その地震応答解析 を扱 う研究がその後多 く発表 され て来ている・ここで・構造物 周辺の動力
学特性 を,本 章 において用いているように,半 無限弾性地盤 上の剛基礎の動的応答 を3次 元
弾性波動論によって求 めて得 られ る伝達特性,DynamicGroundComplianceによって
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表現 し,地 盤 一 構造物連成系の非 定常地震応答解析 を扱 った研究に限定す る・1964年に
おける本章 の一部 の発表後,67年 にParmeleeは上部構造 を1質 点系 とし,並 進 と回転 の
complianceを考慮 して弾性連成系 の周波数応答 を求 め,Perelmanらとともに周波数に関
して合成 された地震外乱に対す る線形非定常応答か ら連成効果 を表わ し[414],また,周 波
数に依存 するcomplianceを近似的 に定数化 して用 いて多質点 系上部 構造 の応答 な どを求
めた。Sarrazinらは同様 なモデルに対 して定数 としたcomplianceを用 いて基礎 質量 に作
用する地盤反力 の偏心 の効果 を評価 した[415]。JenningsとBielakも連成系 の固有振動数
に対応する定数のc。mplianceを用いて,多質点系上部構造の場合 の略算法などを示 した[4.16]。
一方,Castellaniは地震外乱 をFourier級数 に展開 して,各 周波数 に対 する応答 の合成
から非定常応答 を求 め[4.17],UuとFage1も同様 にFastFourierTransformを用 い,
1質点[418]および多質点 の上部構造 に対す る地震応答 を求めている。 さらにWhitmanは地
盤 の動力学特性 を表層地盤 の層厚 と基礎 巾に関連 づけ,groundcomplianceあるいは質量
とバネに置換す る近似解法 を示 し[419],Rainerは連成効果 による基本 固有周期,減 衰 比の
変化 を考慮 した等価系 を定めて地震応答 を求 めている〔420]。
以上述 べて来たよ うに,地 盤 一 構造物系 の地震応答解析 を扱 った研究 の歴 史は古 く,大
別す ると,ま ず,構 造物周辺地盤 を1umpedsystemとして抽象化 し,質 量,バ ネ定数 をパ
ラメー タとして連成効果に着 目 した研究,連 成作用 を伴 な う地盤 の質量 を仮性質量 として扱
った研究,あ るいは,動 的 な地盤係数 をバネ定数 とす る研究な どが行 なわれ て来 た。 また,
最近 では,finiteelementmethodを用いて連続 した地盤 の特性 を集 中質量 一 バネ系に
置換 した研究 も行 なわれている。 これ らの扱 いでは,地 盤 の非線形性 を考慮す るこ とが容易
に行 ない得 る利点があるが,連 成効果 に伴 な う動力学特性 の振動数依存 性や,逸 散減衰効果
などを適確に表現することが出来ない欠点がある。
一方,近 年,多 くの成果 が発表 されているgroundcomplianceを用いた場合 には,地 盤
のバネ的 な性質 と波動逸散 による減衰作用 とが,振 動数の関数 として示 され,これ を用いた非
定常地震応答解 析は,一 般 に地震外乱 をFourier級数等 に展 開す る方法 を必要 とするが,近
似的 に・振動数 の関数 であるcomplianceを,ある特定 の振 動数の値 を用いて定数化 して扱
うか,あ るいはcomplianceを用 いた連成系 の固有振 動特性 をlumpedparametersystem
に賦与 して非定常地震応答解析 を行 なっている。また,こ れ までの研究 にお いては,com-
Plianceによる振動連成作用 とともに,当 然予想 され る地盤 の非線形性 を考慮 して地震応答




地震による構造物 の応答特 性は・その基礎地盤 の動的特性 によって大きい影響 を受ける
ことは既 に述べて来 た ところである。 したがって,構 造物 の合理的 な耐震 設計 のためには,
構造物周辺の基礎地盤 の動的特性 を含めた地震応答解析 を実施 して,基 礎地盤 と構造物 の
動的連成効果 を妥 当に評価 する必要がある。このよ うな地盤 と構造物 の相互作用 を定性的
・定量的に明確 にす るには実験的研究によるapproachと同時 に,理 論的に誘導 され る基
礎 一 地盤系の伝達特性 を考慮 して,構 造物 系の地震応答特性 を解析す るこ とが重要 とな
って来る。
基礎 一 地盤 系の応答特 性 を求 める理論的研究 では,地 盤 を弾性連続体 と見な して,そ
の自由表面の有限領域 を占め る剛基礎 が加振 された時の基礎下 の変位 を求 めて,い わゆる
Dyna血icGroundComplianceの形 で表現 され る基礎 一 地盤系 のカ ー 変位伝達特
性を弾性波動論 に基づいて解析す ると言 う方法が扱われて来た。[421]～[4凋
これ らの研究 においては,基 礎 下の変位 を示す解析的表現の中に含 まれ るimproperな
無限積分 を評価 す るために,数 値的には周波数 に関するdiscreteな解 しか得ることが出
来ない。 したがって,DynamicGroundComplianceを直接用 いて構造物系 の非定常
・非線形地震応答解析 を実施することは極 めて困難 である。そ こで,こ の様 にして求 めら
れたDynam量cGroundComplianceとして与え られ る基礎 一 地盤系の伝達特性 を,物
理的実現可能 の条件下 に近似伝達関数 として表現す ることによって,構 造物系 と接続 され
た連成動力学系 の非 定常 ・非線形地震応答解析 が可能 とな る。
本節では,DynamicGroundComplianceについてその概略 を述べ,っ ぎに次節以
降の非定常 ・非線形応答解析 を実施するための基礎 一 地盤系の具体的な近似伝達 関数表
示の誘導 を示す。
4.3.2DynamicGroundComplianceについて
半無限弾性体 上の剛体 を加振 した時 の動的応答 を三次元弾性波動論に基づいて求める問
[4.21]題は
,主 として円形 の剛体 を対象 として研究 が行なわれて来た。す なわち,Reissner
は等質等方な半無限弾性体 上に載 っている円形剛体 が,harmonicな垂直加振 を受ける時,
剛体下面 にお ける垂直応力 の分布 を全面 に亘 って一様 な もの として変位応答 の解 を求 めた。
Sung[4'刎は,さ らに,こ の応力 分布 をBoussinesq分布 な ど他 の分布形 を仮定 してその
影響 を考 察 した。また,Bycroftら[423]'[4刎は応力分布 をBoussinesq分布 とした上
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で,垂 直加振の他 に,水 平加振,回 転加振,振 れ加振 の場合 について扱 った。 一 方,鳥
海[42司はこれ とは独 立に,ほ ぼ同時に垂直加振 の揚合 に加 えて,水 平加振及 び回転加振
の場合 につ いて応力 分布一様 と仮定 して解 を示 した。これ らの研究 はいずれ も円形剛体を
対象 とした ものであ り,専 ら弾性地盤上 の機械基礎系 の動的応答へ関心がむけ られ ていた。
他 方,ThomsonおよびKobori[4・26ヨ・[427]は,構造物 の基礎 は一般 に長方形 をな し,そ
の形状 は種々異な るこ とを考慮 して,半 無限弾性体上の長方形剛体の加振 に対す る動的応
答 を応力分布 を一様 として多重Fourier変換 の手法 を用 いて導 いた。 その結果,円 形剛
体の場合 には考慮す るこ との出来なか った剛体 の形状 と応答特性 の間 の関係 を明 らかに し
た。
これ らの研究における剛体 の動的応答は,弾 性地盤上 の基礎 の変位振 巾を示す ことか ら,
その応答 を加振力に対す る比 で表わ して,DynamicGroundComplianceと呼んでいる。
この変位応答 の一般解 の表現 は文献[4.凋に示 され るよ うにimproperな積分 を含 んでお
り,複 素平面上で これ を評価す ることによって数値的な解 が得 られ る。 したが って,Dy-
namicGroundComplianceは振動数 に関す る複素 関数 として示 され,数 値解 は振動数
に対 してdiscreteにのみ得 ることが出来 る。DynamicGroundComplianceの実 数
部 をf1(ω'),虚数部 をf2(ω'),と表 わす時,そ の定義 か ら
u1
,。 ・Ω・=π{f・(ω')+j・ ・(ω!)}・ Ω 一 ・・σ ・1-》=τ
(4。1)
として示 される。ここにジuは 基礎の変位,Pは 加振力,Ω は円振 動数,Tは 時間.a、,
a2は定数である。(4.1)式か ら振動数に依存す る地盤 一 基礎系 の等価的 なバネ定数k,









すなわ ち,DynamicGroundComplianceの実数部は系 のバネ的作用 に,虚 数部 は減衰
的作用に寄与 が大きいことを示 している。 この減衰効果 は弾性地盤 中への波動逸散 による
エネルギー消散 を示す もの として対応 づけられている。
本研究にお いては,構 造物基礎 を表 わす もの として長方形剛体 を想定 し,ま た,弾 性地
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盤のPoisson比を1/4,基 礎 の辺 長比 を2と した場合 の水 平動に関す るDynamicGro-
undComplianceを採用す る。すなわ ち,Fig・4,1に示 され る地盤 一 基礎系 において,
長方形基礎 を水 平方向 にharmonicなカpHejΩτで加振 した時,基礎下面の応力分布 を一





で示 され る。 こ こに,b,cは 長方形 基 礎 の加振 方 向及 び そ の垂 直 方 向 の半 巾,ρ,μ は 地
盤 の密 度及 び せ ん断 弾 性 係数 を示す 。(4.3)式 に 示 され るDynamicGroundCompli-































前節に述べ られ た様 に,弾 性地盤上 の剛基礎の変位の加振力 に対す る比 として示 され る
DynamicGroundComplianceはharmonicな外乱に対 して数値解 を求めることが可能
であ り,系の伝達特性 として,周 波数 に関 してdiscreteに与えられる。これ を1umped
Parametersystemに接続 させて,非 定常 ・非線形応答解析 を実施するためにはdiscrete
に求められた応答値を満足す る確定関数で伝達特性 を表現する必要 がある。 この近似伝達関
















φ(jω)イ ・(・)ゼ・一…k(・)一 躍 φ(j・)・j碑・ω
ま た,φ(jω)=P(ω)+jQ(ω)
P(の)=R{φ(jω)},Q(ω)=1{φ(jω)}
とお くと,P(ω)とQ(ω)と の 間 に は次式 が成 立 す る[429]。
P(。)一一 ⊥ プQ(u)du
π_◎ou一 ω
Q(・)一÷ ζ 鷺 ・・
ある物理系の伝達特性 が理 論的 あるいは実験 的に
φ(jω)=P(ω)+jQ(ω)





あるいはdiscreteに得 られ ているもの とす る。 これ を取
扱いが便利 なよ うに有理関数形 の伝達関数 に近似す る際には,近 似伝達 関数 として φa(s)
を想定 し,
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φ。(・)≡ φ。(・ ・ ・・ ・ … …,・6)
と す る 。(4.11)式 よ り
φa(jω)≡ φa(jω;r1・r2,…,r4)
≡ ・


































あ る い は
{r}={r(q1,q2,…,q2N},{P}={P(q1,q2,…,q2N)}(4.17!)








の形 で表 わ し,(4.17)式,(4,17ノ)式の い ずれ か一 方 の第2式 を用 い る と,(4.18)式 の
1は,{p}ま たは{q}の いずれ か のみ を含 む こ とに な る。 そ こで,{p}あ るい は{q}は







した が って,(4.17)式,(4.19)式あ るい は(4.17ノ)式,(4.19ノ)式の両式 か ら{r},{p},
{q}が定 ま り,(4.12)式,(4,13)式を用 い て,求 め る φa(s)あるい は φa(jω)が確 定 す
る。
例 えば,(4,13)式に示 され る有理 関 数 で,N=1,2に お け る{r},{p},{q}の 関 係






。-Co綜 竃ω 一 ・。(・)+j・。(・)
・・(・)一が 宰
。。 …(・)一 ω鴇6


















以下同様 に して書 くことが出来 る。与 えられ た伝達特性に対 して近似伝達関数 の精度 を向
上 させ るためにはNの 値 を大き く採 り高 い次数 の関数 を用いることが要求 され るが,こ こ
で扱 うように,こ れ を用いた具体的な動力学 モデルに対 して応答解析 を行な うに当って,
アナ ログ計算機 あるいはデ ィジタル計算機 にお ける応答計算法の点か ら,非 常 に高い次数
の伝達特性 を含 む場合は好 ましくない問題が生 じ易いことは留意す る必要がある。
4.3.4DynamicGroundComplianceの近似 的表 現
4.3.2に示 され た半無 限弾 性地 盤 上 の 長方 形 基礎 のDynamicGroundCompliance
を有理 関 数形 の伝 達特 性 と して近 似 す るに際 し,前 節 に お け る議 論 を考慮 にお きな が らこ
こ では,実 際 の数 値例 に対 す る適 用 を次 の よ うに行 な う。
水 平動 に 関 す るDynamicGroundComplianceがす で に物 理 的 実現 性 可能 の条 件 と数
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学的安定性 を有 してい るものと仮 定 し,そ の実数部 お よび虚数部に対 して・それぞれ独立





で表わ され ている時,近 似伝達関数 は次式 で表わ され る。
φa(jω)=Pa(ω)+jqa(ω)(4・21)
・。(・)一。ω乳1・ ・。(・)一。,詳宰1(422)
(4.22)式の両式の右辺 の係数間には前節に示 したよ うに
aノ=a,b,=-ab(4.23)
の関係 を有す る必要があ り,し たがって(4.22)式の両式 を連立方程式 と して,(4.23)式
の条件下 に最小 自乗法 を適用する必要がある。 ここではP(ω),Q(ω)に対 して,それぞれ
独 立に最小 自乗法 を適用 して(4.23)式の条件 との対比 を予備的 に調 べる ものとする。
領域[o,Cd」で伝達特性P(ω),Q(ω)が与 えられてい る時,最 小自乗法 を適用す るもの




筈 一 ・[ω4P2(ω)]一・[♂P(・)]+[・ ・P・(・)]一・
器 一 ・[・・P(・)]一・[・]+[・(・)]一 ・






ここに[f(ω)]は ∫f(ω)dω を表 わ す。
0
水 平 動 の場合 につ き,長 方 形 基礎 の形 状 比c/bを1,最 小 自乗 法 の適用 範 囲 を ω=0




(4,22)式に対 応 す る もの と して
b2ω2十blb毎 ω3十b塩ω
・・(ω)=
。、ω・+。 、ω・+、 …(ω)=。 毎。・+。宝 。・+、(4・24)
































以 上 の よ うな検 討 の結 果 か ら,N=2の 場合 で可 成 り良好 な近 似 が得 られ るこ とが 予想
され,ま た,ア ナ ログ計算 機 にお ける演 算 回路 の安 定性 を も考慮 して,c/b=2の 場 合 に
























また,perturbationmethodを用いてP(ω)及びQ(ω)に対 して同時に最小 自乗法 を適
用 して近似 した場合 の結果 は次 の通 りであ る。
c1=3.093, Coニ3.249, d1=0.1573, do=1.057
最良の近似 を与える上記の係数 を用 いた近似関数値 をFig.4.2の実線で示す。 図から
明らかなよ うに,fIHについて は非常 に良い近似 を,f2Hにっいては比較的高振動数域 を
除いて良い近似 を得 たと見倣せ る。
4.3。5アナ ログ演算 回路 と周波数応答
4.3.4において得 られた水 平動 に関するDynamic
GroundComplianceの近似伝達関数表示GH@)を
用いて,こ こでは半無 限弾性地盤上の長方形基礎 が地
震外乱によって並進運動 を生 じる場合 を扱 う。
座標 をFig.4.3のよ うに採 り,Fourier変換 され
た基礎運動方程式 を示す と次の様 になる。基礎質量 を
M。,静止座標 に関す る地震外乱変位 をYH,同 じく基














また,b,cは それぞれ長方形基礎の運動方 向及 びその直角方向 の半巾 を・ρ・μ は弾性
地盤 の密度及 びせん断剛性 を,云 は変位 の基準量 を表わす。(4.25)式に対 して無次元変








(4.28)式に対 して,Four孟er変換 系での伝達関数 φ(jω)と五aplace変換系での伝達関
数 φ(s)は単にs=jω の変換 のみで互 に対応づ けられ るこ とを用 いる と次のようにLaplace
変換 系無次元基礎方程式 を得 る。




(4。32)式の非定常解 を得 るために,こ れ をアナ ログ計算機上 の演算回路に模擬す るには,
アナ ログ計算機 の各演算要素の伝達特性 を考慮 して次 の様 な手順 をふむ。
まずtimescalep,qを導入 して
t=Pτ=pqτ ノ,Sニs/P=sり/pq (4.33)
ここにtは 演算回路 の独立変数,Sはtに 対応す るLaplace変換 の複素パ ラメータであ
る。これ を用 いてDynamicGroundCompliance及び半無限地盤上 の剛体 の伝達特性

















ここにEi,Eoはそれぞれ入力及 び出力 を表わす。(4.34)式及 び(4.35)式の両式 はいず
れ も次の形 を有 してい る。
寄 一 Σ:・・S・/ム態S・(436)
これを変形 して次式を得 る。






アナ ログ計算機の各演算要素 の伝達特性 は[430]
1
加算積分器E・=一 言 ΣE・・ 加算器E・=一 ΣE・
符 号 変換 器Eoニ ーEi,係 数器E。=eEi
こ こに,eは1以 下 の正 定 数 で あ る。 これ ら を用 いて(4.34)式及 び(4.35)式に 示 され






この よ うに して(4.32)式に対応 す るア ナ ログ演 算 回路構 成 が行 なわ れ,こ れ を用 い て
4.3.4に述 べ られ たDynamicGroundComplianceの近似 伝 達 関数 の精 度検 討 をharmonic







































一 ω ノ2+jc1ω ノ+CO
(4.39)
で表 わされる。図中の応答 曲線 はsimulateされ た関数 を用いて数値的に求 めた もの,○
印の点はsimulateされた関数 をアナ ログ計算機上に模擬 してharmonic入力に対する応
答の定常状態に達 した と見倣せ る部分 の振 巾を読み取 った もの,● の点 はDynamic
GroundComplianceの値そ ものを用いて,(4.38)式及 び(4.39)式か ら求 めた厳正
解 を示 している。 ω■ の値があま り大き くない範 囲では相 当に良い近似 が得 られているも
のと考えて良いであろ う。
以上のよ うにして,半 無 限弾性 地盤 上の剛基礎 の動的挙動 を,3次 元弾性波動論に基づ
いて理論的 に求 め,振 動数 の関数 として示 され るカー変位伝達特性 か ら得 られたdiscrete
な数 値解 を満足す るような有理関数形 の近似伝達特性 として表現す ることが出来た。この
伝達関数 を構造物 の基礎周辺地盤 の動力学特性 として用い,基 礎質量 を介 して1次 元せん
断質点系で表わ される上部構造 と接続す る とともに,構 造物 基礎 に近接 す る地盤の非線形
性 を,弾 塑性復元力特性 を有 す る境界層地盤 に抽象 して,近 似伝達関数 で表わ された弾性
地盤 と構造物基 礎の間 に想 定 して,非 定常なランダム性地震外乱群 に対す る地震応答解析
を行な うことが可能 となった。
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4.4地盤 一 構造物連成系 の動特性
4。4.1序
前節においては半無限弾性地盤上 の長方形剛基礎 の水 平動 に関す るDynamicGround
Complianceから,その近似的表現 を有理関数形 の伝達関数 として導 いた。 これを用いて
構造物周辺地盤 の動的特 性を考慮 した構造物系の非定常な任意 の地震外乱群 に対 する応答
解析 を行 なうために・本節 において は地盤 一 構造物 連成系モデルの設定 を行なって基礎
運動方程式 を導 くとともに,非 定常応答解析 に先立って,弾 性域における固有値解析か ら
基本的 な動的特性 の指標 につ いて考察 を加 える。すなわ ち,種 々の力学的条件が一般にa
prioriに定 められ ている基礎地盤 と,我 々が合理的な動特性 を賦与すべ き設計対象 とし
ての構造物 とを,設 計時に考慮 し得 るよ うな物理的対応 が明快 なパ ラメータを仲介 として
接続 し,地盤 一 構造物連成系モデルを規 定す るパ ラメータ値 の広範 な領域 で動的特性 に
及ぼす下部構造連成効果 を扱 っている。
具体的には,ま ず地震時 の地盤 一 構造物系の動的挙動 を想定する時に,Dynamic
GroundComplianceで示 される弾性地盤特性が線形域内に留 ま り得ないことを考慮 して,
特に非線形化の傾 向の強い と考 えられ る構造物基礎に接触 する地盤 を境界層地盤 として定
義 し,これに非線形特性 を与 えて弾性基礎地盤 と構造物系 との連成効果が変位 あるいはせ
ん断力の レベルによって異 なるものと仮 定 している。つ ぎに,基 礎質量一 境界層地盤 一
弾性地盤か らなる下部構造系 と質点系上部構造系 とを接続 して両者 の連成効果 の把握 を容
易にするため最 も基本 的な動特性 の指標 を考え られる両構造系が単独 に存在 する時の基本
固有振動数比で定義 され る連成度パ ラメータを用 いている。この基本固有振動数は上部構
造にあっては,構 造物 の規模,構 造材料 あるいは構造形式 などの要素によって定 まり,動
的耐震設計 の立場 か らは重要 な設計 目標 とされ る。下部構造において も,表層地盤 の構造
及びその諸物理定数,基 礎地業形式 な どの種々の要素 の動力学特性 を包括的に表 わす もの
である。そ して,こ れ らは例 えば実験的方法な どで比較的容易に定量化することが可能 で
あるこ とを考慮す ると,連 成度パ ラメー タは汎用性 のある力学 的対応 の明確 な量 と考え ら
れる。
解析 を行 なった基本的な動特性は連成系の固有振動特性,特 に卓越 して挙動する基本固
有振 動につ いて連成効果による振動数 の減少,地 盤へ の波動逸 散に基づ く減衰性 の評価 な
どの他に,連 成系 の伝達 関数及 びその周波数表示,複 素振動モー ドな らび位相特性 などで
あ り,本 節 に具体的に示 された結果 は次節以降の応答解析 における適正パラメー タ領域 の
設定 あるいは応答特性 の理解 に対 して重要 な基礎資料 を提供する ものである。
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4.4.2構造物 系モデル と連成系 のパ ラメータ
半無 限弾性地盤上 に長方形の底面 を有する基礎 が載 ってお り,外 乱 を受 けて水 平方向の
振動が生 じる時 の動特性 の近似表現 は前節にお いて述 べたよ うに得 られ るが.こ れ を用い
て上部構造系が,地 盤 と連成 して示す動的相互作用 を扱 う場合,特 に,激 震時 の地盤及び
構造物基礎 の挙動 を考 えると,地 盤 を弾性体であ ると想定するこ とは理想化 に過 ぎると考
え られ る。一般 に,少 くとも構造物 基礎周辺の地盤 の強 い非線形 を考慮に入れ る必要があ
り,し たがって,こ こでは質量 の無視 し得 る極 めて薄 い地盤 の層 を弾性地盤 と構造物基礎
との接触面に想定 し,こ の層 の復元力特性 を剛塑性的 な非線形特性 として与 える。すなわ
ち,こ こで仮 定す る構造物周辺 の境界層地盤 は,弾 性域 においては殆ん ど剛 と見倣 し得て,
そ の存在 は無視出来 るが,弾 性 限強度 を超 えると強 い非線形性 を示す よ うなbilinear履
歴特性 とす る。
一方,上 部構造物系 の動特性 に関 しては,建 築構造物 の概括的 な特性 と して比較 的良い
近似 と考 えられ る一次元勇断形 の質点系 モデル として表現す る。設計対象 となる上部構造
の終 局耐震安全性 を評価すべ く,そ の復元力特性 は通常予想 され るよ うなbilinearhy-
steretictypeとして想定す るもの とす る。
このよ うに して設定 され る地盤 一 構造物連
成 動力学系 は,地 盤 における波動逸散 に伴 うエ
ネルギー減衰,お よび非線形復元力特性に よる
履歴消 費エネルギーの両者 のエネルギー減衰作
用 を含み,こ れ らの効果 に特 に注 目す るた めに,
ここでは上部構造 の内部粘性減衰の効果につい
ては無視す る。













m・s2u・+9・(・ ・一 ・、)-9・(・ ・ 一 ・・)一 一m・f+・ 。 (4.40)
κ
、κH(q・)'・、-9・(・一・、)一σ9
ここに,sは 無次元基礎方程式 の独 立変数 τに関す るプラス変換複素パ ラメー タであ り,
σi,σ0および σ
gは初期条件演算子 による非斉次項 である。
有次元基礎方程式,無 次元基礎方程式 およびラプラス変換系無次元基礎 方程式 の独立変
数,従 属変数の間には次の関係が ある。
・一
〉屠 丁・ 噌,(U・ 一 撒 ピ・TdT),









造i質 点,下 部質量及 び弾性基礎地盤の静止座
標に関す る変位,YH:地 震外 乱の静止座標 に
関す る変位,A:地 震外乱 の最大加速度振 巾,
M,K,△及 びB=K△:質 量,剛 性,変 位及 び
強度 の規準量である。 また,Fig.4.8に示 さ






















・・(・・一 ・・)Cκ ・ψ・(・・一 ・・・… δ・)=〒 の・(Y・-Y・ ・K…K・2・ へ)
睾∴㌔ 含=へ'讐+繍/ 一
ここに のi及び の0:上部構造i層 及 び境界層地盤 の復元力特 性,Kj1及び1～2:の1の
初期剛性及び第2分 枝 剛性,△j:のjの 弾性限変位,Bj:のjの 弾性限強度 を表わす。
また,弾 性地盤 の無 次元等価剛性 は次式 で示 され る。
μb
π=κ ・(4・46)








こ こに のHは 弾性 基 礎 地盤 のDynamicGroundComplianceから近 似 され た復 元 力特性
の有 次 元表 示 で あ る。 また
の.=qω,τ,=τ/q(4 .48)
の 関係 に注 目す る と
σ一・〉厚 Ω一・漂 濡 ・・質一/頚 丁一÷/頚 ン薯 ・
(4.49)
・一・ノ 写 .屠(4.50)














λ 一 ・Ω ・ 一.・ ω ・ 一 ・ω 急
、Ω 、 ・ω 、 ・ω ゑ
(4.53)
ここに,1Ω、は基礎 固定時の上部構造系 の基本固有振動数,1Ωgは 下部構 造系のみの
基本固有振動 数を示す。パ ラメー タ λは上部構造 に対す る下部構造系 の連成度 を規定す る
もので,λ=0は 基礎固定時 を表わ し,λ の値の増加 とともに硬質地盤系から軟質地盤系
へ と移 るこ とを意味 している。
4.4.3連成系の伝達関数 と単位衝撃応答
4.4.2に述べられた地盤 一 構造物連成系の動的特性 を,ま ず基本的に弾性域において解
析 するもの とし,こ こでは,復 元力特性 を初期剛性によって表わされる線形特 性 とす る。

















で表 わされる伝達関数マ トリックス[G(s)]を用い ると変位{φ}は 次式 で表わ され る。
{φ}=[G(s)]{F}
伝達 関数マ トリックス[G(s)]のラプラス逆変換 で与 えられ る単位衝撃応答 マ トリックス
[g(τ)]はdet.[W(s)]=0の固有値問題 を解 くことによって与 え られ る複素 固有値s、
を用いて一般的 な表現 が得 られ る[431]。(4.56)式よ り
(qs)2十Clqs十CO[W(
s)]=κ 十 κo一 κ09dで
qs十d♂
一κomos2十 κo十κ1一 κ1(4 .58)
一κ。 ㎞。S2+κ。
で あ り,det.[W(s)]=0は2+2(n+1)次 代 数方 程式 とな り,n+2組 の共輌 複 素 固









値 と共 に1つ の実数 固有値 を得 るが,前 節 の議論 よ り,安 定系 の条件 か らこの実数固有値
は負数 とな り,ま た,共 範複素固有値 の実数部 も負数 として得 られ る。今,簡 単のため,
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　一(4.61)式は一 実根 と一 組 の共 範 複 素根 を与 え る。 これ をそ れ ぞれs、=α 、,s2=s3=α2
+1β2と 表 わす と,α1〈0,α2〈0で あ る。 また,β>0を 採 る もの とす る と,











と して基礎 の単 位 衝撃 応 答 が 表 現 出来 る。
4.4.4連 成 系 の固有 振 動特 性
連成 系 の 固有 値方 程 式 は
det.[W(s)]=det・ ・,・H(q・)+・ ・ 一 κ・0=0










で表わされ る。(4.65)式の解 として得 られ る共範複素固有値の絶対値 の小 さい順に並ベ
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た共 範複 素 固 有 ベ ク トル{。s},レ=1,2,…,n+2に 対 して,そ れ ぞ れ に対 応 す る2種 の
複 素 固有 ベ ク トル{。 ψ}(列 ベ ク トル),{。 ψ}(行 ベ ク トル)は 次 式 で定 義 され る。
[W(μs)]{レg}二{0},{ッψ}[W(ッs)]={0}(4.66)
す なわ ち,複 素 固有 ベ ク トル{ッψ},しψ}は 次 のよ うに定 め る こ とが 出 来 る[432]。
{μ9}={[1]△iλッ},{ソ ψ}={[1]△μソj}
こ こに[1]△ijは[WGs)]の(i,」)要 素co-factorを示 す 。











に対する1ω をFig.4.9に,2ωをFig.4.10に示す。1次 固有振動数及 び2次 固有振






























少す る傾向を示 し,地盤 が軟 らか くなるにっれて,連 成系 の低次の固有周期は伸長す るこ
とを示 している。 この傾向 を更に詳細 に考察す ると,基 本 固有振動数 に関 しては,下 部質
量moの 影響 は大で あ り,上部構造 に対 して小 さい下部質量 を有するmo=0。2の場合 は
比較的弱 い連成度 に対 して も固有振動数の減少は顕著 であ り,λ=0.6の場合 に1ωは0.8
飼(L6となっている。一方,mo=O .8の場合 には,λ の大 きい領域で固有振動数の減少 が
顕著 とな り・ また・ これ らの傾向 は弾性地盤 の等価質量 に対す る下部質量 の比mgの 大 な
る場合に強調 されている。2次 固有振動 については,λ の小 さい領域0.1～0.4での振動
数の急激な減少 が共通 に現われ,連 成効果 に伴 な う高次振動,特 に2次 振動 の連成系振動
特性への寄与が急変することを示 してい る。 あるいは,上 部構造の振動特性 に着 目して,
基礎固定時の上部構 造の基本固有周期が地盤連成 に伴なって どのよ うに変化す るかにっい
てその伸 び率1ω/1ωsで評価 した ものがFig.4.11～13である。質量比mo及 びmgに対































































一方,(4.68)式で示 され る減衰 比 。heqにっいては,連 成系の基本 固有振動 に関 して
Fig.4.14に示す。 ここに示 され る減衰作用は弾性地盤 中への波動逸 散に伴 な うエネルギ
ー減衰 であ り,下 部構造系 の剛性の低 い場合,す なわ ち,λ の値 の大な る場合 がよ り大き
い減衰比 を示すが,質 量 比mo及 びmgに 対 して複雑 な傾向 を有 している。 λ≦0・6の領
域 では下部質量moの 小 さい方 がよ り大きい減衰 を示す のに対 して,λ ≧1.2では逆の傾
向が現われてお り,ま た,mg=1・6に対 しては・ λの増加 に伴 な う減衰性 の増加は顕著
であるが,mg=32.0に対 しては減衰性は小 さく,λ の増加 に関 して も比較 的緩やかな変
動 を示 している・下部構造系における質量 比mgは単 に質量のみでな く・ 長方形基礎 の巾に
関す るパ ラメータを含 んでお り,mgの 小なる時,基 礎 巾は大 きい事 を意味す る。 したが
って,Fig・4・15及びFig・4・16に示 される様 に・mgに 関 して これを表示する と・ 一般





















このよ うな固有振動数及 び等価減衰比の変動の傾 向 を同時に表 わ した図がFig.4.17で
ある。図の実線が基礎 固定時(λ=0;1ω=1ω,=1,1heq=0)の上部構造が,λ の増
加に伴 なって下部構造系 との連成効果が増加 し,基 本 固有振 動数 が減少(図 の下方へ)す
るとともに,減 衰性 が増加(図 の右方へ)す ることを示 している。図 か ら明 らかなよ うに,
mg=1.6の場合は連成効果 は固有周期 の伸 長よ りもむ しろ減 衰性 の増加 の傾 向にあ り,m
g
=32・0の場合 は固有周期 の伸 びが著 じる しい。 また,図 の点線 は同一 の下部構造 系に対
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して,質 量,剛 性の異 なった上部構造 を
想定 した場合 の基本 固有振動 に関す る指
標の変化 を示 した もので,λ の増加 に伴
ない上部構造系 が剛 となることを示 して
いる。この揚合 は λの増加 にっれ て右上
りの曲線 で示 され,基 本固有振 動数 は次

















































(4.66)式で 示 され る複 素 固有 振 動 モ ー ドの一 例 と して,
ラ メー タ値 を以 下 の様 に定 め た場合 をTable4.1に示す 。
上部構造3質 点系 とし,各 パ
{mi}={1},{κi}={1-2(i-1)/9},i=1～3
m,-8・0・m・-0・5・ ・ 。-40・ λ 一 〇・3
、
Table4.1Complexeigenvaluesoflineardynamicsystem.


















































































































表第1行 は しslの小 さい順 に付 けた次数の複素固有値 を示 し,上 段 は実数部,中 段は
虚 数部,下 段 は絶対値 を示す。第2行 ～第6行 は連成系 の各位置 に対応す る運動座標 に関
す る各 次数の正規化直交固有ベ ク トルで,そ れぞれ上段 は実数部,下 段 は虚数部 を示す。
この複素固有 ベ ク トル を用 いて4.4.3における単位衝撃応答 マ トリックス[g(τ)]が決定
され るが,こ のような複素構造物系において一般 に現われ るよ うに,各 次数 の振 動モー ド
は連成系各位置にお ける位相 が異なっていることが表か ら明 らかであ る。
4.4.5連成系 の周波数応答特性
4.4.4においては連成系の各種パ ラメー タ値に対す る基本的動特 性の指標 として固有振
動数 あるいは地盤へ の波動逸散による減衰性状な どの固有振 動特 性につ いて述 べたが,次
節以降 に扱われ る連成系各部 の応答性状把握 のためには単に固有振 動性状 のみな らず,比
較的巾広 い領域 における周波数応答特性 を知 る必要がある。 したが って,こ こでは基本的
な応答特性で ある連成系各部の弾性域にお ける周波数応答 の表示 と若干 の数値例 を示す。
4.4。2の(4.40)式に もとついて運動座標系に関す る連成系 の弾性域 における基礎方程

























(4。71)式に お い てs=jω とす る と
{u(jω)}=[W(jω)]辱1{F(jω)}
=[G(jω)][M]{1}ω2UH(4 .73)
したが って,運 動 座標 系 にお け る連 成 系各 部 変位 の地 動変位 に対 す る増 巾率 は
{u(jω)/uH}ニ[G(jω)][M]{1}ω2={R(u(jω)/uH)+jl(u(jω)/uH)}
(4.74)
で表わ され る。 こ こにR()及 び1()は そ れぞ れ実 数部及 び虚数部 を示 す。 相 対変
位 ある いは絶 対変 位 につ いて は次式 で表 わ され る。
相対 変 位:[J]{u(jω)/UH}=[J][G(1ω)][M]{1}ω2
=[J]{R(u(jω)/uH)+jl(u(jω)/uH)}(4.75)








数値 例 と して は,mo=0.2,mgニ1.6の 場合 の相 対 変位 の周 波 数 応答 をFlgs・4.18(a)














































































































上部構造 につ いては・ λの小 さい領域では基本 固有振動数 を中心 として非常にsharpな
特性 を有 するが,λ の増加 とともに基本固有振動 の減衰 が増加 し,振 巾 も減少 して高振動
数側の振 巾が卓越 して来 る・境界層地盤 はその線形域での特性 から振 巾は非常に小 さく,
ノ
低振動数 域での挙動は上部構造の場合 に類似 している。弾性地盤 については,λ の増加 に
ょる基本固有振動 の振 巾の減少が比較的小 さく,逆 に高振動数側 での増巾に乏 しい傾 向に
ある。また,位 相 につ いては上部構造 と境界層地盤 は ω≦2.4で一致 しているが,こ の領
域で弾性地盤の応答 とは可成 りの位相差 を有 していることが判 る。
Figs.4.20(a)～(c)には λ=0.6の場合 にっ いての絶対変位 の増巾率 を示 している。上












は急激に減少 しているが,パ ラメー タ
m。及 びmgの 値の組み合せに よって連
成系 の固有振動数及 び減衰性 の相違 が
現われている。
基礎質量及 び弾性地盤 の応答 曲線は
殆ん ど一致 し,境 界層地盤 の変形 の寄
与が僅少であることを示 している。 ま
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以 上述べて来た ように,こ こで設定 したような地盤 一 構造物連成系 の弾 性域 にお ける
動特性,特 に地震時 の挙動 として卓越 す る基本固有振動特性 は,下 部構造系 の連成効果が
増加す るとともに基本 固有周期 の伸長,地 盤 への波動逸散 に よる減衰効果 の増加及 び上部
構造に対す る下部構造系 のfiiter特性 の変化 などで表 わされ るような影響 を受 ける。 そ
して,こ れ ら動特性の変化は(4.53)式に定義 した連成度 パ ラメー タ λ によって強 く支
配 されるが,そ の他 に も連成系 を規定す る多種 のパ ラメータの影響 を無視す ることは出来i
ない。 したがって,次 節以降で扱われ る連成 系の非定常地震応答解析 においては,多 くの
パ ラメー タに関する広範な領域に亘っての応答特性把握が必要 とされ る。
4,5地 盤 一 構造物連成系 の弾性地震応答特性
4.5.1序
弾塑性構造物 の地震応答 に及 ぼす基礎地盤 の動力学特性 の影響 を明 らかに し,さ らに構
造物 の動的耐震設計法にお ける定量的な設計基礎資料 を誘導す るために,基 礎地盤 一 質
点系構造物 からなる連成動力学系 を設定 し,多 くの動力学パ ラメータに関す る連成系の基
本的 な動特性にっいての解析 を行 なって来たが,本 節においてはこのよ うな連成動力学 を
対象 として具体的 な非定常地震応答解析 を実 施 し,そ の結果 にっいて考察 を加 える。すな
わち,前 節に詳述 された具体的な連成系モデルに関す る固有振動特性 あるいは周波数応答
特性 などの基本的 な動特性 を考慮 しなが ら,構 造物 の動的耐 震設計 のための基礎 資料 を得
ることを目的 として,ラ ンダム性地震外乱群 に対 して構造物 の耐震安 全性評価のための基
本的 な尺度 と想定 され る最 大応答 を非定常解析か ら求 め,ensemble平均 としての連成系
各部応答特性 を扱 う。
ここでは主 として連成系 における上部構造系 の応答 性状 に及 ぼす下部構 造系 の影響 を明
確にするために,上 部構造系 として最 も単純 な系 として1自 由度系 を採用 してい る。そ し
て,前 節において明 らかにされ た弾性域 における動特性 との対 比 を計 るために,上 部構造
及 び境界層地盤 の復元力特性 を線形 と仮定 し,ラ ンダム性地 震外乱群 に よる非定常応答の
最大値に及ぼす連成動力学系及び地震外乱に関す る各種パ ラメータの影響 に着 目する。ま
た,こ れ ら最大応答のensemble平均量 の信頼性 を評価す るために,最 大応答 のensem-
bleにお ける分布性状 を定量的 に表わ して,こ れにっ いての考察 覧加 える。 したがって,
その前提 となる有限個 のmemberfunctionで構成 され る地震外 乱群 の スペ ク トル特性
のensembleにおける分布性状 をスペ ク トル密度 あるいは応答 スペク トルの手法 を用いて
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明らかに し・ これ と比較す ることか ら連成系 の応答特性 を評価する。
4,5.2基礎運動方程式
ここでは,ま ず基本的 な応答特性 に着 目す る もの として,水 平方向のGroundCompli-
anceを考慮す る場合 のみ に限定す る。 したがって,上 部構造系 は1次 元せん断形質点系
とする。
運動座標 に関す る無次元 ラプラス変換系 での基礎方程式は4.4.2に基づいて次のよ うに
書ける。
mis2ui+κi(・r・i.、)一 ・i.、(・i.、一 ・i)一 一mif+・i
i=1・2ヂ.● ・n,Un=Un+l
m・s2u・+κ ・(・・-ug)一 κ・(・ ・一 ・・)一 一m・f+・ ・
κ
、κH(q・)・ 、一 κ・(・・一 ・,)一 ・9
こ こ で,





sは無次元基礎方程式 の独立変数 τに関す るラプラス変換複素パ ラメータであ り
(4.80)
また,σpσo,σgは初期条件演算子 による非斉次項 である。なお,非 定常応答解析 にお
いては初期条件はすべて零,す なわち,静 止状態か ら地震外乱 を受 けるもの とす る。















Yi,Yo・Yg:上部構造i質 点・下部質量・弾性基礎 地盤 の 静止 座標 に関 する
変位
マH:地 震外乱 の静止座標 に関す る変位
A:地 震外乱 の最大加速度振 巾
M,K,△,B=K△:質 量,剛 性,変 位,強 度 の基準量
である。また,上 部構造 の質量及 び剛性 につ いては次式 で定義す る。
MiKil
m・=天f・ κ・=τ ・i=1・2・".・n (4,82)
ここに,Mi:上 部構造i質 点質量
Ki1=上部構造i層 剛性
である。下部構造の うち,下 部質量M。及 び,境 界層地盤剛性Ko1にっ いての無次元表示








ここに,b:長 方形 基礎 の振動方向辺 長の%
ρ:弾性地盤 の密度
μ:弾性地盤 の剛性









〉厚 丁一÷ 滞/薯 ・
(4.86)
(4.87)
さて,弾 性地盤 の伝達特性 として(4.85)式が与 えられると,こ の弾性地盤上 に下部質
量Moが 載 っている時 の,す なわち,境 界層地盤 の剛性 は無限に大きいとした時 の弾性域
における下部構造系のみの無次元基本固有 円振動数1ω急はmgの みの関数 と して
一m
gω■2+κH(ω')=0
の1組 の複素根 の虚 数部 として得 られ,
Table4,2に示す通 りである。
下部構造 と質点系上部構造 を接続 し
て連成動力学系 を構成 する際に,4,4.
2で扱 った ように下部構造 と上部構造
の連成度 を表 わすパ ラメー タと して現
実の地盤 一 構造物系 について定量化
が容 易 と考 え られ る量 λを,下 部構造
のみの基本 固有円振動数1Ω gに 対 す
る基礎固定 とした時の上部構造 の基本














λ」 玉 一 ・ω・ 一 三ω急
1Ω91ω91ω 急
(4.89)
(4.89)式 の λ とTable4.2の1%を 用 い,さ ら に(4.86)式,(4.87)式 と に よ っ て
・一・撒 一・/矯 (4.90)
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と してqが 定 め られ るが,こ の場合(4.83)式,(4.84)式,(4.89)式お よび(4.90)式
のmo,mg,κg,λ,qは 互 に独 立 に定 め得 ず
恥 一噛 一ぜ ㌔(、 ω急
1ωS)2(491)
の関係 で表わ され る。 したがって有次元量 として定量化 の容易 なパ ラメータの組み合 わせ
として幾っかの揚合 が考 えられ るが,こ こでは上部構造 との関連 にお いて下部質量の比m。,
下部質量 と弾性地盤 の質量比mg,上 部構造 の対 下部構 造基本 固有振 動数比 λを独 立なパ
ラメータに選 ぶ。 したがって・弾性地盤 の等価剛性比 κ9あるいは弾性地盤 の無次元 せん























































































例 えば・ ここで後述 の応答解析 に用 いたパ ラメー タ値 である次 の諸数値 を与えて κ
9,
1/q等補助パ ラメータの関係 を示す とTable4.3のよ うになる。 すなわち,上 部構造 を




としている。なお,Table4.3には連成系の基本的な動特性 の指標 として4.4.3で扱 っ
た下部構造連成 に伴 な う基本固有周期の伸 長比1ω、/1ω及 び地盤 への波動逸散減衰 の基
本固有振動 に対す る等価減衰 比1heqを併記 して ある。
4,5,3地震外乱群 の特性
構造物系 の地震応答解析において は,構 造物 内において過去に記録 された地盤 をも含め
た構造物系の応答 と考え られ る強震計の記録波形 を地震外乱 の波形関数 として選ぶ場合 が
多い。あるいは構造物周辺の地盤 を含 めて,地 盤系の伝達特性 を一 自由度系 の特性 として
表わ し,wh孟tenoiseをfiIterして振 動数特性 を持たせ,こ れ を応答解析用 の地震外乱
として想定す る研究 も行なわれている。本研究では,構 造物周辺の基礎地盤 の特性 を動力
学系 モデルに含 めて考 えるものであ り,こ のよ うな予め与 えられた特性 を持っ地震外乱 を
想定するこ とは適 当で な く,し か も,こ のよ うな条件 の もとで,強 震記録 を数多 く入手す
ることは勿論,未 だ小数例 も得 られ ていない現状 では,地 震外乱群 の予め規 定された振動
数特性 を考慮外 にお くために,確 率統計的 に表現 される一群 のbandlimitedwhitednoise
を地震外乱 と して用い る。
すなわち,過 去 の強震記録波形 に見 られ る比較的顕著な振動数領域の上下限を若干拡げ
る意味で,whitenoisegeneraterの出力 を公称上下限振動数比50:1のbandpass
filterを通 してbandIimitedwhitenoiseを得,通 常の強震継続 時間 と同程度 の継続
時聞 として上 限振動数 における波 の周期の30倍,下 限振動数に対 しては0.6波分 の長 さ
を切 り出 し,波 形関数 として12のmemberfunctionを採用 した。 各波形関数の振 巾の
自乗 平均値 を等 しくしてそれぞれ のmemberfunctionのintensityを揃えた。






こ こ に,Td=n△t,ま た,s(t)はunitstepfunctionを 表 わ す 。 ま たxTd(t)の
Fourier変換 は
X・、(1・)イd・T、(・)・綱 ・・-R(X・、(j・))+jl(X・、(jω)) (4.93)
で表 わ され,こ れ を用 いて各memberhmctionのFourier変換 か らpowerspectrum
S(ω)を次 式 に よ り求 めた 。
S(ω)判XTd(jω)1㌧/Td=lR(XTd(jω)+j層(XTd(jω)12/Td (4.94)
これ ら をensemble平均 す る こ とに よっ て求 め た地 震外 乱 群 の平均powerspectrumを
Fig.4.21に示 す 。図 は各memberfunctionの自乗 平均 値 を1と してFourierspectrum
の平均 値 を示 した もの で,横 軸 のΩ 、は上 限 円振 動 数 で ある 。図 か ら明 らか な よ うに,12
のmemberfunctionにつ い て の平均 では未 だ振 動数 に関 す るpowerの 変 動 は非 常 に大
き く,Ωu/Ω で定義 され るパ ラ メー タ レにつ い て こ の変動 を示 す と,2～2,5で はpower
は高 く,3で は低 い値 とな り,4～5で 再 び高 く,5.5～6で 急 激 に低 く,7～10で 高 い
値 を示 して い る。後 述 の応答 値 との関連 を調 べ る意 味 で,小 区 間 の振 動 数 域 にっ いて の変
動 を,powerの1/2乗 す なわ ち,振 巾 にっ い て,個 々のmemberfunctionの特 性 の分
















また,各memberfunctionの 絶 対 最 大振 巾に っ い ては,平 均 値2.93,標準 偏差0.295,
そ の比9.92,最大 値3.67,最 小値2。57で あ った 。す な わ ち,各memberfunctionの特
性 の うち,最 大振 巾の 分布 は比較 的狭 い領域 内に留 ま るが,小 区 間 の振 動 数 域 に お け る
powerの変 動 は可 成 り大 で あ り,sharpなfilter特性 を示す 系 に対 して はそ の応答 量 の
変動 も大 き くな る こと が予 想 され る。
一 方,入 力 の スペ ク トル特 性 を単純 な系 の出力 の形 で表 現す る もの[4'33]として,12の
の外 乱 に よ る平均 速 度 応答 ス ペ ク トル(s.)を示 した もの がFig.4.22であ る。 縦軸 は任
意 ス ケー ル と して有 次 元 の地 震外 乱 最 大加 速 度振 巾Aと 前 述 の Ω、を用 い て示 し,横 軸 に
は レす な わ ち,Ω 、に対 す る1自 由度 系 の固有 円振 動数 る を採 用 して いる。 この図 で は系
の伝 達特 性 に よ ってsmoothingがな され るた めに,Fig.4.21に 比較 して 平滑 化 され,
減衰 比hの 増加 と と もに幅広 い振 動数 域 をお お うた めに μに関す る変 動 は小 とな って い る。







6で小 さく,7附 近で急激 なpeakを示 し,8～12で 幾分変動はあ るものの長周期側 では
比較的 平坦 となっている。また,Table4.5には各memberfunctionによる速 度応答
スペ ク トルの平均値 の標 準偏差 に対す る比 を示 した もので,傾 向 としては減衰 比が増すほ
ど,或 いは周期が短 いほ ど大 きい値 を示 し,応答 値の分布 が狭域 に留 まることを示 してい
る。 しか し,特 に短周期領域では ツによる変動がhに よる変動 よ り大であ り,こ の ような
外乱 を受ける系の応答 は,0～20%程 度 の減衰比 の範囲 では減衰比 よ りも外 乱のpower
の卓越 した振動数の影響 を受け易 いよ うである。
Table4.5Ratioofaverageresponsetoitsstandarddeviation.
レ h=0 0,005 0.01 G.02 0.05 0.1 0.2
1 3.07 3.98 4.43 5.04 7.07 10.81 13.96
2 2.23 2.58 2.92 3.58 5.57 6.23 6.41
3 5.71 5.42 5.43 5.56 5.24 8.00 8.84
4 2.55 2.74 2.83 3.14 4.27 6.57 10.45
5 3.44 3.67 3.98 4.55 5.82 6.83 8.22
6 2.97 3.02 3.02 3.32 4.14 5.66 6.97
7 2.69 2.70 2.72 2.85 3.15 3.71 4.69
8 2.19 2.19 2.21 2.36 2.53 2.88 3.77
9 2.26 2.30 231 2.39 2.65 2.63 3.42
10 2.11 2.11 2.10 2.11 2.20 2.48 3.07
12.5 2.58 2.57 2.54 2.51 2.49 2.57 2.63
15 2.45 2.45 2.44 2.45 2.46 2.48 2.83
17.5 2.17 2.15 2.16 2.23 2.38 2.66 2.93
20 2.03 2.04 2.04 2ユ0 2.26 2.54 3.12
22.5 2.21 2.23 2.23 2.32 2.51 2.78 3.46
25 2.42 2.44 2.43 2.51 2.67 2.91 3.17
4.5.4非定常地震応答解析
4.5.2における(4.79)に示 され る基礎方程式 の非斉次項fは(4 .81)式に定義 される
ように無次元地震加速度外乱 α・α(τ)を表わ し,α は無次元地震外乱 の最大加速度振 巾を
与える もので,地 震外乱強度パ ラメータ として規定 される。 αと上部構造のベースシャー




で与えられ,地 震外乱 の最大加速度振巾 を震度の形A/9で 規定すると,αは震度のべ一ス
シャー係数に対す る比 を示す。 ここでは弾性応答解析 を対称 とするため規準的 な量 として
α=1と おいている。
α(τ)は4.5.3に規定 した ようにbandlimitedwhitenoiseから有限継続時間 を切 り
出 して採 用 した各memberfunctionの波形関数 を示す。 これ らの各memberfunction
は振 巾の 自乗 平均 値 を等 しくして,確 率統計的な意味でのintensityを一定に してあるた
めに,各 波形 関数 の絶対最大値はそれぞれ異 な り,前述 のよ うに自乗 を1と する と12の
memberfunctionの絶対最大値は3.67～2.57の間に分布 している。ここでは,α の定
義 とのためにmemberfunctionの内 最小の絶対最大値 を使用 し,各memberfunction
の自乗平均値 は等 しくしてい る。
っぎに,地 震外乱 と構造物 系の振動数 関係 を示す無次元パ ラメータとして次式 で μを定
義す る。
Ωuωuω も
レ ニ ニ コ
、Ωs、 ωs、 ω 急
(4.96)
す なわ ち,基 礎 固 定 の上部 構 造 の基 本 固 有振 動数 に対 す るbandlimitedwhitenoise
の上 限 円振 動 数 の比 で示 され るパ ラ メー タで あ る。連 成 系 の基本 固有 円振 動 数 は こ こで対
象 としたパ ラメ ー タの領 域 内で,Table4.3に 示 され る よ うに最 小1Ωs/3.92とな り,








上 部 構 造7r1= 五
一139一
lYo-Yglmax境 界 層地 盤
γrO= 五
弾灘 ・㎎一賑 芸HI… / (4.97)
で示 される無次元相対 変位 の絶対最大値 についてで あ り,こ こでは△ として上部構造復元
力特性の弾性限変位 を採用 しているので,上 部構造については靱性率そ の ものを示 し,境
界層については靱性率 の1/40を示 している。(4,97)式で定義 された地盤一 構造物系の
各部応答量 を,各 種パ ラメータ値の組み合 わせに対 して地震外乱 の12のmemberfunction
につ いての非定常応答解析か ら求 め,そ のensemble平均,平 均値 の標 準偏差 に対する比












ここ に〈 〉 は12のmemberfunctionにっ い て の平均 を表 わす 。E7riは 各 種 パ ラ
メータに関す る応答量の平均的 な変動 の傾向 を,〉冗 はその応答量 の拡が りの巾 を,
Erri/V冗は正規化 され た分布性状 を,a及 びbは 分布 性状 とともに正規化 された応答
量の拡が りの巾を示す指標 として採用 してい る。
4.5.5結果 とそ の考察
前節までに述べて来た ような地盤 一 構造物 の連成系 の非定常地震応答解析 の結果につ
いて,弾 性域 における応答性状 にっいて考察す る。




乱 に対す る平均 としてE7r1・EγrO・Eγrgで示 している。 αの値 を1と して縦軸 のスケ















































F三gs.4.23(a)及び4.24(a)に示 され る上部構造応答E乞1は,mg=1,6及 び32.0にっ
いて ツ=2及 び5の 場合 いずれ もλに関す る明瞭な減少 関数 である。 この理 由 として次の
諸点 を指摘出来る。(1)λの増大 によって弾性地盤 が軟か くな り,連 成系 の基本固有周期
が長 くなる。また,応 答靱性率 スペ ク トルは応答加速度 スペク トルあるいは応答 せん断力
スペク トルに同等 な ものであ り,無 減衰1自 由度系がwhitenoise入力 を受 ける時の定
常状態における応答せん断力 スペ ク トルは振動数の1/2乗に比例す ること[433]から類推
出来 るように,加 速度 一 加速度 あるいは加速度 一 力 の伝達特性 として作用 するfilter
効果 が振動数の減少 とともに高 まることによる もの と考 えられる。この基本固有周期の伸
び率はTable4.3にも示す ように,λ=1.6とす るとmg=1.6の場合 は2.54に達 し,
32.0の場合 は3.92となる。非定常性 を無視す るもの として靱性率応答 が系 の基本固有振
動数の1/2乗に比例す る もの とすれば,同 程度 の粘性減衰 比 を有す る場合 は λ=0の 揚合
に比較 して え=1.6の場合 は,系 の応答量 はmg=1,6については約63%,32.0について
は約50%に なる と考 え られ る。 ② また,λの増加 に伴 なって連成系 の基本固有周期が伸
びることによって,基 本固有周期 に対す る外乱 の継続 時間が相対的に短 くな り,非 定常性
の増大によって応答量 が未だ小さい領域 にある場合 が考え られ る。 レ=5の 場合,m=
9
32.0,λ=1.6の系 につ いて は,非 定常 性 を表 わすenvelop関数 値 は 次 の値 とな る。
1-・xp(-2・h。q、 ω ・d)-0・846 (4。99)
ここに τdは外乱継続時間である。 したがって定常状態に入っている場合 に比較 して約15
%程度応答量 が小 さく評価 され ることになる。 しか し,mg=1。6,λ=1.6の場合,あ る
いは ツ=2,mg=1.6または32.0,λ=1.6の系についてはこの影響 は殆 んど 無視 す るこ
とが出来る。なお,非 定常 のみ を問題 とするな らば,む しろ減衰性 の非常に小 さい λ=α2
の場合に,応 答量 が レ=2に対 して約22～24% ,レ=5に 対 して約45%程 度定常状態
の応答値 よ り小 さく評価 されていることに注 目すべきであろ う。(3)あるいはTable4。3
に示 されるよ うに,λ の増大 によって弾性地盤 における波動逸 散に伴 な う等価減衰比が増
加す る傾 向を有 してお り,こ の減衰効果による応答量制御 の結果 として λに関す る減少関
数 として現われた とも考えられ る。ただ し,mgの値に よってこの効果 には可 成 り大 きい
差 が生 じ,mg=1.6の場合 は0.5%から25.4%へと増加 しているが,32.0の場合は0.5
%か ら6・6%程度への増加 に留 まってお り・そ の応答制御 効果 はm
g=1.6の場合 に比較
して小 さい ものであろ う。
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っ ぎに,パ ラ メー タmgの 値 に よ って上 部構 造 の応 答 性 状 が如 何 に影響 を受 け るか にっ
いて見 る と,一 般 的傾 向 と して 両者 の応答 量 の絶対 値 は大体 にお い て等 しい と考 え られ ,
λを等 し く採 った場 合 に はm
gは 上 部 構 造 の応 答 に対 して大 き な影 響 を示 す 決 定的 なパ ラ
メー タで は ない よ うで ある 。 この理 由 として は λの小 さい領 域 で はTable4,3から判 る様
に連 成系 の動 力学 特 性 を示 す指標 として応 答 量 制 御効 果 の大 き い1ω 、/、ωお よび 、h,qの
値 に は大差 な く,ま た λの 大 き い領域 で はfilter効果 お よび相対 的 な地震 外 乱継 続 時 間の
影響 と減 衰 性 の効 果 が相殺 して,ほ ぼ 同程度 の応 答量 を与 えて い る と考 え られ る。 しか し
なが ら,応 答 図 を詳 細 に検 討 す る と,地 震外 乱 のpowerの 振 動 数 に関 す る激 しい変動 に
よって連成 系 の基本 固有振 動 数 との関係 で,mg=32.0の 方 が応答 量 に凹凸 の 生 じか け る
傾 向 が あ る。 これ は連 成 系 の有 す るfilter効果,非 定常 性,減 衰 性 の いずれ もが応答 に対
す る地 震外 乱 のpowerス ペ ク トルの 局所 的 な影 響 を受 け易 く して お り,4.3.3でも述 べた
よ うに非 常 にバ ラ ツ キの多 い入力 のensembleであ る こ とか ら,応 答 量 が その変 動 を表 わ
してい る と考 え られ る。す なわ ち,mg=32.0の 場合Fig.4.23(a)のλ=0.6でのdipは
ツ=3～3.5で の地 震 外 乱 のpowerの 低 い所 と一 致 し,同 じく λ=1.2でも ン=6のpower
スペ ク トル の谷 に,λ=1,4で は μ=7のpowerス ペ ク トル のpeakに一 致 して い る。mg
=1.6の揚合 は λ=0.8～1。0がレ=3～3.5に 対 応 す るが,1heqが14～18%と 大 き く,応
答 量 の変 動 を可成 り平 滑化 してい る。Fig.4.24(a)にっ い て もmg=32.0の場合,λ=0.2
が ソ=6のpowerの 低 い所 に,λ=0,4が ン=7のpowerス ペ ク トル のpeakに 一致 して
滑 らか さを欠 い た変 動 を示 し,mgニ1.6に っ いて も λ=0.6～0.8がレ=7のpeakに よ っ
てや や高 い値 を示 して い るこ とが 判 る。
こ の よ うに入 力 と して の地 震外 乱 のpowerス ペ ク トル の局 所 的 な影響 の現 われ 易 さの
尺 度 として,Fig.4.23(a)及び4.24(a)にE乞1/～!凧 と してensembleにお け る応答
量 のバ ラッ キの 状況 を示 して い る。減 衰 性 の大 あ るいは振 動 数 に関 して比較 的 平坦 な巾広
い振 動 数域 を覆 った伝 達特 性 を有 す る系 では,こ の値 は高 い値 を示 し,局 所 的 なpower
スペ ク トル の影響 を強 く受 け る系 では入 力 のpowerス ペ ク トル が局 所 的 に は乱れ てい る
前提 に立 っ て この 値 は低 い値 とな る。図 か ら判 断 され る と ころで は,mg=1.6の 場 合 が
大体 にお い て高 い値 を示 し,特 に ツ=2の 場 合,減 衰 性 が増 す と急 激 に大 きい値 を示 して
い る。 ま た,こ の値 の変 動 の状 況 をTable4.5の1自 由度系 の場合 と比較 して見 る と,
Fig.4.23(a)でmg=1.6の場合,λ=0.8で 高 い値 を示 して い るの がTable4.5のh=
0.・,・-3に,m、-32・ ・の場合,λ 一・・8～… がh-…5・ ツー5に それ ぞ れ対 応 し
て い る こ とが判 る。
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lD下 部構造の応答特性
次 に境界層地盤 の応答性状E7roにっ いてはFigs.4.23(b)及び4.24(b)に示 す よ うに
E7,1との類似性が強 く,λ の小 さい領域ではE7r1の1/40倍強がEγroに相 当 している。
これ は下部構造の静止座標 か らの動き,す なわち基礎方程式(4.79)式にお け る慣 性項
mos2(Uo+FH)が非常}こ小 さく,殆 ん ど上部構造 と境界層地盤 の復元力 のみのつ り合 い
が保 たれている状態,dynamicabsorberに近 い状態 にあるのではないかと思われる。λ
の値が大 き くなって来 るとこの状態 は消 えて,時 系列 として見た応答波形に も類似性が薄
れ,両 者 の比は40よ りも小 とな り下部 質量 の慣 性項 の影響 を も含 めた連成 系の応答性状
を示すようになって来 る。
弾性地盤の応答 はFigs.423(c)及び4.24(c)に莇 「rgとして示 され るが,λ に関する明
瞭な増加関数で,TabIe4.3からも判断 されるよ うに弾性地盤 の等価剛性比 κgはλ2に反
比例 して小 となって行 き,し たがって境界層地盤 の復元力 とっ り合 うために変位応答 は λ
にっ いて当然の増加 を示す。弾性地盤 の剛性は(4.85)式に示 され るよ うに振動数の関数





として弾性地盤 の静的剛性が得 られる。(4.79)式の第3式 に対応 する もの として,κgκH
(0)Eγrg/κ。Eγ,0,すなわち弾性地盤の応答量 を静的剛性 のみ で評価 した揚合 を実際の





ツ=2 5 レ=2 5
02 1.00 0.99 0.96 1.01
0.4 0.97 0.96 0.98 1.01
0.6 0.95 0.91 0.97 1.00
0.8 0.95 0.88 0.98 0.99
LO 0.94 0.87 1.01 0.99
1.2 0.93 0.86 1.01 0.98
1.4 0.88 0.85 0.98 1.00
1.6 0.88 0.84 0.97 1.00
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場合 は λが増加す ると・この比の値 は小 さくな り,λ=1.6では12～16%減 少する。 一
方・mg=32・0では若干 の変動はあるが定性的 な傾向 としては一定で殆ん ど1に 近い と見
てさ しつか えない。 この結果 はmg=32・0につ いては,こ の範 囲での弾性地盤 の動力学特
性のうち剛性の評価 と しては,静 的 剛性で比較的精度良 く表現出来 るが,mg=1.6の 場
合は λの増加 とともに弾性地盤 の等価剛性が静的剛性 よ りも増加 しているこ とを示 してい
る。更にまた,μ の値が増大す ることによって一層 この傾 向は明 らかとなって示 される。
このことは下部構造 のみの伝達特性がmg=1.6の揚合 は32.0の場合 に比較 して高振動数
側にpeakを有 し,か つ,減 衰性の大きい振動数 に関 して平坦 な関数 として表わされ,λ
お よび レの増加に よって地震外乱の振動数域が弾性地盤 に対 して相対的 に高 い側 に移動 し,
したがって基本固有振動数 よ りも高 い振動数域 の地震外乱 の影響 が相対的に増加 して,そ
の結果 と して等価 剛性 として高 め られた もの と考 えられ る。一方,m
g=32.0の場合 は下
部構造 のみの伝達特性 として比較的低振動数域 でsharpなfilter特性 を有 す るために,
高振動数域 の地震外乱 の影響 が少 な く,弾 性地盤の応答量 は殆 ん ど静的剛性 での評価 との
差 を生 じない ものと言 えよ う。
以上の考 察か ら,弾 性域 における地盤一構造物連成系の応答特性 を要約する と次のよ う
に指摘出来 る。
弾性地盤,境 界層地盤 お よび基礎 質量か らな る下部構造系が,質 点系上部構造と接続 さ
れて連成系 を構成 する時,上 部構造に対す る下部構造の連成度 を示す パラメータ λの値 が
増大す るとともに,地 盤 一構造物連成系の基本固有周期 は伸長 し,し たが って,連 成系の
地震外乱 に対す るフィルター作用は低振動数域 に偏 った形 で示 され,lowpass形の特性
が強調 され る。また,弾 性地盤 における波動逸散減衰の効果 も増大 し,そ の結果,上 部構
造お よび境界層地盤 の靱性率 応答 は抑制 され る。一方,弾 性地盤 の等価剛性 は,連 成虜 ぐ
ラメー タ λの自乗 に反比例 して低下 し,そ の応答量は λに関 して増加 する傾 向が顕著であ
る。一般 に,λ の増大 に伴な う低振動数域 に偏 在する極端 なフィルター特性 によって,連
成系各部 の応答量はそ の基本固有振 動数 と一致 する振動数 付近における地震外乱のpOwer
スペク トルの局所 的な影響 を受 け易 く,特 に,減 衰性の比較的乏 しいmg=32.0の場合 に
この影響が大 きく現われ る。また,振 動数 の関数 として導入 され た弾性地盤の動力学特性
は,連 成度 が増加す るとともに地 震外乱のpowerの卓越す る振 動数域が下部構造のみ の
基本固有振動数 よ り高 い側に移 るに したが って,そ の静的剛性 による評価 と比較 して,連









に対 して同様な非定常応答解析 を実施 し,連成系の弾塑性地震応答特性の考察を行なう。
地盤 一構造物連成系の弾塑性挙動 としては,構造物周辺の地盤の非線形化及び構造物が
終局状態に至る過程での非線形化 と云 う異種の要因を有 してお り,連成系の応答特性に及
ぼすそれぞれの影響は未だ明確にされていない.したがって,こ こではまず,両者の影響
について単独に連成系応答解析から評価 し,これを明らかにした上で通常予想されるような




者を総合 した連成系弾塑性応答特性の解析 を扱 う。 ・
4.6.2地盤 の弾塑性特性の上部構造応答 に及 ぼす影響
4.5で扱 った線形の地盤 一構 造物連成 系に対 して,こ こでは境界層地盤 の降状 を考慮 し
た下部構造 系の弾塑性特性 の連成系各部 応答,特 に上部構造応答に及ぼす影響 を考察する。
採用 した境界地盤 の非線形特性 はbilinear履歴特性 とし,パ ラメータ値 は(4.45)式に
おいて
㌔ 一卑 一 、。,乾 一き 一 α。25,島 一匙 一 。。む 一、,布 一塑 一 α。5K△BKo1
としている。また,上部構造 について は,弾 塑性下部構 造系 の影響 を明確 に把握 す るために
線形1自 由度系 を採用 し,
m、=κ 、=δ1=β 、=γ1=1
とす る。 したが って,こ こでは地震外乱強度 パ ラメータ αは境界層地盤 の復 元力特性 の弾
性 限強度 に対応 して定ま ると考 えて 良い。
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応答解析 は12のmemberfunctionからなる地震外乱群に対 して行ない,連 成系各


























Figs,4.25(a),(b)は上部構造 の相対変位応答 を地震外乱強度 に対 して示 している。
Eγr1の値 は下部構造系と上部構造系の連成度 を規定す るパ ラメー タλの値 によって異な
り,λ の大なる程,す なわち,連 成度の大 なる程同一 の地震外乱強度 に対 して応答値 は小
となっている。また,応 答値は αに関 して増加 関数 として示 され るが,λ の値によって増
加の傾 向は異なって現 われ,λ の小 さい比較的硬質地盤 では ∂2Eη11∂α2〈oとな ること
が顕著 であるが,λ の大きい軟 質地盤 では αに関 してほぼ直線的増加の傾向を示 している。
境界層地盤 の降状の影響 は,弾 性地盤 の等価剛性 の大きい硬質地盤 において剛性 の低下及
び減衰性の増 大 を伴な って上部構造応答 を抑制す るものとして現 われてい る。この傾向は
下部構増系 にお ける基礎 と地盤 の質 量比パ ラ メータmgの 値の相 違 に対 して,λ の大き
























一方,境 界層地盤 の応答はFigs・4.26(a),(b)から明 らかなように地震外乱強度 の増
大 によって塑性域に入 ると急激な増加 を示 してい る。境界層地盤 の復元力特 性第2分 枝剛
性 比r。は0.05と微 小値 で あ り,こ こで採 用 した地盤 一構造物連成系 にお ける唯一 の非
線形機構 を有す るこの部分 に,地 震外乱強度 の増加に対応す る入力エネルギーの増加 の影
響 が特に強調 されて現われた もの と言える。また,λ の大 なる領域 において,境 界層地盤
の非線形化 による影響 が上部構造応答 においては殆ん ど認 め られなか ったが,境 界層地盤
応答 については図に示 され るように明確な応答増 加 が現 われてい ることは注 目される。mg
の値 との関連 では,mg=1.6の場合 λの値によって応答量 の差が比較的大であ り,地盤へ
の波動逸散減衰性 に乏 しいmg=32ゆ の場合 には応答量 の差 が小 とな ってい る。さらに,
境界層地盤の塑性化 が進展 し,そ の靱性率 が20を 越 える領域E砺 ≧0.5では,地 震外乱












































Figs,4.27(a),(b)には弾性地盤応答 を示 してい るが,そ の等価剛性あ るいは静的剛性
は λ2に反比例 しているこ とを反映 し,応 答 曲線 は λの値に よって明確に分離 され る。そ
して,境 界層地盤 の非線形化 の影響 によって ∂2Eγr91∂α2<0の傾 向 を有 し滑 らかな変動
を示 してい る。
上部構造応答 について下部構造 との連成度 パラメータ λについて明確 に表 わす ために,
横軸 を λとして応答量 を示 したものがFig&4.28(a)～(d)である。図 中の破線は境界層地
盤 が降状 を無視 した場合の応答 を,α=0.4に っいて比較 のために示 してある。これ らの
図に表わ され る上部構造応答 の一般的傾 向は λに関す る減少関数 であ り,特 に,0.2くλ
<1.0にお ける減少 は顕著 であ る。 λの値の微少 な場合 あるいはLO〈 λとなると緩やか






































































標 となってい る。m。 及びmg.の値が異 なる場合 もこの傾 向は ほぼ共通 して指摘出来 る。
境界層地盤にっいてそのせ ん断力応答 の同様 な表示 をFigs.429(a),(b)に示 している。
図中のE7soは
E,。一 く ゆ・(%一 聖)lmax>
豆
(4.101)
で定義 したせ ん断力応答 であ り,境界層地盤 応答 は変位 に関 しては降伏 に伴 な う急激な増
大 として表 わされるが,せ ん断力 にっ いては一般的 に上部構造 と類似 した変動を示 してい
る。ここで採 用 している動力学モデ ルがせん断形振 動系 であることか ら当然予想 され るが,





































以上の考察では各応答量のensembleにお ける平均値 に注 目したが,各応答量のensemble
にお ける分布性状 が各種 パラメー タに関 してどのよ うな変化 を示すかにっ いて,典 形的な
パラメー タ値 を選 び連成系各部の相対変化応答 についてFigs.4.30(a),(b)に示 す。これ
らの縦軸 はいわゆ る変動係数 の逆数 に対応す る各sampleの標準偏差 に対す る平均値の比




















Fig.4.30(a)は上 部構造 の相対変位 に関する表示で,応 答値の小なる弾性域 内におい
ては,λ=0・2の場合 は小 さく,λ=1.0の場合 は大 きい値 を示 してい る。 λ=0.2で示
される比較的連成度 の小 さい地盤 一 構造物系 では,弾性地盤 を通 しての逸散エネルギーに
よる連成系の伝達特性 は狭い振動数域の地震外乱 に反応 を示すsharpな動持性 を有 し,当
然予想 され るよ うに狭帯域における外乱Powerの不均一性 に よってensembleにお ける
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応答値の広 い拡 が り巾を示 している・一方,λ=1.0の 場合 は逸散エネルギーに よる減衰
効果によってsharpな動特性 は 弱 め られ,広 帯域 の外乱の影響 を受け るため,ensemble
における応答値 は比較的 良好な収束 を示 している。しかしなが ら,こ れ らの弾性系におけ
る応答 の特性 も境 界層地盤 の非線系化 によってかな りの影響 を受 け,特 に λ=0.2の場合
初期 の弾性 系にお いては広い拡が り巾を持 った応答値 は,境 界層地盤 の塑性化に よる履歴
減衰効果 と等価剛性低下 に よる固有周期の変動に よって急激に収束の傾向を示 している。
更に非 線形化 が進展 して塑 性挙動が卓越 して くるとこの収束の傾 向は弱 められ,再 びバ ラ
ッキの性状 が強 ま り応答の平均値 の信頼性が小 となることを示 してい る。他方,λ=1.0
の場合 には境界層地盤 の非線形化 に伴な って上部構造 の応答値の分布性状 に及ぼす影響 は
比較的小 さく,応 答値 の増加 とともに収束の傾 向が僅 かなが ら示 され,平 均値が強 い信頼
度 をを有 してい ることが判る。
Fig.4.30(b)は境界層地盤 の相 対変位応答 に関す る表示 である。弾性域 における応答値
の分布性状 の傾 向は上部構造 の応答 について認 められた と同様 である。しか しなが ら境界
層地盤 の挙動が弾 塑性域に移行する と,mo,λの値 にかかわ らず,い ずれ もE7r。1>冗
の値 が急激 に減少 し,応 答値のバ ラツキ巾が大き く広がることを示 している。Figs.4.
26(a),(b)からも判断 され るよ うに,境 界層 地盤 の塑性化による応答値 の急増に よって
E7r。が0.05～0.1の範囲 では弾性系にお ける高い剛性 に対応 した微小変位量 と弾塑性
系にお ける低い第2分 枝 剛性比 に対応 した非常に大 きい塑性変形量 との混在に よって平均
値 の質的な変化 が生 じることが判 る。また,さ らに地震外乱強度 が増加するにっれて,連
、成系の挙動 の塑性化が進展 し,し たが ってパラメー タ値の組み合 わせに対 して比較的類似
の動特性 を示 すと ともに,履 歴 減衰効果 とも相侯 って応答値のensembleにおける収束の
傾向 が明 らかとな っている。
以上 を要約す ると,弾 性 域においては λの小 さい硬質地盤の場合 は連成作用が弱 く,系
の減衰性 に乏 しく,大 きい応答値 を示 すが,λ の大きい軟 質地盤 では連成効果によって減
衰性 が増 し,ま た基本 固有周期 の伸 長の効果 も重な って上部構造応答は小 さく現われる。
境界層地盤の挙動が弾塑性性状 を示す場合 には上部構造に対す る緩衝効果 が現われて応答
量は抑制 され るが,こ のよ うな免震的作用 に はあ る限界が存 在する ようである。
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で表 わ され る。ここにUgは 運動座標 系にお ける基礎の変位 に対応 し,弾 性地盤の相対
変位 を意味 してい る。(4.102)式に示 され る連 成系の 応答解析 におけ るブロック線図
は要素 の安定な組み合 わせか ら構成すべ くFig・4。31に示す もの を用い,そ のアナ ログ







また,応 答 解析 に お いて は(4.96)式に定 義 され る地 震 外 乱 の振 動数 パ ラ メー タ ンに
関 して2つ のcaseに つ い て の考察 を行 な ってい る。第1のcaseは 下 部 構 造 系 の連 成
の無 い 場 合,す な わ ち基 礎 固 定 を示 す λ=0の 場 合 に上 部構 造系 の基 本 固 定振 動数 が地
震 外乱 のband巾 の ほぼ 中央 に来 る よ うに定 め た ン=2と した場 合 で あ り,こ の時(4,
53)式に定義 した上 部 構造 系 と下部 構 造 系 の連 成 度 を示 す パ ラメー タ λの値 が変 る と云
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モうことは・上部構造系 と地震外乱 の間の振動数関係 を固定させておいて,下 部構造系の
動特性 を種 々 に変 えることを意味す る。第2のcaseは ッと λを組み合わせ て
・・一里 一 」Lω ・'(4、 。3)
1ω91ω9'1Ω9
として,λ ッ=2とした場合 であ り,こ の時 λの値の変動に伴 なって レの値 が変動するが,
これは下部構造 系 と地 震外乱 の間 の振動数関係 を固定させてお いて,上 部構造系 の動特
性 を種 々変 えることを意味する。今,連 成系の基本固有振動数 に対 して(4.96)式と同




前述の2つ のcaseにお ける λの変動 に伴 な うゾ の変動 はFig.4.17右側 の縦軸 に
〆 を採 って示 してあ り,第 一のcaseにつ いては実線 で,第2のcaseに ついては破
線 で与え られ る。2つ のcaseにっいて λの値 が等 しい場合には減衰性1heqは等 しい
が,ン=2の 場合 はλの増加 に伴 な って連成 系の固有振動数は減少 し,λ レニ2の 場合
は逆に増加す る傾 向を有している。両者の相違 を極限として λ=。。の場合 につ いて考えて
み ると,前 者 では レ'=。。とな るの に対 して,後 者 では弾性地盤 に対する基礎の質量比
mgの 値 をmg(1+1/m。)とした下部構造のみ の系の特性 に移 ることで示 され る。
iD上部構造 の応答特性
Figs.4.33(a)削(d)に上部構 造 の相対変位 をensembleにおける平均靱性率応答 と
して示す 。図 の ツ=2の 場合 の上 部構造 の応答E7r1に関 して連成系が弾性範 囲内あ
るいは僅かに塑性 化(r1=0.1)した場合 の応答 はαの小 さい場合 で示 され るが,一 般的
傾 向は λに関する滑 らかな減少関数 であ り,λ の範囲ごとにその特徴 を考察すると,λ=
0～0.2では変動 は鈍 いが0.4～0,6で比較 的急激に減少 し,λ≧1.0では再び緩やかな
減少 の傾向 を示 してい る。この ように λに関する比較的顕著な減少の傾向は,(1漣成系
の基本固有振動数 が連成度 の増加 とともに減少 してゆ くこと,② 連成度 の増加 とともに
地盤 か らの波 動逸散 に よる減衰効果が増大 してゆ くこと,(3)第1の理 由に関連 して基本
固有振 動に対 す る外乱 の継続時間 が減少 して非定常性 が増大 してゆくこと等 の理 由によ
るもの と考 え られ る。入力とした地震外乱の平均powerスペク トルは既述のよ うに ン=
2～10の 範囲で可成 りの変動 を見せてい るが,こ のような入力のスペ ク トル特性 の非
一康性の影響 は減衰 性の比較的小 さいmg=32.0の場合 には幾分現われてはい るものの
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系の基本 固有振動数 の変動 が小 さく,λ が大 とな ると基本固有振動数 の変動 は大 となる
がそれ と同時に地盤 か らの波動逸 散 による減衰性 が増加す ることによって,入 力 のスペ
ク トル特性 の非一様性 をおおいか くしたものと考 えられ る。
これ らの図に示 され る上部構造 の弾塑性応答 の特性 にっ いては,弾 性応答 に比較 して
λに関す る減少 の傾 向は弱 められ,特 にmg=32.0の場合 には λに関 して明 らかな増加
の傾向を示 す領域 さえ認 め られ る。更 に詳 しくはFig・4.33(b)のmg=1.6の場合 には
α=0.8-1.2の領域 で λ=0.2或い は0.4において応答値 に極大 が存 在 し,更 に大き
い λの領域では弾性応答 におけるよ りも緩や かな勾配で減少 している。 α≧1.6となる
と λに関 して応答値 のP崩kは 明瞭 ではない が,λ=0か ら0.4あるいは0.6付近 まで
ほぼ平担な応答値 を示 し,さ らに λの値 が大 となるとαの比較的小 さい場合 と同様 に,
ただ し一層緩 やかな傾向 で λに関 して減少す る。すなわち,λ の比較的小 さい領域 では
地震外乱強度 αに対 す る弾塑性応答 の増加率 が小であるのに対 して,λ が大 となるにつ
れて応答 の増加率が大 とな るこ とを示 してい る。 しか し,こ の弾塑性 応答の増巾率 の λ
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に関す る増大 の傾 向 も,λ ≧0.8の領域 では弾性 応答の λに対する減少率 を上廻 るもの
ではな く,α ≦2.0でこの領域 にお ける弾塑性応答 は λについて減少 している。
また,弾 塑性応答 は一般 に λに関する緩 やかな変動 を保 ってはい るものの弾性 から弾
塑性へ とαにつれ て応答量 が増加するに したがって,λに関する局所的な変動が増加 し,
入力のスペク トル特性 の非一康 性の影響 が現 われ易 くな って来 る。この傾向は,特 に弾
性系 の動特性 の指標 の一つ とされ る減衰性 の比較 的乏しいm。=0.2の方 に明 らかに現
われてい る。Figs・4・33(c)及び(d)のmg=32.0の場合 とな るとこの減衰性 は一層乏
しく,こ のよ うな λに関す る局所的な変動 が弾塑性応答特性 として顕著に現われて来 る。
しかもこの傾 向は λの増大 につれ て基本 固有振動数 の減少が大 とな るために特 に著 じる
しい 。これ らの現象 か ら連成系 の内で上部構 造の復元力特性が弾性 領域 から弾塑性領域
へとな るに したが って,非 線形特 性の等価線形化の手法 に用い られるように基本 固有振
動数 の低下及び等価格 性減衰性 の増 大 と云 う一般的な傾 向が予想 され るが,入 力スペ ク
トル特性 との関連 か ら判断 され るところでは非線形化によるこれ らの連成系における動
特性 の変化 によって λに関す る局所的 な応答 の変動,す なわち入力 のスペ ク トル特性 の
非一様性 に よる影響はそれ ほど大 きい ものとは予想 されず,し たがってこのよ うな連成
系の上部構造 のみが非線形化す ることによって極 めて特殊 な効果 を示すfilter特性が
生 じる ものと推 定 され る。
このよ うな局所的な応答値のfluctuationを取 り去った形 でFig・4.33(a)のmg=
1.6の場合 に指摘 された と同様 にmgニ32.0の場合 も弾塑性応答 のαに関す る増加率が
λとともに増加 して ゆ く傾向 が一層顕著 に現われてお り,そ の結果 として λに関 して同
一の α値 に対す る応答 値にpeakの存在 を認 め易 くなっている。すなわち,α=0.8～
2.0の領域 にお けるように応答靱性率 が2以 上とな る程度 の弾塑性化が含 まれる場合 に
は,mo=0.2の場合 にはλ=0.2～1.0で,mo=0.8では λ=0,4～L6で,αの値 の
増加 とともに応答値 のpeakを生 じる λ値 が変動 ・増加 してい る。m。 の大な る方 がこ
の増加率 の増加 ∂2Eγ,1/∂α λが大なることはmg=1.6の場合 に も認 められ,m。 の
値の大 きい方が地盤への波動逸散 に伴 な う減衰性 が弾性 系の動特性 として大であ り,こ
れが連成系の上部構 造の塑性化 の増大 とともに,急 激 にその効果 を失 うのではないかと
思われ る。言い換えると λの増大 とともに地盤 のfilter特性が低振動数 側に移行 し,
上部構造へ の伝達 エネルギーのpowerspectrumが低振動数 側に偏在す るため,一 且
復元力特 性の塑性化 が生 じる と急激に変形 を増加 せ しめ,し たがって地盤 による減衰効
果が相対的 に有効 性を失 なって来 るもの と考 えられ る。このよ うに して生 じる応答値の
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λに関するpeakについて は,当 然予想 され るよ うにpeakに到 るまでの増加 は非常に
緩慢で,peakを過 ぎると顕著 に減少 してい る。また,α=0.4の 場合 については λの
小 さい領域 での弾塑性応答値 は小 さく,塑 性化 の程度 が少 ないためにpeakを生 じるに
到 っていないことはmg=1.6の場合 と同様 である。
一方,λ ッ=2の 場合 の応答性状 はFigs.4.33(a)～(d)から明 らかなようにその弾性
基本固有振動数 は λとともに増加 し,λ 〈1.0では ッ=2の 場合 よ りも小さ く,λ>1.0
では大き くな ってお り,し たがってFig.4,33のソ=2の 場合 とは幾分異 なった様相 を
呈 してい る。すなわち,弾 性応答 は λの増加 に伴 な う基本 固有振動数 の増加 による効果
と,減 衰性 の増加 に よる効果 が相殺 し,λ に関 して非常 に鈍 い変 動 とな って現 われ てい
る。地震外乱強度 αが大 き くな り,応答値 に占める塑性領域 の割合 が増 すに したがって
λに関する増加の傾 向が顕著 とな り,既 に指摘されたように弾塑性応塔 が ∂2η1/∂α∂λ
>0と な る傾 向を一層明 らかに認 めるこ とが出来 る。すなわち,あ る種 の地震外 乱群と
地盤特性 を想定 した時 に,こ の上に建て られ る上部構造の強度 を一定 とす るな らば,λ≦
2.0の範囲 では上部構造の弾性応答 は弾性 限 に対 して殆ん ど一定の比率 を有するが,弾
塑性 応答 については上部構造 が剛 である程靱性率応答 が大 きくな ることを示 している。
そ して,こ の傾向はここで採用 したm。及びmgの 値の違 いによって,絶 対値 の大 きさな
ど定量的 には異なるとして も定性的 には殆ん ど同様 の結 果 として得 られ る。
Fig.4,34は上部構造 の平均応答 に対す るensemble
E`h儒
における応答の分布性状 を示 した もので,ン=2と した
1
場合 について比較的硬質地盤 における場合,λ=0あ る
いは0.2を(a)図に,軟 質地盤 にお ける場合,λ=1 .0あ
るいは2.0を⑨図 に表 わ してい る。②図についてはEγ.1
/V町 の値は塑性挙動が現われはじめる領域Eろ1=1
～2で は急激な増加 を示 している。 したがって,上 部構1
造の塑性化 に伴 な う履歴エネルギー消費によって連成系
の挙動 に等価的な減衰性 が増大 し,上部構造応答のense-
mbleにおけるバ ラッキ を減少せ しめた ものと考え られ
る。このバ ラツキの性状 を示すE7,1/厩1の 値 はEη1
Fig.434Variationof≧2で 殆 んど一定 であ り,λ の小 さい地盤へ の逸 散エネ
Eη、/〉一可wi・hE符 ゴルギーに よる減衰が あま り期待 出来 ない場合 において も
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してのみ有効であ ると云えよ う。他方,λ の大きい場合 にっいての⑥図では,弾性域 に
おいては地盤 への逸 散エネル ギー によ る減衰効果 によって応答 のensembleにお けるバ
ラツキは小であるが,応 答の塑性化 に伴 なってEγ,1/v鳳 の値 は急激に減少 し,塑 性
域 に入ると ともに応答 が急増 してバ ラツキを増すこ とが示 されている。 しかしな がら,
応答の塑性化が進展するにっれて,E7h/痂 の値は僅かながら増加の傾向を示 し,上
部構造の履歴に よるエネルギー消 費が応答 のバ ラツキ抑制 に効果 を有 していることが う
かがえる。
1iD下部構造の応答特 性
既述 の上部構造 の応答 に多大の影響 を与 え,ま た逆に上部構造の応答特性 の影響 を大
きく受けてい る弾性地盤の応答特性 につ いてFigs.4.35(a).～(d)に基本応答図 を示 し
てい る。弾 性地盤 の応答 量はその等 価剛性 κgがλ2に反比例 して減少 し,し たがって応
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変動 を詳細 に検討す るために便利な形 として静的剛性 を乗 じた等価 せん断力応答,κgκH
(0)Eγr9として表 わ してい る。4・6・4で扱 っている連成系モデルでは境界 層地盤 の存在
を無視 してい るので,基 礎質量 に関す る運動方程式 は(4.102)式の第2式 で示 され,
これから判断 され るように,弾 性地盤 の相対 変位Ugか ら求 め られ るせ ん断力 と上部構
造 の復 元力とが基礎質量の慣性 力を含 みなが ら密接 な関連 を有 してお り,し たが って弾
性系においては当然予想 され るように上部構造 の相対変位Eγ,1と弾性 地盤 の相対変位
か らの λに関す る等価的 なせん断 力の表現 κ9κH(0)Eγ。gとは λに関 して大 体 にお いて
同様 な変動 の傾 向 を示 している。す なわち,基 礎質量にかかわ る慣性項 の影響が比較的
小 さく,か つ λに関 してこの影響 があま り変動 しないこ と,ま た弾性地盤 の伝達特性 ㌔
(qs)が弾性 地盤 の最大相 対変位 に対 して λに関する効果 の変動 が鈍 いことを示 してい
る。この傾向 につ いて さらに詳 しくはm。及びmgの パ ラ メー タ値 の組み合 わせ によっ
て僅かつつ異な りmg=32.0の場合に若干類似性 に乏 しい.
αが増加 して上部構造 が弾塑性域 に入 ると,上 部構造 の相対変位応答 の増加 が一般に
著 じるしいが,復 元 力特性の第2分 枝 剛性 比は0.1であ り,そ のせ ん断力 の増加は非常
に緩慢 とな り,したがって弾性地盤 の応答値は大 きく抑制 され ることがFigs.4.35②
～(①か ら判 る。この上部構造 の非線形化 に よる弾性 地盤応答 の抑制効果は弾性域 におけ
ると同様に,一 般 にmg=1.6の場合 の方がmg=32.0の場合 よ り小 さいよ うである。
iv)最大応答の分布性状
これ まで連成動 力学モデ ルと地震外乱に関す る各種 のパラ メータの組み合 わせについ
て主 として応答量 の平均 値について の考察 を行 な って来た が,こ こで個 々の外乱波形関
数による応答値が平均値 とどの ような関係 にあ るかについて(4.98)式に定義 したい く
つかの指標 について考察 する。Tables4.7,8には上部構 造応答量 にっ いて,Tables
4.9,10には下部構造応答量について典形的 なパラメー タ値 に対 す るものを示 した。
応答量の平均値 まわ りの分散 の程度 を示す ものの一例 としてTable4.7の第3欄 に示
されるEγ,1A/▽π1に 着 目す る と,上 部構造 が線形系 の場合,λ の増加 に対 して等価
減衰比の増加が大なるmgニ1.6の 場合 は応答 の定常性 が満足 され る ン=2あ るいは,
λレ茸2に ついて この値 が増加 し,平 均 値まわ りの収束 が良好 であることを示 している。
これに対 してmg=32・0の場合 は レ=constとした時には λの増加に対す る減衰性 の増
加は軽微 であ り・個 々の応答 の収 束には効果が小であ り,逆 に非定常性 および地震外乱
に対す る鋭 いfilter特性 によって応答が分散 して行 く傾 向を示 してい る。ただ し,λッ
























0 2.01 1.43 3.49 6.38 0,872 0,269 0,726 1.29 2.30 5.30 4.80 4.96
0.2 1.86 1.40 3.54 6.38 0,566 0,257 0,629 1.18 3.29 5.42 5.62 5.43
0.4 1.27 1.23 3.35 6.47 0,191 0,152 0,655 0,989 6.64 8.05 5.12 6.54
0.80,572 0,572 2.48 5.80 0.05250.05250,691 1.07 10.90 10.90 3.59 5.41
1.2 0,419 0,419 1.62 4.68 0.04820.04820,412 0,921 8.69 8.69 3.92 5.08
1.60,365 0,365 1.17 4.27 0.02880.02880,189 α998 12.68 12.68 6.20 4.28
2.00,331 0,331 1.00 3.44 0.02730.02730,113 1.05 12.11 12.11 8.88 3.27
32.0
0 2.01 1.43 3.49 6.38 0,872 0,269 0,726 1.29 2.30 5.30 4.80 4.96
02 L86 1.42 3.50 6.70 0,212 0,134 0,634 1.01 8.78 10.60 5.53 6.63
0.4 1.17 1.25 3.63 7.09 0254 0,284 0,529 1.32 4.59 4.40 6.87 5.39
0.8 0,664 0,664 3.49 7.46 0,132 0,133 0,673 1.36 5.03 5.03 5.19 5.48
1.2 0,441 0,441 2.48 7.20 0.09820.0982 1.18 2.06 4.50 4.50 2.11 3.50
1.6 0,407 0,407 2.24 6.30 0,128 0,128 1.51 3.08 3.18 3.18 1.48 2.04

















0.4 1.2 2.0 0.4 1.2 2.0
1.6
0 2.54 L84 1.78 1.54 1.18 L65 1.43 2.08 0,710 0,579 0,636
0.2 1.41 1.81 1.93 1.20 1.31 1.42 1.17 1.73 0,749 0,632 0,685
0.4・ 1.64 1.67 1.71 1.40 1.77 1.94 1.57 L89 0,968 0,882 LO2
0.8 1.68 1.68 1.55 2.00 2.04 2.04 1.34 1.64 1.0 1.44 2.03
1.2 1.69 1.69 2.26 1.98 1.63 1.63 1.42 1.12 1.0 1.29 2.24
1.6 1.23 1.23 2.32 2.84 2.02 2.02 1.33 1.32 1.0 1.07 2.34
2.0 2.16 2.16 2.49 1.16 L51 1.51 1.60 1.80 1.0 LO1 2.07
32.0
00 2.54 1.84 1.78 1.54 1.18 1.65 1.43 2.08 0,710 0,579 0,636
0.2 2.24 2.21 1.89 1.44 1.34 1.15 1.58 2.13 0,764 0,627 2,719
0.4 2.41 1.51 1.31 1.49 1.33 1.48 2.05 1.82 1.07 1.04 1.22
0.8 1.87 1.87 L42 1.24 L28 1.28 1.74 1.77 LO 1.75 2.25
1.2 2.53 2.53 1.86 1.31 1.88 1.88 1.45 2.55 1.0 1.87 3.26
1.6 1.90 1.90 2.06 1.78 2.01 2.01 1.19 1.80 1.0 1.83 3.10
2.0 1.79 1.79 2.60 2.10 1.67 1.67
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0 一 『 『 一 一 一 一 一 『 一 一 『
0.2 0,123 0.07000.0932 0,1180.03680.003220.005640.007643.34 21.2 16.5 15.4
0.4 0,337 0,280 0,366 0,4730.05220.01360.02210.0329 6.45 20.6 16.5 14.4
0.8 0,614 0,614 1.31 1.75 0.05900.05900,151 0,166 10.40 10.40 8.64 10.5
1.2 LO2 1,022 2.81 3.63 0,101 0ユ01 0,157 0,249 10.10 10.10 17.9 14.5
1.6 1.49 1.49 4.32 6.13 0,155 0,155 0,362 0,511 9.65 9.65 1L9 12.0
2.0 1.99 1.99 6.00 8.68 0,277 0,277 0,858 LO9 7.20 7.20 6.9 7.93
32.0
0 一 一 『 一 『 『 一 『 一 一 『 一
0.2 0,450 0,274 0.34 0,437 0.05570.00490.01990.0301 8.08 5.6 17.3 14.5
0.4 1.00 0,908 1.25 1.62 0,215 0,101 0.07470ユ70 4.64 9.01 16.7 9.55
0.8 2.27 2.27 4.44 5.55 0,457 0,457 0,236 0,299 4.97 4.97 18.8 18.5
1.2 3.39 3.39 9.01 11.7 0,760 0,760 1.11 1.19 4.46 4.46 8.10 9.85
1.6 5.54 5.54 14.8 20.9 1.87 1.87 3.58 4.53 2.96 2.96 4.13 4.62















0.4 1.2 2.0 0.4 1.2 2.0
1.6
0 一 一 『 一 一 『 一 一 一 一 一
0.2 1.36 1.55 1.57 1.31 1.30 1.24 1.27 1.83 0,570 0,253 0,192
0.4 1.52 1.10 2.11 1.43 1.61 2.03 1.17 L76 0,831 0,362 0,281
0.8 1.62 L62 1.54 1.81 2.02 2.02 2.23 1.20 1.0 0,709 0,570
1.2 1.81 L81 1.85 2.15 1.66 1.66 1.66 1.26 1.0 0,921 0,710
1.6 2.41 2.41 2.29 2.69 L48 1.48 1.72 1.42 1.0 0,966 0,822
2.0 1.07 1.07 L34 1.58 2.56
目
2.56 2.51 2.17 1.0 1.00 0,871
32.0
0 『 『 一 一 一 一 一 一 一 『 一
0.2 2.12 1.18 1.87 1.27 1.04 2.37 1.26 L80 0,609 0,256 0,194
0.4 2.42 1.21 L77 1.65 1.53 2.36 1.85 1.00 0,908 0,416 0,324
0.8 1.81 1.81 1.75 1.67 1.25 1.25 1.44 1.84 1.0 0,651 0,489
1.2 2.31 2.31 2.25 L57 1.90 1.90 2.84 2.46 1.0 0,886 0,692
1.6 1.85 1.85 1.24 1.52 1.91 1.91 2.48 2.45 1.0 0,890 0,756
2.0 1.85 1.85 1.58 2.08 1.62 1.62 L73 1.86 1.0 0,961 0,874
に振動数関係の変動 が小 であるために効果的 であ り,個 々の応答 の平均値 まわ りへの収
束 の傾向が顕著 である。
一 方,α が増加 して上部構造 の応答 が塑性挙動 を含む ようになると,λ の小 さい領域
で等価的に基礎固 定に近 い状態 と見倣せ る時には,既 述の如 く履 歴減衰が上部構造応答
制御 に効果 的で,線 形系 に比較 して分散度が小 とな り,等価減衰 比の増加あ るいは応答
の定常化 の傾向 を示 してい る。また,λ の大きい領域 では応答 が地震外乱波形中の小数
の要素波 によって塑性化す ることから応答量 の急増 が見られ るよ うに,分 散 の程度 は急
に増加 して・比 の値が小 さくな ることがTab豆eから明 らかである。しか し,こ の ような
λの領域 におい ても地震外乱強度の増大とともに塑性挙動 が増加 して,E7r1が4～5
以上 とな ると地震外 乱波形に対す る塑性化 の鋭 いfilter特陸は弱 められ,あ る程度 ま
で履歴減衰 が効果 を有す るようにな り,平均値まわ りの個々の応答量の分布 は相対的に
小 とな って くることがTables4.7,9からうかがわれ る。
下部構 造の応答 に関 しては,線 形系にっいては上部構造 の場合 に示 され る性状 をその
まま当て嵌 めて指摘す ることが出来 るが,非 線形系の応答 の場合 には上部構造 の塑性化
による下部構 造応答 の抑制効 果が著 じるしい。そ して,一 般 にαの増加 とともに平均値
まわ りへの収束 が大 である。ただ し,α が可成 り大 きい領域で上部構 造の塑性化 が大 き
くな ると,収 束の度合い は低下 して来て,再 び分散 して来 る傾向が若干認 められ る。し
たが って,上 部構造応答 を時系列方 向に見た場合 に,局 所的に大 きく塑性化す る非常 に
鋭 いfilter特性 にっ いては,そ の効果として下部構造応答 は抑制 され るが,上 部構造
の塑性化 が定常的な場合 には比較的小 さい抑制効果 を示す と云える。
Tables4.8,10の第1.2欄 に示 した応答の空 間分布の極値 を示す変数a,bにっいて
は,前 述 の ように連成動力学系 と地震外乱のパ ラメータ値 に応 じて応答 の空間分布性状
が種々異 なるにも拘 らず,1～3程 度 の範 囲に不規則 に分布す るランダム変数であるこ
とが確 かめ られた 。この指標a,bはsamplesizeが比較的小なる時はその弱 い関数 で
あ り,samplesizeを増す ことによって一定値 に収束す る傾 向を有す るものと考え ら
れ,平 均応答量 と応答量の分散 が解析的に表現 出来 る時 には,そ の応答値の上下限の確
率分布 についての定量的価 を可能 にすることが出来る。
4.6.4上部構造 の弾塑性地 震応答(2)一境界層地盤 の降伏 を考慮 した場合
4.6.2,4.6.3にお ける連 成系の弾塑性応答特性 の解析 に引き続 いてここでは,下 部構造
系 の弾塑性 特性 として境界層地盤の降状 を考慮す るとともに,上 部構造系 の終局耐震性の
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把握 を目的 としてその復元力特性 の非線形性 を想 定 した連成系の応答解析 を扱 う。上部構




限 強度 β1=1と して地震外 乱 の強度
パ ラ メー タ α を0.4～2.0の 範 囲に6
限 定 す る 。 αと β1と の関係 は上部 α
4
構 造のベ ースシャー係数 と地震外乱
最大加速度振 巾との関係 か ら,パ ラ 2
メータの妥当な耐震解析領域を想定
できるが,境界層地盤の無次元弾性
限強度 βoの値 にっいては適切な資 臨
o.6
料 の得 られない現在の段 階において
はこれ をパ ラメー タとして採用 し,
α4
その影響 を解析す る必要があ る。しb
たが って,こ こではまず基本的な応
02
答特性 を得 る目的でこれ を上部構造
と同一の値 と して1と し,他 の βo
値 を採 用 した場合 につ いては別に扱





=1.6および32.0に 対 して共 通 に
y=2に つ いて は α=0.4の 場合 の2
λ=1.0の 系 のみ が12の 地震外 乱
に よる応答 がす べ て弾性 域 に留 ま っ
てい るが,他 は弾 塑性 応答 を含 み,
ソ=5に っ い ては α=0.4の 場合 の
λ=0.4～1.0お よび α=0,8の 場
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合 の λ=1.0の 系,レ=10に っ い て は α=0.4の 全 部,α=0.8の 場 合 の λ=0.6～
1.0お よ び α=1.2の 場 合 の λ=1.0の 系 が 弾 性 域 内 で あ る 。
上 部 構 造 の 平 均 靱 性 率 応 答Eγ,1は,一 般 的 に 云 っ て λ に 関 し て 減 少 す る 傾 向 は 弾 性
領 域 に お け る 応 答 性 状 と 共 通 す る 特 性 で あ る が,地 震 外 乱 強 度 パ ラ メ ー タ α が 大 き い 時
す な わ ち 塑 性 挙 動 が 非 常 に 大 き く な っ て 来 る と 必 ず し も λに 関 し て 減 少 せ ず,弾 性 応 答
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の場合 が滑 らかな減少関数 として示されたのに比較 して変動が激 しくなって来 る。bilinear
形の復元力特性 を有 す る構 造物系の弾塑性応答特性 は,靱 性率 応答 のよ うに変位系統 の
応答量の最大値に注 目す ると地震外乱 の波形関数 の うちの特 定 の1波 ない しは数波 の要
素波 によってそれが決定 され易 く,極端 に鋭 いfilter特性 を示す と考 えることが出来,
λの変動に伴な って移動す る連成 系の固有振動数 と地震外乱の中に含 まれ る要素波(こ
の要素波 の振動数 は一般的 に云 って波形 関数のpowerスペ クタルのpeak付近である場
合 が多い 。)と の関係 は,当 然大きい変動領域 を有す る もの と考え られ,図 に示 され る
よ うに変動の大 きい応答性状 を示 している。
αに関す る応答値の増加率 はFigs.4.36②～38(a,に示 され るよ うに,λ の小 さい領
城 では比較的安定であるのに対 し,λ が大 とな るとその増 加率 は塑性挙動 が卓越 してい
る領城 で急激 に大 とな り,応答量の不安 定的な増大 を示 してい る。この傾 向をよ り明確
に把握す るためにFigs.4.39及び4.40に弾性域における応答量 に対す る弾塑性域 にお
















っ い て示 して い る 。これ らの図 に示 され る塑性 挙 動 の増 巾 率 は,mg=1 .6および32.0
に共 通 し,λ=0.2及 び0.4の 場 合 は αの値 に か か わ らず 比 の値 は1以 下 で あ り,履 歴
特 性 に よるエ ネ ル ギ ー減衰 が効果 的 に作 用 して塑 性 流 れ を含 む 系 の 応答 量 が 同一 の地 震
外 乱 強度 パ ラ メー タ αに対 す る弾 性応 答 の最 大値 を10～20%程 度 下 ま わ って い る こ と
を示 してい る。一 方,λ=0.6～1.0の 領 」或で は応 答 が弾 性 限変 位 を少 し超 えた程 度 の
地震外 乱強 度 に対 して は 比の値 は1近 傍 を示 ゼてい るが,更 に αが増 大す る と塑 性 挙動
に よる応答 の増 巾率 は飛 躍的 に増大 し,mg=32,0の 場合 に特 に著 じる し く,2～3に
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まで達す る6こ の相異なった2つ の傾 向については0.4≦λ≦0.6に両者 を分 けるcri-
ticalpointが存在 してい るよ うであ り,し かもmg=L6の 場合 は32。0の場合 よ り
も λのやや大 きい側に あるよ うであ る。図示 していないが,レ=5あ るいは10の 場合
について もほぼ同様 な傾向が現 われ,両 者 を分ける λの値 は僅かつつ小 さい側 に,そ し
てmg=32.0の場合 の方が より小 さい側にあるようである。すなわ ち ン=5の場合mg
=1.6では λ=0.4よりやや大 きい側 に32.0では逆に λ=0.4よりゃや小 さい側に,
さらに レ=10の 場合mg=1.6でλ=0.4よりゃや小 さい側に,32,0で0.2と0.4の申
間付近 にそのcdticalpointがあるように思われる。この ような傾向が地震外乱の
powerスペ ク トル等に帰すべ きもの とすると,地 震外乱 の振動数 パラメー タ μの変動
に対 して前述の ような鈍 い変動 に留 まるとは考 え られず,し たが って主 として系の動力
学特性 の空 聞的分布性状に よる もの,例 えば応答に卓越す る基本 固有 振動モー ドや.も
っとも単純には質量分布 を中介 とした等価的な岡1』性分布によるものと思われる。すなわち,
岡1姓分布について見るとαの大きい領域で塑性化 し易い境界層地盤 の岡牲 として復元力特性
の第2分 枝勾配とし,弾性地盤の剛性 を静的岡1姓で評価すると,レ=2の 場合の岡1姓ベ ク ト
ルはmg;1.6の場合{1,2,2。5},32,0の場合 〔1,2,1.5}程度 を境として,これ より弾性地
盤剛性 が低下すると地盤 外乱に よって系に伝達 されたエネルギーが上部構造に流れ易 く,か
つそ こで消費され易 くなるもの と考 えられる。ソあるいはmgの 値に関 して,こ のcritica1
な境界がわずかながら移動す るのは,系 の基本固有振動数 と地震外乱のpower卓越振動数
との関係 とともに,弾性地盤 を含めた下部構造系の伝達特性,特 に波動逸散減衰効果の差異
によるものであろ う。なお,Fig.4.40のλ=o.2及びo.4からうかがうことが出来るように,
αを更に増大させて塑性挙動の比率を一層増すな らば,上 部構造の等価的な剛性が低下 して,
E`冨r.ノ齢.,
上部構造へのエネルギー集中が生 じ応答





ように,そ の復元力特性 の 初期 剛性 お
2
よび第2分 枝剛性 が高いことによ り,塑
性域での履歴によるエネルギー消費が上 覧
部構造に比較して効果が薄 く,降伏によ
る剛性 の低下 で応答が増大す る傾向が顕





に関 して存 在す ると思 われ るcriticalpointを境 として,λ の小 さい領域 ではαに関
する応答 量の漸増,λ の大 きい領域 では急増す るとい う異種 の特性 を指摘 出来 る。また,
一般 的な傾向 としてパラメータm
gお よび ンに関す る応答性状 の変 動につ いて は,定 性
的 には弾性領城 における場合 と同様 に上部構造 に認 められ るものと類似 してい る。
一方,弾 性地盤の応答性状 はFigs.4.36(O～38(c)に示すが,こ の応答量 は基礎式 か
らも判断されるように境界層地盤の復元力応答 を弾性地盤 の等価剛性で除 した値 と関連が
大でパラメータ λに関 しては当然 予想 され るように λの増加 に伴 な う等価剛性低下に よ
って,前 述 の弾性領域 にお ける場合 と同様 に応答量の増加が顕著 であるが,α の増 大に
よって境界層地盤 復元力の降伏が発生す ると当然応答量 は抑制 され,∂2Eγr9/∂α2<0
となる傾向 を示 してい る。そ して,こ の抑制効果は境界層地盤 の応答性状 の λに関する
変動 か らも予想 され るよ うに λの値 の小 さい領 域で著 じるしい。
Fig・4・42は既述 のよ うなensemble殉!路
平均 としての応答 量でな く,個 々の地
震外乱 による境界層地盤 および弾性地
盤 の応答量 を図中に示すパ ラメータ値
にっいてplotしたもので,弾 塑性応
答 である境界層地盤 の7r。と弾性 応答
である弾性地盤の γr9の関係 は,4.5,5
におけるTable4.6に示 した弾性地盤
の等価剛性 の評価に相 当する。図 中に





性 を用 いて評 価 した両者 の関係 を関係 を示 して い る。図 か ら明 らかな よ うに パ ラ メー タ
値 の 同一 の場合 で も応答 値 は 同一 直 線 上 にはな く,地震外乱 のそれ ぞれ のmemberfunc-
tionにょ っ て生 じ る応 答 は 地 震 外 乱 中 の要 素 波 の振 動 数 に関す る特 性 の違 いに よっ
て弾性 地 盤 の剛 性 が異 な って 来 る こと を示 して い る。 また,こ れ らのplotの 平均 的な
傾 向お よびTable4.6から明 らかな よ うに,弾 性 領 域 内お よび塑 性挙 動 の 比較 的 小 さい
範 囲 内で は λ,レの値 の増 加 に関 して γr9が減 少 し,等 価 的 に弾 性 地盤 の剛性 よ り高 ま っ
て いる こ と を示 して い る 。 λ・μの値 の増 加 は 弾性 地盤 に対 しては地 震 外 乱 の振 動数 領 域
を高 い側 に移す こ と を意 味 し,高 振 動 数 の地 震外 乱 に対 して弾 性 地 盤 のcomplianceが
低下 して い る こと が指 摘 出来 る。 この傾 向は 同一 の λ値 に対 して ッ=2 ,5お よび10と
な るにっれ て明瞭 に現 われ てお り,ま た,同 一 の λ値 に対 して λ=0 .2および1.0に 対
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す る現われ芳 は ソ=5お よび10で は比較的顕著 であ るが,レ=2の 場合 は相対的 に地
震外乱 の振動数域 が低 い側 にあるた めdynamicな効果 が現われ難 くな っている。一方,
塑性挙動が卓越 して来 る範 囲 にな ると関係 は逆転 して,弾 性地盤 の応答 は静的剛性 を用
いて評価 した場合 よ りも大 にな って来 る。これ は主 として境界層地盤の履歴特性 による
エネル ギー消費 によって境界層地盤 の応答 が抑制 され,逆 に等価剛性 が高 まるために弾
性地盤 の応答 が相対的に高 まってい るため と考 えられ る。
さらに応答量 のensembleにおける分布性状 を調べる目的で(4.98)式に定義 した分
布性状 に関す るい くっか の指標 にっいて,上 部構造 の応答 に関 してplotしたものが,
Fig.4.43である。横軸のEγr1〈鳳 の値は連成系 のsystemparameter値によっ
て変動 する量 であるが,こ の変 動
量に対 して正規化 された最大値,
最ノ1値あるい は最大値 と最小値 の
差 を表 わすa,b,(a十b)/2は全 く
無相関で,ラ ンダムに変化す る量
であることが確 かめられた。また,こ
れ らの指標 の確率密度分布 は図 の
右側に示す よ うに比較的狭帯域の










以上の応答解析 においては,下 部構造系と上部構造系の連成度に関す るパラメータλ
お よび地震外乱 強度パラメータαを基本的な変動パラ メータとして採 用し,連 成系各部
の応答特性 にっいて論 じた。扱 って来 た動力学モデルに含まれ る下部構造系の主要 な動
力学特 性と しては波動逸散減衰 を含む動的な地盤 剛性特 性とともにそ の非線形特性であ
ったが,後 者 につ いては上部構造 系に対 して相 対的 関係 は固定 されていた。塊界層地盤
の弾塑性復元力特性 にっいて実現象 との対 応と しての実験結果に も乏 しい現段階 では,
そ のパ ラメー タ変動域 を比較的巾広 く考慮 に含 める必要が あると老 え られる。そこで,
境界層膿 の弾塑 騨 動 が上部構造 応答}・及ぼす影響 をさらに詳細 鹸 討す る目的 で・
そ の非線形 効果 の顕著 に現 われ るパ ラメータ領域 にお いての解析結果について考察する。
すなわ ち,こ こでは境界層地盤 の復 元力雛 の形 は共通 とした上 で・その初期剛性 κ・・
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Fig.445(c)Averageresponseof
elasticground;mo=0.8.
分枝 岡1}性比7。=0・05・下部構 造系 にお ける質量比mg=1.6,連成度パラメータλ=0.2
及び,地 震外乱周波数 パラメータ ソ=5と して固定 している。
連 成系各部の平均応答 をFigs.4.44,45に示 している。両図の(a)に表わ された上部構
造の応答 は一般 に κ。力湘 対的に大なる時 にには κ。及 びm。 の値に関係 な く殆ん ど一致
してお り,影響 の少ない ことを示 してい る。また,弾 性 限強度に関しては β。=1の 場
合 は β。=2の 場 合 に比較 して応答 が小であ り,境界層地盤の降伏 に伴 な う剛性低下及
び履歴消費エネ ルギーが上部構 造応答 の抑制に効果的であることを示 している。ここで
採用 した連成度パ ラメー タ λの値は0.2であ り,典型的な硬質地盤 の場合 に対応 してい
ることか ら境界層地盤 の剛性 が大な る時は弾性域 においてその影響 は無視 され得,ま た
降伏 に よって応答 が制御 され ることなどは妥当な もの と考え られ る。 しか しなが ら,図
か ら明 らかなよ うに,κ。=4で 示 される相対的 に低い剛性 を境界層地盤に想定 した場合
には,弾 性域 においては影響 は僅少であるが弾塑性応答領域においては明瞭 な差異が生
じて来ている。すなわち,βo=1の場合 にはEγr1はκo=4～40の場合の応答の うち最
も小 さい応答 を示 してい るのに対 し,βo=2の場合 には最大の応答 を与 えてい る。この
よ うな複雑な応答特性 は,弾 性域及び弾塑性域 における剛性分布 によるエネルギー伝達
特性 の影響 とともに弾性 限強度 分布 の相異に よる降伏変形 の集 中の程度 に関係 している
もの と考 えられ る。
境界層地盤 の応答 は両図の⑤ に示 されてい るが,図 か ら明 らかな ように κ。,β。 の値
に よって大 きく影響 を受 け,κoの小なる程また βoの小な る程応答 は大 となってい る。
κ。及び β。の大きい場合 は弾性域 か ら弾塑 性域 を通 じて境界層地盤 の等価的 な剛性 は大
であ り,応 答値 は減少 し,地 震外乱強度 αの増加 に対 して も急激 な応答 の増加 を示 さず
安 定な変動 と見徹すこ とが出来 る。一方,κ。及び β。の小な る場合 は αの増加 に伴な っ
て応答 の増加 が著 じるしいが,m。=0.8の場合 に特に顕i著である。境界層地盤 応答 を靱
性率 の尺度 で表わす場合 はE7r。の値 に κ。/β。 を乗 じる必要があるが,こ の靱性率応答
に関 しては,β。あ るいは1/κ。が増加 す るにつれて減少す る傾向を示 しているこ とは注
目すべ きであ る。一方,弾 性地盤応答は(c)図に示 されてい る。応答特性の一般 的傾 向は
αの増加 につれて境界層地盤の塑性降伏 に よって応答量が抑制 されてい る。また,弾 性
地盤 の等価剛性 ・9がm。 の値}・比例す ることか ら判断 され るように応答値 はm・ の値
の相違 によって明 らかな影響 を受 けてい る。しか しながらm。=0.2の場合 の応答 はmo
=0.8の場合 の応答の約3倍 となってお り,両者 の比は κgの値 の比 とは若干 の違いが
現 われてい る。これ は下部構造 系に作 用する慣性力の効果の相違及び地盤へのエネルギー
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逸 散減衰 の相違 などによると考 えられ る。また,E7r9は弾性限強度 パラ メー タ β。の低
下 によって もた らされる明瞭な抑制効果に比較 して,初 期岡ll性パラメー タ κ。に よって
は相 対的に小 さい影響 しか受けていないことが現 われてい る。
llD多質点上部構 造系の応答特性
4.6,4のD及びIDにおいては連成系 にお ける上部構 造の動力学 モデル を1自 由度系
と して応答解析 を行な った結果 について述 べたが,こ こでは上部構造 の 自由度 を増 し,
主 として下部構造系の弾塑性連成効果が上部構造の応答分布 にどの ような影響 を及ぼす
かについて考察す る。連成系の動力学パラ メータは次 のよ うに与 えてい る。
上部構造パ ラ メー タ 〔mi}一{1,1,1}
〔κi}={βi}={1,7/9,5/9},1δi}={1,1,1}
{γi}={0.1,0。1,0.1}




また,地 震外乱 としては簡単のためランダム波形 の一部 として作製 した一っ の確定パ
ター ンを用い,そ の特性 は既述 の地震外乱ensembleの特性 と確率統計 的意味 で一致 さ
せている。
以上 のような条件 を設 定 して行なった非 定常応答解析 結果の一部 をFigs.4.46～50
に示 している。図中猿 は 〔処ri},i=g,




から連成 系応答特性 の一般性 を指摘 し
難 いが,大 略次の ように要約 できる。
① 上部構造の相 対変位応答
地震外乱の周波数パ ラメー タ レにつ
いては応答の減少 の傾向 が比較的明 ら
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Fi&4・47(b)B・ ・icresp…edi・g・am;m・ ・2凱mガ&0・ λ・q1・
に あることは認 め られ るものの地 震外乱のスペ ク トル特性の変動の影響 を強 く受けて応
答値 の局所的 な変動が著 じる しい 。また,境 界 層地盤復元力特性の弾性 限強度パ ラメー
タ 島 は応答 の分布性 状 に影響 を及 ぼ し,弾性 城内における上部構造応答分布 は既略一
様 と見倣 せ るが,地 震外乱強度 αの増加に伴 な って β。の大 きい場合 は下層部,特 に第
1層の応答 を増加 させ る傾向 にある。その他の種々の連成系 を規定す るパラメータ値 の
組 み合わせに対 して,こ こで対象 とした領域内 では一般 に下部構造系 の非線形連成効果
が上部構造応答 に及ぼす影響 は少ない と云える。
① 境界層地盤 の相対変位応答
境界層地盤 の応答特性 は,λ,レに関 しては上 部構造応答 と同様な傾 向 を示 してい るが
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域か ら弾塑性域 へ と遷移する とともに急激な応答増加を示 している。すなわち,m。が大
なる時あるいはβ。が小なる時 には下部構 造系に作 用す る慣性力が大き く,そ の弾性限強
度 が低 いために塑性化 の傾 向が強 く,大 きい応答値 を与えている。境界層地盤 の塑性降
伏 による等価剛性 の低下 と履歴減 衰性 の作 用によ って一般 に連成系各部の応答 は抑制 さ
れ る傾向にある。
⑪ 弾性地盤 の相対変位応答
弾 性地盤 の応答 は弾性域 においては轡般にそ の等価剛性 κgの逆数に比例する形で示 さ
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れ,し たがってパラメー タ λに関す る変動が大 であ り地盤 が軟 質になるにつれ て大 きい





したがってパラメー タm。,mgの値 によって も応答に明瞭な相違 が見 られ る。一方,壌
界層地盤 が弾塑性 挙動 を示す場合 にはそ の降伏 に よって境界層地盤のせん断 応答が抑制
され,そ の結課弾性 地盤応答 も抑制 され る。すなわち,地 震外乱強度 パラ メータαに関











上部構造 の基礎 に対す る転 例モー メン ト応答 の無次元表示は次式 で与え られる
。
　
短 」 聖L鉱 一1葱1、鰍偽 臨(4 .106)





のBLは 弾 陸限層抵抗モーメン トの基準量 である。Fig・4.50に示す 励 に関す る基本
応答 図か ら次のよ うな傾向が指摘 出来る。地震外乱強度 αの増加にっれて7Mの 増加 が
緩やか とな り ∂2γM/∂α2<0の 特 性を有 してい る。これ はαの増加に よって上部構造
の挙動が弾性域 か ら弾塑性 域へ と移行 し,各 層せん断力の属加 が抑制 され ることが主た
る原 因 と考 えられ る。また,rigidfoundationとして表わ される λ濡0の場合 と下
部構造系が連成 している場合 との応答 に大 きな差 を認 め難 く,連成動力学モデルパラメー
タの影響は少 ない と言える。しか しながら,連 成系の比較 的sharpなfilter特性 によ
り,地 震外乱の周波数 パラメータ ンに関 しては弾性域にお いては,上 部構造相対変位応
答 と同様 に若干 の影響 を認 めることが出来る。
以上4.6で扱 った地盤一構造物 連成系の弾塑性地震応答特性 の考察 を要約す ると次の
諸点 が指摘出来る。
上部構造 に対す る下部構造系の連成度の低 い硬質地盤 の場合 には,弾 性地盤への波動
逸散 に伴な う減衰性 が小 さいために,塊 界層地盤 あるいは上部構造が塑性化すると,履歴
によるエネ ルギー消費が連成系の応答抑制に効果的 であ り,特 に,境 界層地盤 の塑性化
は,降 伏 による剛性低 下に よって示 され る緩衝作用 と,履 歴エネルギー消費による減衰
効果によって,上 部構造 の弾性応答 に対 して有利 に作用 している。
連成効果の大きい軟 質地盤 に対 しては,基 本固有振動数 の減 少と減衰性 の増加 によっ
て上部構 造の弾性 応答 は発達せず,連 成効果は安全側 の作用として現われ るが,連 成 に
よって生 じる低振動数域の地震外乱 を強調す るフィルター作用に よって,塑 性域におけ
る上部構造 の応答 は急激な増加 を示 し,応 答 の安定性は低下する。 したがって終局耐震
安全 性に対 しては,慎 重 な考慮 を要す るものと考 えられる。
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4.7等 価線形化法による地盤 一 構造物系の弾塑性地盤応答
4.7,1序
非線形系 の振動 問題における等価線形化解法は一般 に用 いられ る ところであるが,bili-
near履歴形の復元力特性 を有 す る構 造物系が ランダム性外 乱 を受 けた時 の応答評価 に関
しては,復 元力特性 を等価剛性及 び等価減衰係数 で表 わす ことによって扱 う解 法が示 され
ている[4'34]～[436]。本節 では,こ の手法 を地盤 一 構造物連成系 の弾塑性応答解法 に適
用 して,連 成系の弾塑性応答特性 をよ り一般的な形 で取 り扱 う方法 を示す。連成系 の動力
学系 モデルは前節までに扱 った と同様に質点系上部構造 と,基 礎 質量 一 境界層地盤 一
弾性地盤 か らなる下部構造系 とで構成 され る。壌界層地盤 の復 元力特性 をbilinear履歴
形 とした場合 についての解法 を示 し,1質 点系及 び5質 点系の上部構造 を有す る場合の数
値例 にっいて考察 を加 える。すなわち,whitenoiseを外乱 に仮 定 しそ の スペ ク トル密
度 とbilinear履歴特性の第2分 枝剛性比をパ ラメータに採用 して,境 界層地盤 の弾塑性
特性 の連成系応答特性に及ぼす影響 を考察 し,前 節 までに扱 って来た非定常解析 による応
答特性 との定性的 な比較 を行な う。
4.7.2等価線形化法に よる等価剛性,等 価減衰 の表現
ここでは非線形特性 としてFig。4.51に示
すbninear履歴形特性 に限定す る。 まず,
Fig。4.51に示 され る復元力特性において,入
力zに 対 して,ψoが原点 を中心 とす る1サ イ
クルを描 く時にっ いて次式で近似す るものと
する。
go(z,を)=koz十do2(4.108)
ここに,ko,doは 次式 で示す誤差 関数 を最
小 とする様 に定めるもの とする。
隔
・δi












こ こに τは時 間,
件 は








で 与 え ら れ,し た が っ て
∫ 乎)zdτ ∫zをdτ ∫z2dτ ∫ ψzdτ
∫g)をdτ ∫ を2dτ ∫zをdτ ∫g)2dτ
ko=do=(4.111)∫
z2dτ ∫z2dτ, ∫z2dτ ∫zをdτ
∫zをdτ ∫22dτ ∫z2dτ ∫を2dτ
が得 られ る。(4.111)式にお ける積 分範 囲 は(τ,τ+7)で あ る。
ここ で入 力zの 挙 動 が振 動 的 で あ り,そ の振 巾 がslowlyvaryingであ る こ と,し た が
ってhysteresisloopの形 が滑 らか で女 定 で ある こ とを仮 定 し,1サ イ クル の聞 にお い て


















と表わす ことが出来る。(4。112)式,(4.113)式の1サ イクル当 りの等価表現 を用v・て,












こ こで確 率 変 数zと τの独 立 性 を仮 定 す る と
P(z,τ;t)-P、(■;t)P。(τ;t)
-P,(Z;t)P。(ω;t)(4・117)
と して与 え られ る が,τ あ る いは ωにつ い て は確 定 量 と して与 え られ る もの と し,次 式 を
仮 定 す る。
pτ(τ;t)=δ(τ一丁),pω(ω;t)=δ(ω 一石∫)(4.118)

















石 一2・/〒 一 λ〉/両,λ 一.蕪 、(4.123)
で与 え られ る。 こ こに,oKz、;oK…2はz,2の 分散oKzを.はz及 び を の 共 分 散 を表 わ
す 。













と して与 え られ る。
4.7.3基 礎 方 程式 と入 出力 の定 義
ここで は4。4Fig.4.7に示 され る連 成系 モデ ル を扱 う もの とす る と,無 次 元基礎 運 動






















な お,dei,keiはbilinear履歴 持 性gi(zi)を前 節 の手 法 に よ って線形 化 を行 なって 得 ら










ここ}・(1)△1(・)は[w(・)]の(・,j)の要 素 の …ac… を示 し,△ 。(・)は
△c(s)=det。([m]s2十[κ(s)])・(4,134)
で与 え られ る。 また,[G(s)]は 運 動座 標 系 に 関す る伝達 関 数 マ トリック ス を示 してい る。





ま た,入 力{F(jω)}に関 して は
{F(jω)}={m}f(jω)={m}αα(jω)(4.136)
これ ら を用 い て運 動座 標 系 にお け る応答 の ス ペ ク トル密度 マ ト リッ クス[oS(ω)]は 次




こ こに[A]*は[A]のtransposedconjugatematrixを示 し,[IS(ω)]は次 式 に示
す 入 力 の スペ ク トル密 度 マ トリッ クス で ある。
一182一
[IS@)]={F(jω)}{F(jω)}*=α2{m}{m}Tlα(jω)12










こ こに[oR(τ)]は応答 の相 関 関 数マ トリックス を表 わ す 。
(4.139)式を用 いて,連 成 系各 部 相対 変 位 のstandarddeviationは平均 値 が 零 と な
る時,次 式 に よっ て計 算 出来 る。





地盤 一 構造物連成系 において考慮 され る非線形特性 としては,ま ず,一 般 に非弾性的
特性の強 い材料 か ら成 る地盤 に対 して想定されるが,地 震時 の連成系挙動に着 目す る時,
特 に,構 造物周辺の地盤 に現われ る局所的な非線形特性 は不 可避i的な現象 として考 えねば
ない。 さらに,設 計対象である上部構造系においては激震に対する終局耐震安全性 の確保
のために,そ の弾塑性挙動 を解析す ることが重要 となって来 る。
ここでは,連 成系の非線形性 として,ま ず第一義的に想定すべき構造物周辺地盤 に関す
る ものを採 り上げ,非 線形境界層地盤 を有す る地盤 一 構造物連成系の応答特性 に限定す
一183一
るもの とする。すなわち,上 部構造系 は線形 と し,境界層地盤 の復元力特性 に対 して4.7.
2で述べた等価線形化法 を用いる。 したがって,基 礎方程式 は次 の様 に表 わ され る。
([m]s2十[κ(s)]{u}={m}f(s)
回=1一




ここで,連 成系応答 の数値解 を求 めるために,主 要なsystemparameterとして,下
部構造系の連成度 を示す λ(=1Ω、/、Ωg),及 び塊界層地盤復元力特性 の第2分 枝剛
性比r(=Ko2/KOI)を採用す る もの とし,他 のパ ラメータ値 を次 の様 に定める。












ここでは,上 部構造 を1質 点系 とした揚合及 び5質 点系 と した場合 を扱 うが,後 者 に対 し










一 方 ,外 乱 につ い て は系 のsharpなfilter特性 を考慮 す る とと もに基本 的 な応答 特 性
の考察 を対象 と して考 える もの と し,こ れ をwhiterandomprocossとして与 え る。 し




で 与 え ら れ る 。
(4.145)
したがって連成系 の応答特性に及ぼす境界層地盤 の非線形特性 の影響 は,外 乱強度 との
関連 にお いて定まる弾性 限強度につ いてはパ ラメータSo,塑 性域にお ける特性 にっいて
はパ ラメー タrに 関 して考察 され る。
lD上 部構造1質 点系の場合
上部構造 の概括的な動特性 と して,そ の基本 固有振動のみを考慮 し,こ こでは1自 由度
系 と して想定 している。非線形境界層地盤に対 して求 めた等価剛性ke,等価減衰係数d,
は,mg=1.6,λ=0.6の場合 にっいてFig.4.52に示されている。横軸 は境界層地盤の
相対変位応答の標準偏差 を示すが,非 線形化は弾性限変位0.025の約1/3に当る0.008付
近か ら現われ,k,は急激 に減少 し応答量 の増加 とともにrの 値 に収束 している。一方,de
は非線形 化に伴ない急増す るが,応答量 の増加にっれて極大値 を示 し一定 の応答量 を超過す
る と減少の傾 向にある。 この極大値 はrに よって異な り,ま た極大値 を示す変位 は概ね弾
一185一
性限変位 の1.5倍程度 に生 じるがr
の値 によって僅かに異 なって いる。
履歴特性は一般 に予想 され るように
塑性挙動が比較 的少 ない時には減衰




してk,,d.の変動 を同様 に示 して
ある。k,は 応答 値 と対応 して前図
と一致 して表示 されている。d.に
ついては定性的傾 向は種々の λ値に
対 して等 しいが,deの 値は λ の大
なる程大きい値 となっている。これ




って これ らを示 しているが,λ の値
によって応答値が大き く異なるため
に,k.は λ に関する単調増加 の傾
向 を示 し,deは λの変動に よる2















0 5 昌 ・

















う～万の低下 によってd.が増加す る傾 向及 び λの増加 に伴 ない応答量が減少す ることによ
ってdeが減少する傾向に狭 まれて,明 確 なpeakを生 じている。
Fig.4.55は境界層地盤 のせん断力 の標 準偏差 を示 している。(a)図か ら λの小 さい場合
には非線形化によって応答 の減少 が顕著であるが0,8≦λ≦1.2では塑性化 に伴 なってせ
ん断力 が増加 して いることは注 目される。これは非線形化 による剛性低下,減 衰性 の増加
にも拘 らず変位の増加 が優勢 であることを示 している。(b)図に示す ように,比 較的硬 質
地盤 に対応 する λ=0.2の場合,境 界層 のせん断力は塑性化に よって著 じる しい減少 を示















































































Fig.4.56は連成系各部 の相対変位応答 の標準偏差 を,(a)図はr=0.5と した場合 を λ
に関 して,(b)図はS。=0.5とした場合 をrに 関 して示 してある。上部構造 の応答 にっ い
ては下部構造系の連成度パ ラメータ λにっいて顕著 に減少す る傾 向が見出せるが,減 少率
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とともに・mg=32・0の場合 は弾性地盤 の等価 剛性 が小 さく境界層地盤の降伏がエネルギ
ー伝達 の面か ら上部構造の応答抑制 に対 して効果 が薄いことを示 している
。 また,応 答抑
制 の面か ら,同 一の地震外乱強度S・に対 して境界層 地盤復 元力特 性の第2分 枝剛性比r
を変化 させた(b)図の傾 向 を考察す ると,λ の小さい範囲ではrの 値 を小 さくして非線形
性 を顕著にするにつれて上部溝造の応答 は小 となっている。すなわち,硬 質 の地盤 では境界
層地盤 の非線形化に よって上部構造へのエネルギー伝達 が妨げ られ る効果が生 じている。
この効果 は軟質 の地盤 に対応 する λの大きい場合 には現われていない。
λに関す る境界層地盤応答の変動 は上部構造の場合 と同様 であ り,ま たrの 変化に対 し
てはFig.4.56(b)に示す よ うに非線形性 の増加 とともに一般 に変位は漸増 している。特に
λの値 の小 さい場合 につ いては非線形性 の強 さが応答値に大きい影響 を及 ぼ し,連 成系内
部にお いて唯一 の非線形機構 を有す るこの部分に応答増加が集 中す る傾向を示 している。
塑性化に伴 な う剛性低下 によって生 じる応答量 の増加が履歴面積の増加 による減衰効果に
よって生 じる応答量 の減少 を打 ち消 しているが,弾 性域における地盤への逸散減衰性 の最
も乏 しいmg=32,0,λ=0.2の場合,r=0.3で応答値 が極大 を示 し,r=0.1では減少
していることは興味深 い。
弾性地盤 の応答 はその等価剛性の変化に対応 して λの増加 に関 しては明 らかな応答増加
の傾 向にあるが,同 一 の λ値 におけるrの 変化に対 しては応答量 は減少 している。これ は
境界層地盤 の非線形性 がrの 減少 によって強 まるとともにその等価剛性が低下 し,し たが
ってせん断力 の減少 が生 じて弾性地盤応答 も減少する もの と考えられ る。
lii)上部構造多質点系の場合
前節 においては上部構造 に対す る下部構造系の連成効果 あるいは非線形化 の影響 を1自
由度系 で表わ した最 も単純 な上部構造 を対象 として考察 したが,こ こではこれ ら下部構造
系の弾塑性性状 の変化に よる上部構造の応答分布への影響 を も検討するために,多 自由度
系 の上部構造 を想定す る。既述 のようにここで採用 した5質 点系上部構造 には一様な質量
分布 と,一 様 な各部相対変位応答 を示す ような適正剛性分布 を賦与 している。
Fig.4.57は各部相対変位応答 の標準偏差 をmo=0.2,mg=1.6,λ=0.1の場合 にっ
いて示 してい るが,弾 性域にお ける地盤連成 の弱い場合 に相当 し,境界層地盤 の非線形性
が増加 す ることによって上部構造応答は顕著 に減少 している。すなわち,境 界層地盤 の非
線形化 による上部構造へのエネルギー遮断 が効果的であるこ とを示 しているが・下部構造
系 のこの ような動特 性変化 に対 して も上部構造適正分布は保持 されて,そ の相対変位応答
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示 した もので,上 部構造最下層 と壌界層地盤 とは非線形化の程度 によらず ほぼ等 しい値 を
示 している。
弾性域 における下部構造連成度 をさらに増 して,λ ニα2と した場合 を含 めた相対変位
応答 をFig.4,59に示 している。上部構造 の一般的 な応答特性 は既述 と一致 し,こ こで採
用 したパラメータ範囲内では下部構造系 の連成お よびそ の非線形化は上部構造の応答分布
性状 には殆 ん ど効果 を示 さない もの と思 われ る。境界層 地盤 の相対変位 は前節 と同様に,




































の第2分 枝剛性比rの 低下が もた らす履歴減衰 の増
加 によって減少す る傾向 とが重 な り合 って複雑な挙
動を示 している。弾性地盤につ いては,境 界層地盤
の非線形化 によってせん断力が減少 し,し たがって
変位応答が減少す る傾 向 を示 していることは1質 点
系上部 構造 の場合 と同様 である。
連成系の これ ら各部応答 を地震外乱強度パラメー
タSoに対 して表わ した ものがFig.4,60であり,採
用 しているパ ラメータ値 は λ=0.2,r=0.5である。
上部構造,弾 性地盤 に比較 して境界層地盤 の応答量
の増加率 が大 となっていることが示 されている。 ま
た,Fig.4.61には連成系各部 のせん断力応答分布
を λ=0.2の場合 にっ いて示 しているが,上 部構造
にお いてはその剛性分布 に,下 部構造 においては上
部構造最下層 とほぼ同 じ値 となっている。変位応答








































下部構造系の影響 をあま り受 けていないことが指摘 できよ う。
4.8地 盤連成 を考慮 した構造物 の終局耐震 設計法への基礎 資料
4.8.1序
本章 においては,DynamicGroundComplianceからSimulateされた近似伝達関数
に よって構造物 の周辺地盤の動的特性 を表わ し,ま た,強 震時 に当然予想 され る構造物 の
極 く近傍 の地盤 の非線形性 を,弾 塑性境界層地盤 の形で考慮 した上で,弾 塑性質点系上部
構造 との接続 をはか って構成 され る地盤 一 構造物 連成系 を設定 し,多 方面か らの地震応
答解析 を行 なって来た。その結果,構 造物 の耐震安 全性 を評価 す る上 で,地 盤 の連成効果
に伴 な う幾っかの重要 な特性 が見出 され た。本節においては,こ れ らの応答特性 を整理 し
て検討 し,地盤連成 を考慮 した構造物 の耐震設計 のための基礎 資料 として用 い得 るように,
一般化 した形で表現す る。
まず,連 成作用 を有する弾性地盤 及び非線形特性 を示す境界層地盤 が,上 部構造 の地震
外乱特 性に及 ぼす影響 にっいて示 し,つ いで,境 界層地盤 の塑性化 によって弾性上部構造
の応答特性 に現われ る効果 を考察す る。 また,上 部構造 の弾塑性挙動 も考慮 して,上 部構
造 の基本的 な設計量であるベースシャー係数 に関す る応答 と,連 成系 を規定す るパ ラメー




構造物 の基礎地盤 が充分 に剛である時・構造物 に作用する地震外乱 の特性 は,構 造物 の
影響 を受けない自由地表面 の地 震動 に関する特性 で表 わされ るが,通 常の地盤 一 構造物
系にお けるように・地盤 の動的特性 を考慮 に入れなければな らない場合には,本 研究 で扱
って来 たよ うに地盤 の連成効果 を正当に評価 して,地 盤 一 構造物系の フィー ドバ ック作
用 をも含 めて解析す る必要がある。
ここで採用 した連成系 における構造物 は,概 括的な動力学 モデル として1次 元せん断形
質点系 の上部構造 で表 わ してあ り,し たがって,上 部構造に作用する地震外乱 としては静
止座標 か らの基礎質量の動 きで表 わされ るもの となる。静止座標 系における基礎質量の地
動に対す る伝達特性は4.5にお いて述 べたよ うに,連 成度パ ラメータ λの値によって大き
く異 な り,ま た,連 成系 を規定す るそ の他 のパ ラメータmg,m。の値によっても,若 干様
相 を異に している。その1例 は λ=o,6の場合 に対 してFig.4.20(b)に示 されている。 ま
た,固 有振動特性 を表わ したFig.4.17あるいはTable4.3からも判断 されるように,地
盤 の連成度 の増加 とともに伝達特性 のpeakは低振動数側に移 り,極 値の高 さは減少する。
したがって,上 部構造に作用する地震外乱のtotalpowerは低下 し,ま た,そ のスペク
トル特性 は低振動数側 にpowerの偏在する形 を示す。その結果,4.5～4.7にお いて指
摘 された よ うに上部構造 の応答特性 は,弾 性域 においては連成度の増加 につれて応答の減
少が顕著であるが,挙 動が弾塑性域 に及ぶ と履歴によるエネルギー消費に も拘 らず,応 答
が急激 な増大 を示す よ うになる。このような連成効果 にもとつ く地震外乱 のスペク トル と
特性 の変化は,上 部構造の弾塑性応答特性 に大きい影響 を及 ぼ し,そ の終局耐震安全性に
直接関連 を有 していることから,地 盤 の連成作用 の妥 当な評価 を構造物 の設計時 に考慮す
る必要が あると思 われ る。
っ ぎに,地 震外乱 の最大振 巾はそのスペ ク トル特性に合わせて構造物 の設計時の大きな
指標 となる。 したがって,こ こでは境界層地盤 の降伏 を も考慮 した非線形 の地盤連成を伴
な う場合 にっいて,基 礎質量 の静止座標 系に対 する最大加速度応答 を考察する。Figs.4.
62(a)～(d)に4.6.2で扱 った線形上部構造 一 非線形境界層地盤 一 弾性地盤系 における
応答 を示す。図中の縦軸に採 られた基礎質量 の無次元最大加速度応答 瓶oは次式 で定義 さ
れている。
























































































図 から明 らかな ように,7Aoは連成度パラメータ λに関 して特 に明瞭な傾 向は指摘 出来
ないが,λ の大 きい領域では僅かなが ら減少 を示 している。また連成度 の比較的小 さい λ
=0.2～0.8の間では,連 成系の基本固有振動特性の変化 が激 しいが,こ れに対応 して7AO
の値 も若干 の局所 的な変動が現われてお り,地 震外乱のスペク トル特性 の局所的 な変動 の
影響 と考え られ る。これ らの応答特性 か ら,基 礎質量の最大加速度応答 に及 ぼす地盤 の連
成効果 は小さいことが指摘 出来 る。 また,地 震外乱強度 αの増加 に対 して も,一 般 に応答
の傾 向は変化 を示 していない。このことを定量的に表示す るために,弾 性系応答 に対する
弾塑 性系応答 の比E瓶o/E竃oをFigs.4.63(a),(b)に示す。 境界層地盤 の降伏に伴 なって,
7AOの値は一般 に僅 かに減少する傾向 を示 して いる。また,Fig.4.62にお いて局所的変






























的なスペク トル特性に よる影響 は境界層地盤の非線形化によって さらに影響 を受けて いる。
しか しなが ら,こ れ らの図か らは未 だ明確 な応答特性は指摘 し難 く,基礎質量の最大加速
度応答 は,非 線形 の地盤連成作用 によって大きな影響は受 けないものと考 えられる。
4.8.3地盤 の非線形特性 と構造物系の応答特性
地盤 一 構造物連成系 の地 震応答特性 の評価 において,強 震時に当然予想 される構造物
周辺地盤 の強 い非線形挙動は,構 造物 の耐震安全性 を適確 に把握す るために妥当に評価 さ
れなければ ならない。そこで,本 研究で扱 って来た地盤 一 構造物連成系 の地震応答特性
におけ る地盤 の非線形効果にっいて整理 し,耐震設計資料 の基礎 としてここで提示する。
本研究 においては基礎地盤 と構造物 の連成効果 を,弾 性波動論に基づ くDynamicGro-
undComphanceの形 で評価 し,地 盤 の動特性によって及 ぼされ る上部構造系 の弾塑性
地震応答特 性 を,主 として連成系 の非定常応答解析結果の詳細 な考察から論 じて来たが,
地盤 の非線形性 にっ いては,弾 性域 における地盤 一 構造物系の連成作用 を保持 させた上
で,局 所的 な地盤 の塑性化 を考慮 すべ く境界層地盤 を定義 して扱 って来た。すなわち,境
界層地盤 は,弾 性域にお いては充分に剛 であって動力学的 にはそ の存在 を無視す ることが
出来,Dynam量cGroundComplianceを用 いた評価 による地盤 一 構造物 の連成効果 を
を有 している。一方,周 辺地盤 の局所的な塑性化は境界層 地盤 の存在によって,地 盤 一
基礎系 にお ける基礎 のカ ー 変位関係 の降伏 で与え られ・質点系上部構造 と地盤 との接続
にお ける境界条件 とされ ている基礎下面のせん断力 の低下で示 され・ここでは・その復元
力特性 としてbilinear履歴形特性 を採用 している。
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この ような仮定 に基づ く地盤 の非線形化 が,連 成 系の応答特性 に及 ぼす効果 に注 目して
そ の量的 な評価 を明確 に行 なうために,特 にその効果 が明 らかに現われている4.6.2に扱
った弾性上部構造系 と弾塑性境界層 地盤お よび弾性地盤か らなる連成系 の応答特性 をここ
で採 り上げる。Figs.4.25,26あるいはFig.4.29に示 され る上 部構造 お よび境界層 地
盤 の変位応答E7r1,E7roあるいは境界層地盤 のせん断力応答E7、oは境界層 地盤 の降伏
を考慮 した連成系応答 を示 しているが,こ れ らの応答値 の,同 一 の地震外乱強度 αを想定
した場合 の線形連成系の応答値Eπ1,E冗oあ るいはE冗oに 対 す る比 に関 して考察する。
Figs.4。64(a)～(d)は上部構造応答 に関す る図示で,E7r、/E%を 地震外 乱強 度 αに関
して示 して いる。硬 質地盤 に対応す る λの小 さい場合 には非線形化による応答量 の低減 が
顕著であ り,λ ≦0.2について は50%以 下 とな り得 ることを示 している。 パ ラメー タ値
によっては λ=0.4につ いて も同程度 の低減率 を示 しているが,地 震外乱強度 の増加 とと
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地盤 の降伏 によって もた らされ る上部構造応答 の抑制効果には限界が存在することを想定
す るのが妥 当であろう・ λの大 きな軟質地盤 においてはこの応答抑制効果は一般 に微小で
あるが・弾性域 における地盤 への波動逸散減衰性 の小さい場合 は境界層地盤 の降伏 の応答
抑制効果 が比較的 大である。同一 の λ値に対 して逸散減衰性 と弾性地盤 の等価的 な剛性 と
の大小関係 は一致す るこ とから予想 され るように,弾 性地盤剛性が大きい場合 は境界層地
盤 の降伏 による上部構造へ のエネル ギー遮断 ない しは緩衝効果が強まることを示 している。
したがって,こ れ らの動的特性 の相違 からm。=0.8,mg=1.6の場合 にはE7.1/Eπ1の
値は他 のcaseにおけ るよ りも小であ り,逆 にmo=0.2,mg=32.0の場合 には0.6<λ
<1.4での比の値 には差 が小 さ く0.8～0.9程度 となっている。
Figs.4.65(a),(b)には境界層地盤 の変位応答 にっ いて同様の表示 を示 しているが.塑 性
化に伴 な って応答 の急増す る様相 が顕著 に現わされている。そ して,λ の値 にかかわらず,
塑性化の初期段階 におけ る弾塑性応答の増 巾率 はほぼ一定であり,α の増加 とともに増巾
率の増加 は緩や か とな っている。このような鈍化 の傾向は λの小 なる揚合 には早 く現われ
てお り,し たがって,λ の大 きい場合には増巾率は大 きく,そ の値は10に達 している場
合 も存在す る。連成系において境界層地盤 のみが剛性低下形 の非線形特性 を有 しているた
めに,地 震外 乱強度 の増大 とと もに変形が境界層地盤 に集 中 して生 じるが,λ が小 さい硬
質地盤 の場合 は この増加率 に対する上界 が存在す ることが現われてお り,これはFig.6.64
に示 され る上部構造応答 の抑制効果に限界が存在す ることに対応 している。また,λ の大
なる場合 には,既 に指摘 され たように弾性地盤 の等価剛性 が小 さく,境界層地盤 の降伏が










す る もの と考え られ る。そ して,こ の場合 には,境 界層 地盤 の塑性化は連成系の減衰性 に
も大 きい影響 を与 えず,上 部構造 の応答 を抑制する効果 も示 していない。一方,境 界層地
盤 のせん断力応答 に関 してはFigs.4.66(a),(b)に示 され るが,図 か ら明らかな ようにFig.
4.64に示す上部構造 の場合 と類 似の傾向 を有 してい る。す なわち,4.6.2におけ ると同
様 に,境 界層地盤 の極端 な非線形性 に基づ く変位応答 とは異 な り,λ の小 なる場合 はエネ



























以上述べて来たFigs.4.64～66に示された結果 を中心 とす る考察 とともに,4.6,4.7
において明 らかにされ た応答性状か ら,境 界層地盤 の降伏 が及 ぼす連成系応答特性,特 に
設計対象 として重視 され る上部構造の応答特性へ の影響 は,大 略次の ように要約 出来 る。
硬質地盤においては,地 盤 の連成度 が低 く連成効果に伴 な う減衰性に乏 しいために,一
般 に,境 界層地盤 の降伏に よる履歴エネル ギー消費 が減 衰作用 を示 して,全 般的 に連成系
応答 を抑制する効果 を有す る。特 に,弾 性上部構造 に対 しては緩衝 効果 を も含 めて応答 を
顕著に減少 させ る。上部構造 の弾塑 性応答 に関 しては,上 部構造 の履歴 エネルギー消費に
よる減衰効果 が生 じるが,降 伏 に伴 な う剛性低下によって応答増加 の傾 向 も加 わってい る。
したがって,境 界層地盤の降伏 によって応答は若干減少する ものの,弾 性応答 に比較 して
その差 は僅かである。
一方,軟 質地盤 にお いては,境 界層地盤 の降伏 は連成 系応答特 性に殆ん ど影響 を与えな
い。このことは,弾 性地盤の等価剛性 が低 く境界層地盤 の降伏が発 生 した として も,そ の
復 元力特性の第2分 枝剛性が比較的高 く,し たがって,境 界層地盤 の降伏 が連成系 の全般
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的 な動力学特性分布 を変えないこ と,ま た,地 盤 の軟質化に伴 ない増加す る連成効果によ
って減衰性 が加 わるために,境 界層地盤 による履歴消費エネルギー の効果が減少す ること
な どに起因する ものと考えられる。
4.8.4地盤連成 の構造物 ベースシ ャー係数に及ぼす影響
地盤 の連成作用が上部構造の地震応答特性 に及 ぼす影響につ いて,4.8.3においては,
特 に,境 界層地盤 の弾塑性挙動 に注 目して,上 部構造の弾性応答 との関連 を述 べたが,結
論的 に,比 較的硬質地盤 において は,境 界層地盤 の降伏 によって上部構造の応答 はある程
度抑制 され るが,軟 質地盤 においてはその効果が殆んど現われない ことが示 された。この
結果 を参 照 しながら,さ らに一般化 した地盤 連成効果 の把握のために,上 部構造 の弾塑性
応答特性 を対象 として,構 造物 のべ一スシャー係数 と靱性率応答 との関係 を明らかに し,
地盤連成 を考慮 した構造物 の終局耐震設計 のための基準資料 として示す。
この研究 で主 として用いている1質 点系の上部構造においては,そ のベー スシャー係数




したが って,設 計用の地震外乱最大加速度振巾Aは,α を仲介 としてベースシャー係数 と
関連づ けられてお り,こ こでは一般 化が容易 な無次元地震外乱加速度振 巾αを対象 として
表わす ものとす る。また,4.8,3の結果 から,境 界層地盤 の塑性降伏 が連成系の応答特性
に示す効果 は比較 的小さい ことを考慮 してここでは無視するが,上 部構造の弾塑性挙動に
及 ぼす影響 は後 に検討 を加 えている。す なわち,こ こで対象 とした地盤 一 構造物連成系
モデルは,4.6.3に扱 った弾性地盤 一 基礎質量 一 弾塑性上部構造か らなるものであ り,
上部構造の一般的 な応答特性 とその考察はFigs.4.33(a)～(d)を中心 に述べて来た ところ
で ある。
ここで構造物 の終 局耐震設計 を前提 として,そ の耐震安 全性の評価 において基本的 な基
準 とされ る靱性率 を応答膿 に採用 し,上部構造 の弾塑性挙動における最大応答の塑性化
の程威 淀 とし塒 に,地 盤 成効果 を示す・・ラメー タ λの変動の影響 にっいて額 す
る.す なわち,上 部瀦 の基本応舗 性はFig・4・33(・)～(d)に示されてレ'るが・ パ ラメ
ー 夘 お よび λの変動 によって非線形化の程度 が異な り・非線形化 に伴 なう基本固有騒
数の減少 ある・・は履歴瀕 の効果 は,靱 性率応答 と して与え られて・'るEγ・・の関数 とし
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て示 され,α お よび λの変動 の中に複雑 に含 まれて いる。 したがって,こ れ らをあ る程度
分離す る意味で,地 震外乱強度 αに関す る弾塑性応答値 か ら補 間するこ とに よって,靱 性
率応答Eγ,1=1～5に対応す る αを示 した ものがFigs.4.67(a),(b)およびFigs.4,68(a),
(b)である。 これ らの図は上部構 造の弾塑性応答特 性の表示であ ると同時 に,設 計用靱性
率Eγ,、に対応す る無次元地震外 乱強度 αを求 めて,(4.147)式か ら設計用 べ一スシャー
































































































































































(・)λ ・ ・2・ndmダ1・6・(b)λ ・ ・2・ndmg・32・
Figs.4.67(a),(b)に示す μ=2の 場合 は,上 部構造 に対 して地震外乱の特性が一 定であ
り,中 間に介在す る下部構造系の特性が,連 成度パ ラメー タ λの変化に応 じて種々異なる
ことを意味 している。mg=1.6の場合 には,α の値は概ね λに関す る増加関数 と して示
され・上部構造 にE7r1=1～5の範囲 の弾塑性応答 を想定する場合 には,λ で表わ され る
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地盤連成度 の増加 は上部構造に有利 に作用す ることが指摘 出来る。ただ し,E7,、の増加 と
と もに・ λに関す るαの変動は鈍 く,上 部構造の弾塑性挙動 が卓越 して来 ると,地 盤連成
に伴 な う応答抑制 の効果 は減少することに注 目 してお く必要がある。一方,mg=32.0の
場合 は,入 力 となる地震外乱のスペク トル特性 の非一様性 によって,応 答の λに関す る局
所的な変動 が相対的 に大 となるが,こ れ を無視 した として もαの値は一般 に λに関 して減
少す るとは見 な し難 い。E7r1ニ2～5に対 して,rno=0.2の場合 は λ=0.2～1.0,mo=
0.8の場合 は λ=0.4～1,0でαの極 小値 を示 し,こ の λの値よ り小 さい領域では地盤 の
連成効果が上部構造 に不利 に作用 して行 くこ ととなる。極小値 を与える λの値は上部構造
の非線形化の程度 によって異 な り,Eγr1の増加 とともに増加 してい る。そ して,E7r1
=5に 対 しては,mo=0.2の場合,λ ニ0.2～1.4,mo=0.8の場合,λ=0.2～1,2に亘
って,地 盤 の連成作用 によって,上 部構造 の耐震安全性は基礎固定時にお けるよ りも低下
す る傾 向にあることは注 目すぺきである。
Figs.4.68(a),(b)には λ ツ=2の 場合 を示 してい るが,こ の時には下部構造系に対 し
て地震外乱 の特 性が定まってお り,λ の値 に対応 して種 々の上部構造 を設定することを意
味 している。これ らの図からE7r1ニ1に関 して部分的 に αの値がやや増加する揚合が現
われているが,一 般 に λに関する減少 の傾向が顕著 であ り,特 に λ≦1.0で著 じるしい。
この傾 向は設定 されたパ ラメータ値 λμ=2か ら,下 部構造系 のみの基本固有振動数が地
震外乱 の上限振動数 の1/2に あ り,λの値の増加 とともに,上 部構造 の固有振動数 を地震
外乱 の上限振 動数に近づ けるために,靱 性率 応答 は増加 の傾向が顕著 であり,し たがって
αの値 は減少 する傾向 として現われている。また,こ れ らの図 におけるαの値は,靱 性率
Eγ,1が大 となるにつ れてそ の差 が小 となってお り,特 に,λ の大 きい領域で特徴的であ
る。このこ とはすでに述べ られたよ うに,地 震外乱 の強度 の増加 とともに上部構造 の弾塑
性応答が急 激に増大す る領域 の存在 することを示 してお り,軟 質地盤 における終局耐震性
の把握 に関連 して来る重要な応答特性である。
以 上の考察 に基づいて,定 性的に以下 のよ うに結論づけることが出来よ う。弾性設計 を
対象 とす る構造物 に対 しては,地 盤連成の効果 を評価す ることによって,そ のべ一 スシャ
ー係数 を低減 させ得 るもの と考 えられる。 しかしなが ら,構 造物の終局状態 を考慮 して耐
震安全性 の検討 を行 な う場合 には,比 較的硬 質地盤 を対象 とす る時には構造物 の弾塑性応
答特性 は安定であ り,設 計用靱性率に対応 してベースシ ャー 係数 の低減 をはか るこ とが
出来 るが,軟 質地盤の場合 には,構 造物 応答 の塑性化 は急激 であ り・大 きい設計用 の靱性




これ まで述べて来たところでは,強 震時 における構造物 の終局耐 震性 を,地 盤連成作用
を考慮 に含 めて把握す ることを目的 とし,地 盤 一 構造物連成系モデルを設定 して,下 部
構造系 における境界層地盤 の非線形性,お よび上部構造 の弾塑性復元力特性 を有す る非線
形系の地震応答解 析 を扱 った。そ して,連 成系 の応答 性状 に及 ぼす多 くのパ ラメータの影
響 を考察 し,な かで も重要な応答特 性に関 しては,地 盤連成 を考慮 した構造物 の耐震設計
資料の形で示 して来た。 ここでは,以 上の応答性状 の検 討 を総合 した形 で,弾 性域 から弾
塑性域に亘 る上部構造 の地震応答特 性 と,地 盤連成作用 との対比 を明 らかに して総括 とす
る。
す でに硬 質地盤 と軟質地盤 において,上 部構造 の弾塑性応答特性 の相違 は指摘 して来た
が,こ れに地盤 の非線形性 として境界層地盤 の降伏 を考慮に含 めて,4.6.2～4.6.4に扱
った3種 の連成系 モデルにおける上部構造 の応答特性 の比較 を示す。非線形性 を境界層地
盤 のみに想定 した連成系 モデル をMODELI,非 線形性 を上部構造 のみ に想 定 した場合
をMODEI、II,境界層地盤 お よび上部構造 の復元力特性における弾性 限強度 を等 しくし
た場合(βo=β1=1)の,非 線形下部構造 一 非線形上部構造連成 系モデル をMODEL皿
として,線 形系応答 との比較 を,典 形的な硬質地盤お よび軟質地盤 の例 につ いてFigs.4.
69(a)～(d)に示 している。
硬質地盤 においては,い ずれの弾塑性系 の応答 も弾性系 における応答 よ りも小 さく,地
盤 への波動逸散による減衰効果に乏 しい連成系で は,履 歴 によるエネル ギー消費が応答抑
制 に有効であることが示 されて いる。 また,地 震外乱強度が比較的 小さ く(α≦0.8),連
成系の塑性化 が僅少である(Eγ,1〈2)場合 には,上 部構造の復元力特性が弾性,弾 塑性
に拘 らず,そ の応答 は大略等 しいと見なす ことが出来 る。す なわち,境 界層地盤 の剛性低
下及 びエネルギー消費 による上部構造応答への影響 は,上 部構造の塑性化 による弾塑性応
答特性 と同等 の効果 とな って現われ,ま た,両 者 が同時に作用す るとして も,単 独に作用
す る場合 と同程度 の効果 しか示 していない。地震外乱強度 が増加す る と弾塑性特性 を有す
る上部構造 の応答 は,弾 性上部構造の場合か ら分離 されて増加 を示 している。上部構造が
弾性の場合 には境界層地盤 の降伏 による緩衝作用 が顕著であ り応答 の増加は小さいが,弾
塑性上部構造 では塑性化に伴 な う剛性 の低下 によって応答 の増加 は比較的大き く,こ の場






















































































































一方,軟 質地盤 においては,境 界層地盤 の降伏の有無は上部構造応答 には殆んど影響 を
示さず,上 部構造 が弾性 の場合 と弾塑性の場合 とで応答値は明確 に分離 され,後 者にっ い
ては,上 部構造の降伏 による応答の増大が著 じる しい。弾性地盤 の静的剛性(m。=0.2,
λ一1・0}こ対 して・m,-1・6の場合は ・9・H(0)-0・626・m,-32・0の場合 は0・215)と
境界層地盤 の第2分 枝 剛性(κ。r。=2.0)との比較 か ら,境 界層地盤 の降伏 は連成系 の動
特性分布 をあま り変化 させず,し たがって上部構造応答に及ぼす影響が小さい もの と判断
され る。また,弾 塑性応答 の急激 な増加 は,軟 質地盤 を有す る下部構造系のlowpass
filter特性によって,上 部構造の塑性変形が助 長され る結果 と考 えられ る。
以 上述 べて来た ように,上 部構造の弾塑性応答には境界層地盤 の降伏は比較的影響が少
ないこ とか ら,こ こでは非線形性 を上部構造のみに限定 して,上 部構造 の弾塑性応答特性
と地盤連成作用の関係 を,上 部構造 の塑性化の程度 に応 じて評価す る。Figs.4.67,68に
おいて示 したように・上部構造の弾塑性応答E7,1=1～5を与える地震外乱強度 αに対 し
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て,弾 性系における上部構造応答 をEπ、=1～5とす る時の地震外 乱強度 窃の比 を図示 し
た ものがFigs.4.70(a)～(d)である。言 い換 えると?ηαの値 は,弾 塑性 応答Eγr1=1～
5を与える地震外乱強度 αによって生 じる弾性応答Eπ1の 比,あ るいは,同 一 の地震外
乱強度にお ける弾塑性応答Eγr1の弾性応答 に対す る増 巾率 を表 わ してお り,弾 塑性応答
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これ らの図にお ける矧 αの値 は,当然,地 震外乱 のスペ ク トル特 性の非一様性 によって
局所的な変動 を有する と同時に,連 成 系の固有振動数 と地震外乱 の振 動数領域 との関係 で,
μニ2お よび ル=2の 場合 にっいてそれぞれ若干異なった値 を示 している。 しか しなが
ら,一 般的な傾 向はmoお よびmgの 値によって も変 らず,λ に関す る増加関数 となって現
われている。す なわち,λ の小 さい領域ではE7r1=2～5に対 して殆 ん ど同一の値 を示 し
御 α〈1と なっている。 λが増加 して 可 αの値が1を 超 える と,Eγr1の値 によって曲線
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は分離 され・E… が大なる程大 き・・値 を示 して・・る.す なわ ち,伽 〈1の 鯛 にお 、、
ては ∂E7・/∂α=・・n… の傾向 を有 し・伽>1と なると ・・E・,、/…〉 。である。と
を示 している・ また・ λに関 しては・ 伽 〈1の 糊 では ∂・(御・)/∂・・〉 。
,吻>1
の範囲では ∂2(可α)/∂λ2<0と なる傾 向 も各 図に共通に現われている
。
このよ うな傾 向を,連 成効果 を
表 わす基本的な動特 性に関す る指
標・ ・ω/1ω,および・h,q}・関連
して表わ した ものがFig.4.71で
あ る。図 中の破線 は,弾 塑性応答
の増巾率 の傾 向が最 も顕著 に現わ
れ ているEγr1=5の場合にっいて,
御 αの値 に対応する λの値をFig.
4.17の図上にパラメータ値 に応 じ
てplotし,比較 的滑 らかにこれ
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〈,か つ,1heq=constに近い形 で示 され,履 歴減衰の効果的 な場合に対応 している。ま
た,可 α>1に おける曲線は1ωが小 さ く,かつ,1ω=const.に近い傾向 を示すように
な り,弾 性地盤 の等価 剛性が低 く,上 部構造 に対 してlowpassfilterの特性 が顕著 に
なる場合 に対応 してい る。す なわち,上 部構造 との連成度 が低 く,地 盤へのエネルギー逸
散効果 に乏 しい連成系では,上 部構造の弾性応答は可成 り大 きい値 を示すが,連 成系挙動
が塑性域 に及 んで来 ると,履 歴減衰効果 によって応答 の増加は抑制 される もの と考えられ
る。一方,地 盤連成度 が大 き く,基 本固有周期の伸 長が著 じるしい連成系においては,下
部構造系 におけ る地震外 乱の高振 動数成分の遮断効果が著 じる しく,上 部構造 の弾性応答
は比較的小 さい値 に留 まるが,上 部構造の塑性化が進展す ると,こ の遮断効果に よって特
徴 づけ られ る地震外乱 の低振動数成分 の卓越 によって,弾 塑性応答 の増 巾作用が強まるこ
とが指摘 されよ う。
以上 の結果 を反映 させなが ら,地 盤連成 を考慮 した構造物 の動的耐震設計への適用 をは
か る ものとすると,次 のよ うに定性的な指摘 を行 な うことが出来る。構造物 に対す る通常
の動的耐震設計 においては,発 生頻度 の比較的高い中震ないし強震 を対象 とする弾性許容
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応答設計法 と,発 生頻度の比較的低い烈震ない し激震 を対象 とする弾塑性終 局応答 設計法
を,同 時に適用することが想定 されている[4.31]'[438]。前者 においては,一 般 に地盤 連
成効果は有利な側 に作用 して,例 えば設計用ベー スシャー係数は,地 盤連 成度 に応 じて低
減 させ る形 の設計法 も可能 である。また,後 者においては,地 震外乱強度 を大 き く採 ると
ともに設計用靱性率 を仮定 して終 局耐震性 の検討 を行 な うが,硬 質地盤 に対 しては弾塑性
応答の安定全は確 められ,設 計用靱性率 に対す る弾塑性応答増 巾率は1と なってお り,し
かるべき靱性 を有す るこ とを前提 として終局耐震安全性は確保 され る。一方,軟 質地盤 に
お いては,弾 塑性応答 の安定性 は比較的劣 り,応 答増巾率 は1以 上であ り,か っ,設 計靱
性率によって異なって来 る。 したが って,iterativemethodによって設計用 ベースシャ
ー係数 の収束値 を得 た として も,終 局耐震安 全性 に関 しては応答 の安 定性 を考慮 した安全
率 の導入が必要であろ う.
4.9結 び
建築構造物 の振動特 性あるいは地震応答性状 は,そ の基礎地盤 の動力学特性 によ って影響
を及ぼ され ることは過去の震害の例 から も知 られてお り,ま た,理 論 的にも明 らかに されっ
つ ある。すなわち,基 礎地盤 の動力学特性 または震動特性 と,構 造物 の地震応答特性 との関
連は,第3章 に扱 った ように,基 礎 地盤の うち比較的 広い範囲 の構造物 周辺地盤 が,地 震波
動媒体 と しての地盤 の地下構造形態やその媒質か ら決 定され るlocalgeolOgy特性 によっ
て,地 震外 乱に対 して有 している固有のfilter特性 として示 され るとともに,構 造物 とそ
の周辺地盤 との振 動連成作用,お よび構 造物 に極 く近接ナ る地盤 の非線形化効果 が重要 な要
素 を構成 してい る。 したがって,本 章では,地 盤 の非線形化 の考慮の もとに,理 論的方法に
よって求 め られ た地盤 および構 造物 の並進 に関す る動的連成 効果を,構 造物 の弾塑性地震応
答特 性を通 して考慮 し,構 造物 の終局耐震安全性 の把握 を行 な った。
まず・地盤 一 溝造物連成系の動力学モヂルと して,構 造物 周辺地盤 をDynamicGround
COmplianceから振動数の関数 と して表わ される等価 剛性,等 価 減衰性 を持 つ弾性 地盤 と
して設定 し,強 い非線形特性 を示す と想定 される構造物基礎下面の地盤 を,bilinear履歴
形復元力特性 を有す る境界層地盤 として考慮 して下部構造系 と した。これ を弾塑性 質点系上
部構造 と接続 して,ラ ンダム性 の地震外乱群 に対す る連成系の非定常弾 塑性地震応答解析 を,
地震外乱 と連成動力学系の広範なパ ラメータ領 城で実施 し,あ るいは非線形特性 に対 して定
常 性を仮定 して等価線形化解法 を適 用 し,よ り一般的な形の地 震応答 を求 めた。その結果 を
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主として連成系各 部の相対変位 応答 の絶対最大値 にっい て整理 し,各 応答量 の平均お よび,
ensembleにおける分布性状につ いての考察 を行な った。そして以下のい くつ かの要約 した
応答特性 を指摘 することが出来 る。
1)上 部構造系に下部構造 が連成することに よって,系 の基本固有周期は伸長 し,地 盤へ
の波動逸散 による減衰効果 が現 われ る。そ して,こ の効果は連成度の大な る程大 きい.
2)し たがって,上 部構造 の弾性応答は,連 成度 の増加 とともに抑 制 され,ま た,er
sembleにおける応答の分布は収束の度を強 める。この ことか ら,弾性上部構造に関して
は連成効果 はその耐 震安全性 に有利に作用する。
3)連 成度の低い硬質地盤 に対 しては,境 界層地盤 の降伏 は上部構 造自身の降伏 の場合 と
同様 に,履 歴減衰効果 によって地震外乱強度 に対する応答増加率 は低下する 。
4)逆 に連成度 の大な る軟質地盤 に対 しては,弾 性地盤 の等価的 な剛性が低 く,ま た,波
動逸散に よる減衰効果 が大であるため,塊 界層地盤 の降伏に よる効果は上部構造に殆ん
現 われない。
5)そ れ と同時 に,軟 質地盤 系による地震外乱 のlowpassfilter特性 が顕著 とな り,
したがって,上 部構造 の弾塑性地震応答 は急激な増加 を示 し,上部構 造の終局耐震安全
性 に関 しては,地 盤 連成効果 は必ず しも有利 に作 用 しない。
地盤 の連成効果お よび地盤 の非線形化効果の,上 部構造弾塑 性地震 応答に及ぼす以上 のよ
うな定性 的 な傾 向 は,基 礎地盤 の影響 を考 慮 した構造物系の動的耐震設計 に対す る基本 的
な老 え方に指針 を与 えるが,こ の設計 法 を定式化す るためには・未だ不明確 な要素 を含む
幾つ かの間題,例 えば 漣 成系に対す る膿 外乱特性[瑚 の想定 について・基礎の回轍
関す る地盤獣 効 果 圃 にっ・・て,あ る・・は境 界層櫨 の麹 性翫 備 性圃 ・[側
についてな どを,今 後究明 して行 く必要があると思われ る。
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あ と が き
ここにま とめた研究は,筆 者 が京都大学防災研究所に在職中,ノト堀鐸二先生,南 井良一郎先
生 の御指導 のもとに行 なった,地 盤 の影響 を含 む建築構造物 の地震応答 の解析 に関す る研究 を
主体 に して・約3年 前 に移 った大阪大学の建築 工学教室における研究 を若干付加 してい る。未
完の部分 が多 く目につ くが,こ れ を機 に研究 を発展 させるための礎 として,今 後 一層の努力 を
決意 してい る次第 であ る。
今 ここに振 り返 って見ると,卓 抜 した研究者 であ り.人 格者 である小堀鐸二先生のもとで,
筆者 が卒業研究 を行ない得た ことは真 に幸運なことであり,そ の昭和35年 以来,非 力な上に
不勉強な筆者 に も拘 らず,御 寛容 と御懇篤な御指導 を賜わ ったことが,未 だ挫折せず に大学で
の生活を続 け ることの出来る基であ り,こ こに,小 堀鐸二先生 に深甚な る感謝の意 を捧 げ ます 。
また,南 井 良一 郎先生 には,卒 業論文以来,終 始一貫御懇切 な御指導,御 鞭捷 を戴 き,そ して,
御熱心なその研究態度 に触れ て生活を送 ることが出来たことは,筆 者の今後の研究生活 の支え
とな るものであ り,こ こに心 か ら感謝 の意 を捧 げます。さらに,金 多 潔先生には,大 学院生
時代 に講義,ゼ ミナー ル,お よび研究室生活 を通 じて研究指導 を賜わ り,特 に,修 士論文 の完
成には御懇切 な御指導 を戴 き,心 か ら感謝 申 し上げます 。そ して,筆 者の小堀研究室での生活
を通 じてお世話にな った方々,現 在大阪大学でも尚,御 協力下 さっている河野允宏氏,常 に良
き同僚 として,あ るいは協同研究者 として協力戴 いた竹 内吉弘氏,鎌 田輝男氏 をは じめ藤原悌
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